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巻頭 言

重電産業分野における産学連携

㈹日本電機工業会専務理事

藤 本 弘 次

彰/

1轟 譜 蕪論1儲 要欝 龍灘 灌

/繰畳齢 搬膿 鍵 鵬識蝿
跡 られない・従 って・わが国におv・て高顕 かつ合理的価格の電力 を錠 彰彰

供給するための鋤 の嘆 を担 っている魏 諜 の技術力 を維持 してい く 彰

1事 は髄 要な課題である・/

1翻鱗雛 驚 懸灘 縫/
1扉諜 よΣ:灘簾 聾:欝セ1二∴ 鵬 欝鷲

欝1耀 欝 雛毫諜獅礁
1こ の課題 に答える_有 望 な答えは「産学連携」である。米国において/
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ilわ が国における将来の肝 力技術開発 について

叢
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喬本籍 鞭 ∴)1
尾 本 彰(東 京電力㈱ 原子力技術部長)

牧 原 義 明(講 藁 蓋塩 ♂子力技術部)

司会

松 井 一 秋(勧 エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 部長)

・一・◆ 陰 ・ 令 一 〇 。 ・◆ ・一・ ◆ ・ ・ ● ・ ・.◆ ・ ・◆ ・ ・.◆。・ ・。■.・ ・.◇.・ ・.◆.・ ・喝◆ 。・〒・.◆.・ ・.軋 。 ・.◆.・ ・.◎.・ ・。◆.ド ・.■.・ ・.○.一.◆.・ 。.◆.・ ㌔ ■.。 ・。◆.・一・.●.・ ・.金.・'・ ◆.・

はじめに

司会 昨年ll月 に原子力長計(「 原子力の研

究,開 発及び利用に関する長期計画」)が 出さ

れ ました。そこでは国と民間等における技術

開発 の役割分担 についての言及があ ります。

また,経 済産業省総合資源エネルギー調査会

原子力部会がさらに具体的な政策の方向付 け

のため,「 原子力の技術基盤について」 と題す

る報告書の取 りまとめを進めてい ます。一方

で,電 力各社 は,電 力 自由化,地 球温暖化対

策を念頭に平成13年 度の電力供給計画を発表

しています。

このような中,本 日は 「わが国における将

来の原子力技術開発 について」 というテーマ
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でいろいろな話を していただければと思 う次

第です。

まず,「 原子力の技術基盤について」の取 り

まとめを行 ってい らっしゃる森本 さんからお

願い致 します。

わが国原子力技術開発に求め られること

地球温暖化問題への原子 力の貢献 には十

分な技術力と安全確保が大前提

森本 今回の原子力部会は,こ れまでの原子力

部会とは趣が異なり,技 術基盤の確保 という,

部会長の東京大学の近藤駿介教授 の言葉を借

りれば 「足元の地固め」 をすることがテーマ

で した。

これまでの原子力部会では,例 えば 「原子

力は地球環境対策上,重 要だ」 といった位置

づけの議論が多かった。あるいは,バ ックエ

ン ドの処分 をどうするかとか,あ る具体的な

イシューについて掘 り下げてやることが多か

ったのです。ところが,ご 承知のとお り,今,

総合部会や需給部会が先の気候変動枠組条約

京都会議(COP3)な り,次 のCOP6の 再開会

合をにらんで,2010年 時点でどのように二酸

化炭素(CO2)の 排出量削減に関する国際公

約を守るか というところに焦点を置いていま

す。その中で,原 子力 によるCO2削 減量があ

る程度入 らないといけないのですが,そ れを

果たす大前提 として,十 分な技術力 と安全確

保が必要であります。この2つ の前提条件を

きちんと押さえてお くために,今 回の原子力

部会では,議 論 を行ってきました。

森 本 英 雄 氏
(資源エ ネルギー庁 原子力政策企画官)

一 方
,安 全 に つ い て 言 え ば,ジ ェ ー ・シ

ー ・オ ー(JCO)事 故 の よ う に
,安 全 審 査,

法 律 で 決 め ら れ た 審 査 対 象 とや や 違 う と こ ろ

で.ト ラ ブ ル が 起 こ っ て き た とか,核 燃 料 サ イ

ク ル 分 野 で 新 た な事 業 が 立 ち上 が っ て い る と

か,そ ん な こ と もあ っ て,安 全 問 題 に つ い て

は 間 口 を広 げ て 議 論 す る とい う こ と で,保 安

部 会 が 去 年 ス タ ー トし ま した 。

核燃料サイクル事業の

立 ち上げに技術が重要

森本 原子力の技術基盤の状況 を見れば,軽

水炉の技術 開発 については,1970年 代頃か ら

官民一体 となって研究開発 を進め,第3次 改

良標準化 も1985年 で完了 し,そ れが柏崎6,

7号 機へ とつながった。過去,建 設 された原

子力発電所についても,勿 論いろいろな改良

を加えなが らも,割 と トラブルも少な くうま

くいっている。軽水炉 というのは割 と成熟 し

ていて,出 力 も確保で きているというのが認

識です。環境 に変化がなければ,技 術基盤の

確保については何の議論 も必要ないで しょう

一4一
季報エ ネルギー総合工学



が,一 方で,青 森県六ヶ所村で核燃料サイク

ル事業が次々と立ち上がって きています。 ウ

ラン濃縮については,事 業化は進んでいるも

のの,遠 心分離機の停止問題 と,1,500ト ンの

能力達成に向けて新型の遠心機の開発 に取 り

組んでいます。再処理はち ょうど立ち上が ら

んとしている し,MOX(ウ ラン ・プル トニウ

ム混合酸化物)加 工 も,今 後設計 に入ってい

くというところです。

核燃料サイクルの立ち上げは,あ る意味で,

今 まで核燃料サ イクル開発機構(JNC)が や

って きた研究開発 レベルの ものを事業レベル

で大規模 にやっていかなければならない点で,

その担当企業である日本原子燃料 ㈱(以 下 日

本原燃)の 使命 は大 きいんです。今回の報告

書では 「技術移転」 という言葉 を使っていま

すけれども,こ れまで開発をやってきたJNC,

これから事業 を行 う日本原燃 とが一体 となっ

て,オ ール ・ジャパ ン体制みたいな感 じにな

って立ち上げていかなければなりません。

軽水炉の リプレイスに備えた技術開発 を

森本 一方で,軽 水炉だけに限定すると,今

の路線でも確実 にいい発電ができます。 しか

し,も う少 し先を見 ると,委 員会の中で も議

論が出たのは,や は りリプ レイス(老 朽化 し

た原子炉の建替)の ことで した。現在稼働中

の発電所の寿命延長をどこまで認め,ど こか

らリプレイスを考えていかなければいけない

か,そ のリプレイスをどうい うふうに行って

い くか。これは20年 先になるのか,何 年先 に

なるのかよく分か りませんが,そ れに備えて

研究開発ではある程度ターゲ ットを絞 ってい

かなければならないのではないか という議論

が あ り ま した 。

た だ,そ れ を誰 が や る の か 。 国 が や るべ き

な の か,民 間 企 業 が や るべ き な の か,あ る い

は共 同 で や るべ き な の か 。

この 問題 を,エ ネ ル ギ ー ・セ キ ュ リテ ィー

の確 保,エ ネ ル ギ ー 安 定 供 給 の確 保 とい う大

きな 目 的 か ら見 れ ば,単 に リ プ レ イ ス を ど う

す る か とい う議 論 よ り も,20年 先,30年 先 に

困 ら な い よ う,あ る程 度 の技 術 的 選 択 肢 を用

意 し て お く とい う こ とで は ない か 。 そ の 部 分

は 国 の 仕 事 だ ろ う とい う こ とで,委 員 会 の 意

見 が 一 致 し ま した。

国がやる研究開発 は,安 全,バ ックエン

ド,将 来の技術的選択肢の提供の3分 野

森本 今回技術基盤 を確保するということで

は,官 民の全ての研究開発プログラムを示す

というよ りは,国 が何 をやるべ きか というと

ころに絞 って議論が行われました。 もちろん,

第一義的には安全性確保 というところもあ り

ます。これは保安部会で も別途検討 してい ま

す。

原子力部会の話 として,ど うして もやはり

国がやるべ きことというのは,先 に述べた将

来への選択肢の準備 ということと,も う1っ,

高 レベル放射性廃棄物処分のような,今 後の

原子力プログラムが どうあろうと,こ れまで

行 って きた行為 に基づいて絶対やらねばなら

ないバ ックエ ンド対策です。高 レベル放射性

廃棄物に限 らず,ウ ラン廃棄物 とか,超 ウラ

ン(TRU)廃 棄物 とかの問題 もあ ります。核

燃料サイクル全体の中で未解決の問題 につい

ては,少 な くとも国が研究開発をきちん とや

る。それを事業 として進めるのは原子力発電

第24巻 第2号(2001)
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環境整備機構i(NUMO)で あるとか,実 施主

体で しょうけれ ども,安 全評価の研究開発,

基礎的な科学的知見の集積 というあた りは,

やは り国が きちんとやっていかなければいけ

ないというような整理がされました。

さらに,核 燃料サイクル事業の立ち上げに

ついては,こ れまでJNCが 行 ってきた研究開

発 を日本原燃 に移転 し,一 緒になってやって

い くということです。

濃縮,再 処理,MOX加 工 とか,そ れぞれの

事業ごとに段階が違いますので,設 計者が行

くのがいいのか,運 転者の訓練がいいのか,

保守保安などの協力がいいのか。それぞれの

段階に応 じた協力 を行ってい くということが

今回の部会のポイントになっています。

今回の部会では,経 済産業省 の直接の担当

ではない 日本原子力研究所(原 研)も 含め,

国の研究の担い手として期待 される役割 を記

載 してます。

深刻 なバ ックエ ン ドの問題

森本 もう1つ 重要な話は,研 究の実施主体

自身がかかえているバ ックエンドの問題です。

JNCも 原研 も低 レベル放射性廃棄物 を ドラム

缶に して15,16万 本 ぐらいそれぞれかかえて

います。 これがどのぐらいかというと,今 ま

でに六 ヶ所に埋設 した低 レベル放射性廃棄物

ドラム缶の数 とほぼ同 じです。 しか も,運 転

廃棄物 と違って,TRU廃 棄物 も含まれてお り,

一部地層処分をしなければなりません。また,

今後 「ふげん」 とか,人 形峠 とか,施 設の廃

止 をしていかなければならず,こ れ らのバ ッ

クエ ンドの問題もあ ります。これを放 ってお

くと,あ る時点か らは研究開発 を一切や らな

いで,廃 棄物処分だけにお金をかけなければ

ならない,と いった事態 にな りかねません。

ですか ら,そ ういう負の遺産対策 もきちんと

対処 してい き,将 来 「研究 をや らず してバ ッ

クエン ドだけ」 ということに絶対 ならない よ

う,原 子力委員会にも強 くお願い した次第で

す。

また予算についても,総 合科学技術会議で

の議論におけるエネルギー分野の重点化,予

算の確保 なりについて原子力委員会の方にお

願いするところであります。

人材確保の重要性

森本 今 回の議論で重要 と言いなが ら,正 直

言 って決定打を見い出 しにくいのが人材確保,

人材育成です。国は長期的な方向性 を示す こ

とや,エ ネルギー総合工学研究所の方でやっ

ていただいている提案公募制度(革 新的実用

原子力技術開発)で 大学へ も競争的資金が入

るようにしてい ます。 しか し,原 子力人材確

保の抜本的な方策は何なのか,皆 が問題意識

を持って進めなければいけない ところだと思

います。単 に数を確保するのみではな く,そ

の分野に必要な人材が確保できるかといった

ところの決定打は,万 全 とはいえない ところ

です。

電力会社の原子力技術開発の取組み

司 会 実 際 の ビ ジ ネ ス と して,電 気 をつ く り,

発 電 所 を動 か し,な お か つ,そ こか ら も廃 棄

物 が 出 て くる 。 そ う い う場 に い らっ しゃ る原
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子力技術部長の尾本 さんに,特 に変化が激 し

い事業環境の中で技術開発 として何 に重点を

置いてやっていこうとしているのか,お 話を

伺えればありがたいと思います。

研究開発はプラン ト関係が過半数

尾本 電力会社の研究開発予算 は,電 力中央

研究所 も含めて,年 間1,700億 円 ぐらいです。

収入の1%強 ですから,製 品開発に取 り組ん

でいる医薬品 ・自動車 ・電機 と比べると比率

は少ない。研究開発費の約3分 の1弱 が原子

力分野です。その中身は,発 電プラント関係

が半分強で,残 りがサイクルや廃棄物処理処

分です。全体として額は若干減 り気味です。

発電 プラン ト関係の重点 は,プ ラン トの

信頼性向上 ・燃料利用の高度化 ・次世代

軽水炉開発

尾本 プラン ト運転経験 の蓄積で信頼性は向

上 してきていますが,ト ラブルの未然防止 ・

経年劣化対策 ・ヒューマンファクターなど高

い信頼性確保 に向けて まだまだやるべ き事 は

あ ります。燃料 についても,燃 焼度 をさらに

高めるためのデータ蓄積 ・進んだ設計評価手

法の開発 など,よ り合理的な利用に向けて開

発投資を行ってきています。

1970年 代から建設された発電 プラン トの寿

命 を60年 と仮定すると,2030年 ぐらいが リプ

レイス時期 にな ります。70年 代から80年 代に

かけての建設投資が リプレイス時に平行移動

すると,投 資が集中するという問題 もあ りま

す。この投資 を平準化す ることも想定 して,

2010年 代後半での リプ レイスにむけた軽水炉

尾 本 彰 氏
(東京電力 原子力技術部長)

設計のオプションの用意に90年 代初め ぐらい

か ら徐 々に取 り組んできています。電力はど

うい う性能 を求めるのか,ど うい う技術 が

我々のニーズに合 うのかから始めて,概 念設

計が まとまってきた ところですが,こ れは原

子炉メーカー との共同研究 とい う形で取 り組

んできています。

発電 プラン ト関係が研究開発費の半分 と言

いましたが,サ イクルや廃棄物分野で も高度

な性能 を持つ濃縮機の開発,ま だ事業化 され

ていない廃棄物 の処分に関する開発研究など

多様な技術開発をやってお ります。

市場競争 と公益性のバランス

尾本 事業環境変化の中でという司会者の言

葉 もあ り,事 業環境変化の中での電力の研究

開発はどう変わって行 くのかについて少 し触

れたいと思います。これは原子力に留 まらな

い話です。一般には,自 由化 という事業環境

変化のもとでは電力は短期的視野で研究開発

も抑制するのではないかと見 られているか も

知れません。自由化環境下でそれな りの変化
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はあ りますが,逆 に,エ ネルギー市場 におけ

る競争に勝ってい くための基礎は,い い技術

を持っているということにあるという認識が

非常に強 くな りました。仏電力庁の研究開発

部 門の人 間と話 しても同 じことを言います。

私見ですが,電 力会社の研究開発部門という

のはこれまで比較的,商 品開発 とか現場のニ

ーズにマ ッチ した研究開発 という思想がやや

薄い ところがあった と思います。今は,普 通

の民 間会社 の研究所 と同 じように,商 品開

発 ・現場のニーズに密着 し,発 電所の要求に

応 じた形で研究をやるという志向がかなり強

くなってきています。

しか し,自 由化に直面 して市場原理だけを

重視 している訳ではありません。市場競争 と

公益性 とのバランスを考 えることの重要 性を

意識 しています。市場競争の中にあ りながら

これに流 されることな く,環 境負荷低減 ・リ

サイクルを通 じての資源制約の緩和 ・エネル

ギーの長期的な安定供給 といった公益 的な側

面を支える研究開発 を忘れてはいませ ん。

一方
,研 究投資 という点では,い つの時代

で も厳 しく評価 してゆ くことは必要なのです

が,例 えばABWR(改 良型沸騰水型軽水炉)

です と,国 の開発資金 も含めて全体でおおよ

そ700億 円の開発資金が投入されて きました。

しか し,こ れからは,最 新の技術 を利用 して

もっと合理的 ・効率的にやっていこうという

ことになるわけです。将来のリプレイスに向

けた次世代原子炉はもっと少ない研究開発費

で効率 よく開発できるようにと考 えています。

具体的な例 として数値 シミュレーションの活

用があ ります。原子炉の水化学 と照射環境下

での材料挙動や流体連成振動 など,実 際のプ

ラン トでのモニタリングとあわせて機構論的

なシ ミュレーシ ョン能力を高めて,大 規模な

実証試験への依存度を少な くしてい くことに

よって,開 発の効率性 を高めたいと考えてい

ます。その中には,国 内の研究機関,国 内の

メーカーのみならず,世 界のいろいろな研究

開発機関の リソースをうまく使ってやってい

きたい,そ ういう時代ではないかなと思 って

います。つまり,従 来以上 に効率的な研究開

発のや り方を指向 してい くようになって きて

いるという訳です。

革新的な実用原子力技術開発の方向性

司会 続いて牧原 さんにお願いします。ス ト

レー トに言いますが,技 術開発の担い手 とい

うのは,1つ は確かに先ほどのJNC,原 研 と

かあるに して も,実 際上,わ が国 も含めて,

実際に物 を建てる,あ るいは何か新 しいアイ

デアを出す とかいうところで,特 にメーカー

の位置づけというのは結構高かっただろうと

思 うんです。それが新規発注は少ない,高 速

増殖炉はどこかへ行 って しまっただ とかで,

メーカーに流れる金が どんどん減 っている。

なおかつ,や はり人の問題 とかがある。本当

の民間企業はどこまで公益性 を考えればいい

のか ということもある。そういった中で,特

に牧原 さんは最近,小 型の軽水炉を手がけて

い らして,こ れはなかなか競争が激 しいんじ

ゃないか と思います。小型軽水炉には例のウ

エスチングハウスのIRISも あれば,ア ルゼン

チ ンのCAREM,韓 国のSMART,い ろんな動

きがある。そんな中で,お 話 をいただければ

あ りがたいと思います。
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将来型原子炉開発の方向性

〈開発の狙い〉 〈方 策〉 〈対応技術〉 〈開発例〉

将来型原子炉の開発

大型炉特有

出力に依存 しない

中小型炉が有利

原子炉/タ ービン建屋
一体化

熱 供 給炉 等

ニュークリアヒートジェネレータ・一

中小型炉特有

牧原 開発の方向性 とい うことで,今 どんな

方向に向いているのか簡単 にまとめてみまし

た。開発の狙いは,や は り2つ に分かれると

いう感 じが します。

1つ 目は,経 済性の向上です。自由競争の

時代 なので,原 子力 とい うだけで世の中に受

け入れ られる時代ではな く,他 のエネルギー

に比べて十分競争力があるものにしていかな

ければならない,と いうことです。

2つ 目は,そ の他の目的と書いてあ ります

が,こ れはどちらか と言 うと,も う少 し広い

意味合いで もって経済性を見るとい うか,燃

料サイクル全体 としての経済性向上 というこ

とです。技術的な話になりますが,図 の燃料

サイクルのところで,低 減速スペ ク トル炉は

中小型炉がいいとしてあるのは,ボ イ ド係数

とかを考えてみると中小型炉の方がやり易い,

またナ トリウム冷却の高速炉で も,安 全性 を

考えると,小 さい方が受け入れ易いのかなと

い う意味合いで 「中小型炉が有利」 としまし

た。

経済性向上策の重点は,

設備簡素化 と熱効率向上

牧原 上のほうの経済性の向上から説明 しま

す。 まず経済性向上の方策には,大 きく言っ

て4つ しかあ りません。大容量化 によってス

ケールメリッ トをとってい くか,稼 動率 を向

上 させて運転維持費を削減 してい くか,設 備

の簡単化を図って建設費を削 るか,熱 効率を

上げるか。 この4つ です。

軽水炉技術 をベースに大型化 して,ABWR-

II(沸 騰水型改良発展炉),APWR+(加 圧水
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型改良発展炉),EPR(欧 州加圧水型炉)の 開

発が進められています。ここで何が制約 にな

るかというと,や はりグリッドサ イズ(送 電

系統容量)だ とか だろ うと思い ます。今,

ABWR-II,APWR+は170万kW級 を考えて開発

を進めていますけれ ども,そ の先 となると大

き過 ぎるという感 じです。スケールメリッ ト

を追求 してい く路線については,そ ろそろ上

限に近いと思います。

稼働率向上については,長 サイクル運転 だ

とか,定 検短縮 ということでやっているわけ

ですけれ ど,日 本の実情では,こ の数年,設

備利用率が80%台 です。この間のアイコン9

(ICONE9:第9回 原子力技術国際会議)で の

各国の発表では,み んな90%ぐ らいなってい

ます。80%が90%に なる と結構i,経 済性向上

があると思 うんですが,90%が95%に なって

もそれほど経済性は向上 しないと言われます。

稼働率向上 もそろそろ限界かなという気が し

ます。

今の大型炉 をベースにすると,設 備簡素化

はかな り上限に近づいて きています。今後,

大型炉では,20%,30%と いった大 きなコス

トダウンはまず見込めないと思います。

結局,次 に出てくるのは,大 型炉では導入

が難 しい技術一例えば,静 的安全系,ユ 次系

の一体化,原 子炉/タ ービン建屋一体化一で

本当に安 くなるか という話だ と思 います。 こ

れが今,い ろんなところで革新型の中小型炉

の研究が進められている背景だと思います。

熱効率向上は,原 子力で最後に残 されてい

る一番大 きなところです。熱効率 は,軽 水炉

で35%く らいが上限と言われますが,こ れ を

何 とか40%く らい,あ るいは50%に 近い とこ

ろまで引 き上げられないかとい うことで,い

牧 原 義 明 氏

(三 菱重工業 原子力技術部研究開発担当部長)

ろいうな開発が進められています。高温の冷

却材 を使 うことにな りますが,岡 先生がやっ

てお られる超臨界圧軽水炉 とか,高 温ガス炉

とか,ナ トリウム冷却の高速炉の観点 になる

でしょう。今 まで話 してきた軽水炉ベースの

話 とは違いまして,こ れには根本的な技術革

新が必要だろうと思います。

ウラン資源は高速炉 と

低減速スペク トル炉で一層の有効利用を

牧原 ウラ ン資源の有効利用,燃 料サイクル

との整合性 という話です。 これには,高 速炉

を使 ってプル トニウムを増殖 させてい く従来

か らの考え方 と,低 減速スペク トル炉 という

最近出てきた考 え方があ ります。 この分野に

ついては,軽 水炉技術 をベースにもう少 しウ

ラン資源を有効利用できるのではないか,い

ろいろ検討 しています。

高速炉の流れでい きます と,ナ トリウム冷

却の高速炉 とか,鉛 ビスマス高速炉 というよ

うなものが出て くるで しょう。
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低減速のスペク トル炉でいけば,低 減速の

軽水 を使 う場合 と,重 水 を使 う場合 とい うの

が出て くるで しょう。

核拡散抵抗性の強化では,可 般型原子炉が

あ ります。実際に検討 されているのは熱供給

炉等ですが,原 子力技術の面からいきます と

余 り革新的とは言えません。従来からある技

術を適用すれば大体できると考えています。

人材育成 と原子力技術開発について

岡 芳 明 氏
(東京大学 工学系研究科 教授)

回復 しつつある学生の原子力人気と大学

院の重点化

司会 岡先生は,ア メリカ原子力学会の理事

に選出されてご活躍中です。超多忙 になられ

ている岡先生に,人 材育成だとか,革 新型だ

とか,原 子力技術開発 に関する研究者の立場

か らお話をお伺いしたい と思います。

岡 人材育成は,大 学 としてはしっか りや ら

ないといけないと思っていますが,原 子力を

始めた頃,原 子力国産化 といって沢山つ くっ

ていた頃とは,状 況が幾つか変わってきた と

思います。

まず,軽 水炉技術 を中心 に技術がかな り成

熟化 し,研 究開発 について も転換期 にあ り,

原子力を専門 とする学生の需要が発電所 をど

んどん造っていた頃 とは変化 しています。

チェルノブイリ事故で人気が低下 したこと。

学生の人気があるか どうかは大学 にとっては

大変重要なことです。大学 には,そ の産業に

優i秀な人材 を集める,供 給するという役割が

あ ります。「だめな学生ばか り来てるんじゃな

いか」 と言われる方がい ますが,優 秀 な学生

は今 もお ります。昔,日 本の トップランクの

方々が原子力 に入 られたと思いますが,そ の

頃に比べると,数 は少ないのは確かです。

それが最近,や は り環境 問題,エ ネルギ

ー ・セキュリティー,経 済振興 における原子

力の役割とかをしっか り理解 して入 ってくる

優秀な学生が出てきました。原子力の人気は

回復 しつつあ ります。アメ リカの方で も,カ

ーター政権以来
,政 策が20数 年ぶ りに変 りま

したので,こ の機会 を捉 えていい学生を集め

たい と思っています。なお,東 大の場合,シ

ステム量子工学を含 む総合工学的な4学 科が

集まってシステム創成学科を作 ったところ人

気が急回復 しています。

日本の大学特有のことなのですが,大 学院

重点化 というのがあ ります。今 までは教育は

学部中心で,大 学院は学部に附属 しているよ

うな構1造だったわけですが,旧 帝大 を中心 に

大学院重点化が行われました。

これで,大 学院の学生定員 と学部の学生定

員がほとんど同じになったんです。以前,大
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学院の定員は学部の半分 ぐらいしかなかった。

ですか ら,結 果的には旧原子力工学科の先生

方が教えられている学生の数は,20～30%か

ら40～50%増 えているという状況にあります。

学部で共通分野,大 学院で専門分野を

岡 今 まで学部で専門教育をやっていた とこ

ろがあ りました。 しか し,こ れか らは学部で

は工学の基礎,あ るいは文科系 も含めた基礎,

今 まで工学系では余 り教えていなかった技術

倫理,社 会心理 と安全,技 術革新や産業の変

遷,経 営工学的な話 などを教える。伝統的な

工学分野である機械工学,電 気工学,も う少

し細か く言 うと制御,熱 流動,材 料力学 とか

一そ うい う共通なものは学部で教える。そ し

て,大 学院では専門教育をしましょうという

方向に変わってい くん じゃないかと思います。

実は,ア メ リカの大学は前から原子力工学

科は大学院にしかないので,日 本がそれに近

づいたということか も知れません。いずれに

しても,大 学院で しっか り原子力を教えるよ

うにしたいと思 っています。

原子力特有のものには,放 射線,放 射能の

取 り扱い技術,原 子炉物理学があ ります。こ

れ らの初歩は学部で も教 える必要があると思

います。この放射線,放 射能の方は,例 えば

アイソ トープ利用とか,比 較的他分野 と関係

が深いです。東大で言いますと実はアイソ ト

ープを取 り扱 う必要のある人は工学系 よりも

医学部,生 物,理 学系の方に多 くいます。そ

の人たちに対する,い わゆる従事者教育のシ

ステムはあ ります。それで も放射線 に関する

専門家教育 はきちんとや る必要があ ります。

加速器 と関連して教えることもできます。

原子炉物理学は教科書が非常 に沢山あ り,

よくで きていますので,そ れを使いながら教

えることができるのではないかと思います。

学問 というのはある程度教科書がで きあが

ります と,そ の分野 をずっと研究 してい くと

いうことは必ず しも必要な くて,ち ゃんと教

えるということをしていけばいい。その他 の

分野については,原 子力関連技術 としてもう

少 し広 くいろいろ教 えられる。例 えば,火 力

と原子力 とは熱流動で共通 なものがあ ります

ので,そ ういう形で教 えることもで きる。先

生方の教 え方次第で,原 子力に関する知識 も

伝えていけると思います。大学では現在のモ

ノが どうなっているか というような知識 を教

えるより,新 しい技術革新 を導 くために自分

の頭で考 えられるように基礎をきちんと身に

つけるよう教育することが重要と思います。

教育 と研究 との関係ですが,大 学院では,

ある意味で研究 と教育が一体化 しています。

研究することで学生が学習 した知識 を初めて

身につけられるというところがあ ります。で

すか ら,研 究 と教育 は一体で進めたい し,進

めるのが重要ではないかと考えています。そ

うい う観点で,い ろいろな研究をやることが

重要で しょう。

産業界による卒業生の受入れ,

建設継続によるノウハウ継承が重要

岡 いろんな学科 との競争や,学 生の将来を

考えると,や はり産業界で しっか り原子力 を

やっていただくことが一番重要です。

それか ら,人 材育成には,例 えば原子炉の

建設 をきちん と続 けてい くということも重要

です。それは学生 を採 っていただくためとい
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う意味だけではあ りません。大学で教えてい

ることは本当に基礎的な理論ですので,実 際

に物 を造るためのいろいろなノウハウは,建

設 を続けてい くとい うことで継承 され発展 し

てい くと思い ます。ぜ ひ,建 設をしっか り続

けていただきたいと思います。

先 ほど森本 さんか ら,JNC,原 研 にいろい

ろ廃棄物があるという話があ りました。この

あた り,実 際に廃棄物処理 を行 うことの方が

重要ですか ら,ぜ ひ,そ ういう経験のある方

とうまく連携 してやっていただきたいと思い

ます。廃棄物研究に沢山投資 しても問題は解

決 しないのではないか という感 じが します。

日本に必要な国際的な情報発信

岡 軽水炉を中心 とする日本の原子力技術は

世界的に高い レベルにあ りますので,や は り

国際的にもう少 し情報発信 をしていいと思い

ます。先 を考えれば,国 際的にビジネスをや

るということも出て くるのではないかと思い

ますので,学 会活動 を通 じた情報発信 も増や

したい。原子力学会での研究発表はこれまで,

非常に国内を向いていましたが,少 し海外の

学会と連携を図 りつつ国際的な情報発信 に心

がけるべ きと考えています。

原子力開発の国際的な動き

原子炉)の 導入を進めたい という動 きはある

んですけ ど,現 実 にはまだ見 えて きませ ん。

同様に,ヨ ーロッパも今ある建設計画はフィ

ンランドの5号 基だけです。 これはどうも本

当に発注 しそうだということにはなっていま

すが,既 存炉の寿命延長はあ りそ うだが,新

型炉によるリプレイスの問題が将来どうなる

かわか らない。要は,ビ ジネス的に見た ら,

ヨーロッパでも,ア メリカでも新型炉導入で

見えているものはあ りません。見えているの

は,2010年 までに日本で13基 。韓国,中 国に

もかな り積極的な導入計画がある。インドで

も小型の重水炉が次々と建設されている。

今,少 な くとも見える範囲では,ア ジアで

の建設計画が進んでいるということです。私

は,下 手をすれば,世 界の技術力だとかが ど

ん どん劣化 してい く危険性があるのではない

かという気がするんです。

PBMRは 新 しい研究投資モデルになるか

アジアで盛んな原子炉建設計画

司 会 ア メ リ カで は,今,同 国 の 電 力 会 社 エ ク

セ ロ ンがPBMR(ペ ブ ル ベ ッ ド ・モ ジ ュ ラ ー

司会1つ の見方は,上 述のPBMRが 研究開

発の国際的なビジネスモデルにな り得るか も

しれない。要す るに,あ れが長年,民 間の

ESCOM(南 アフリカ電力庁)が,ビ ジネス と

して ドイツか らガス炉 の技術 を持 って きて,

10万kWの デモプラントから何とかというプロ

ジェク トを,金 を集めてやろうとしているわ

けです。何 も成功 間違いなしということでは

ない,リ スクは当然あるわけですが,南 アフ

リカで金 も集め,し かも国際的にも資金 を集

め,エ クセロンからも集めた。一種の研究開

発投資 という見方が正 しいのか も知れない。

そ ういうや り方が今後の技術開発の中であ り

得るのかも知れないと思います。
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、

松 井 一 秋 氏

儲 欝 講 所部長)
期待 したいアメ リカの 「第4世 代原子力シス

テム」開発 とIAEAの 「革新的原子炉等 プロジ

エク ト」

司会 もう1つ は,ど ちらかというと,旧 態

依然たる国ベースの,し か も1国 ではどうも

太刀打ちできないか ら国際協力でというのが,

アメ リカ主導の 「第4世 代原子力 システム」

開発 とIAEA(国 際エネルギー機関)主 導の

INPRO(革 新的原子炉等プロジェク ト)と 言

えます。米国流の見方 をします と,あ る程度

研究開発をやった後,そ の後の大 きい計画は

民間とちゃんと話 を押 さえなければいけない

と思います。

「第4世 代原子力システム」開発について

は,そ れだけですべ てが片づ くとは思い ませ

んが,日 本は一体本当にその中で何 をしたい

のか,そ のスタンスがない限 りは,本 当は危

険だと思うんですね。でないと,相 手方に引

っ張 られっぱな しで,あ とは捨てられるとい

うことがあるか も知れませ ん。 また,そ こは

したたかに付 き合 う必要があるのか も知れま

せん。

アメリカの原子力政策に方向転換の兆 し

司会 クリン トン政権,そ の前のカーター政

権は,原 子力に対 しては少な くとも積極的な

取組みが余 りあ りませ んでしたが,今 回の政

権はち ょっと変わったように見えます。少な

くとも言葉だけでは変わった。実際に予算 の

面でどの程度変わるかは,ま だよ く分からな

いような気が しますけれ ども,道 筋 はつ きつ

つあるかも知れません。

ここで方針転換 したように見えるのはなぜ

か考えてみ ると,何 もカリフォルニアで電力

不足が起こったからという短期的な話ばか り

ではない とも思えます。アメリカにとっての

エネルギー ・セキュ リティーの向上 ,原 子力

技術による世界の覇権への関与,あ るいは覇

権 を取 りたい,原 子力における産業技術力の

覇権 をもう一度確立 したいとい うところが,

ひ ょっとしたらあるのかも知れないと思いま

す。少 し私の思い過ぎか もしれませんが,21

世紀,途 上国で もある程度原子力を導入 しな

ければな らない時代 になった時,ま さかそれ

をアメリカが指を くわえて見ているわけがな

いのではないか と思 えるのです。やは り原子

力 も,か なり長期的なエネルギー戦略を見据

えなが ら考える必要があるのではないか とい

う感 じを持 っています。

わが国における

原子力技術開発の今後の戦略

安全性判断はベネフィットとリスクの比較で
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司会 今後の戦略という観点か ら,安 全性

や経済性をどのように追求 してい くべ きかと

いう論点があ りますが,ま ず牧原さんにこの

辺 りから考えを紹介して頂けたらと思います。

牧 原 ま ず 安 全 性 の 話 か ら い う と,よ く,

"H
owsafeissafeenough"と か,「 安 全 性 とい

う と青 天 井 」 とか 言 わ れ,結 局,「 どの程 度 安

全 だ っ た ら安 全 だ と認 め て くれ るか 」 を議 論

して も余 り意 味 が な い の で は な い か と思 い ま

す 。

そ れ よ り,安 全 性 と い うの は,原 子 力 な ら

原 子 力 の ベ ネ フ ィ ッ トと リス ク と を比 較 して

そ の 許 容 範 囲 に収 ま っ て い る か ど う か で 判 断

す べ きで す 。 これ が 一 般 的 な考 え方 を 適 用 し

た と きの 安 全 性 の考 え 方 だ と思 い ます 。

ベネフィッ トは市場競争力で示す,

リスクには受け止め方の違いあり

牧原 原子力の場合,ど うもベ ネフィッ トと

リスクの両方 とも余 り理解 されていないので

はないかという気が します。原子力のベネフ

ィットを正 しく理解 してもらうには,「経済性,

環境保護の点で,他 のエネルギー源 との競争

に勝てるんだ」 と言 えることが一番ではない

かという気が します。

司会者も言われ ましたが,ア メリカの原子

力復活の話 も元をたどっていけば,や は り原

子 力の発 電 コス トが圧倒的 に安 くな って,

LNG,石 炭がかなわないほどになっていると

いう事実が裏にあるんだと思います。「原子力

は十分に儲かるのでやってい くべ きだ」 とい

う議論があって,「 だったら少 し認めてやろう

じゃないか」 とい うことになって きたのでは

ないかと思います。

リスクについて も,余 り正 しく理解 されて

い ないので は とい う気 が します。 これは,

我々のや り方 も悪いんで しょうが,例 えば許

認可の場で,格 納容器の性能を確認するため

に被曝評価 をやっています。あれが逆に,「事

故が起 きるとこんなことになるのか」 と受け

止められる感 じがあります。 どうも評価 をし

た目的 と現実の姿 との乖離が大分あるのかな

と感 じます。

今後の原子力で安全性 を高 めるため には,

安全設備 をいろいろ変 えるとかが正 しいや り

方 とは思えません。 まず,原 子力の安全性,

経済性 を含めたコス ト・ベネフィットを伝 え,

それか らリスクについて正 しく理解 して もら

うことが一番大切ではないかと思います。

「安全概念をいろいろ変えていこうじゃな

いか」 という話があるのですが,こ れは今 ま

での議論 とは別の話で,や は り本来の目的は

経済性の向上,運 転員の負担の低減だろうと

思います。静的安全系 を入れるとか,動 的安

全系 をな くして運転員の負担 を低減させると

か,出 力規模が小 さければ使 える技術 とい う

のがあ りますので,そ ういう技術 を使って簡

素化 を図り,結 果として安全性を高めるとい

うのが重要だと思います。

経済性向上へ新たな視点

牧原 先ほど申し上げましたように,経 済性

向上の方策には4つ 一大容量化,稼 動率向上,

設備簡素化,熱 効率向上一 しかないわけです。

既設炉での経済性の大幅向上はもう難 しいだ

だろうと思います。 しか し,こ れで軽水炉開

発が終わったかとい うとそうではなく,別 の
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見方があるかも知れない と,最 近のいろいろ

な文献 を見ていて思います。

○発電プラン トの一括発注でコス トダウン

1つ は,こ の間のアイコン9で もフランス

電力公社(EdF)が 発表 していますけれども,

10基以上の原子力プラントを一括発注 します

と50%近 く安 くなるというような話があ りま

す。当社の場合,ま だそこまできちんと評価

できていないのですが,か なり安 くなるだろ

うと見込 まれ ます。大型炉 を10基 以上一括で

発注 というのはなかなか難 しいと思 うんです

が,そ れが中型炉,小 型炉の一括発注 となる

とかな り安 くなる可能性があると思います。

○小型炉専用技術でコス トダウン

小型炉 については,小 型炉にしか使 えない

技術 を使 ってい くと,さ らに何割かのコス ト

ダウンの可能性があ ります。軽水炉技術 に立

脚 してリスクが小 さく,な おかつコス トダウ

ンを狙える,こ ういう方向性 もあるのではな

いかと思います。

○新型軽水炉で熱効率向上

新技術 を使って,今 の軽水炉から脱却する

という考 え方 もあると思います。これは原子

力でただ1つ 残 されている開発部門である熱

効率の向上 ということだろうと思います。熱

効率 の向上でいきます と,最 近一番注 目を浴

びているのが,高 温ガス炉で しょう。高温ガ

ス炉 は,先 ほども話題 にな りましたが,南 ア

フリカで造ろうという話があ りますが,も し,

本当にこれが ビジネス として成功すると,ち

ょっとした革命 になる可能性があるという気

が します。

その ビジネスモデルに日本が どの ぐらい協

力 してい くのか とい う点 もあるで しょうが,

当面の技術的開発 という観点か ら見れば,ハ

イリスクという問題があります。

国際的視点が必要な開発技術の評価

岡 原子力R&Dは,国 がどうサポー トすれば

いいか という問題があ ります。当然,原 子力

の ような,あ る意味でビッグな事業は,民 間

に任せてはとてもで きませんか ら,国 がサポ

ー トしないといけないと思います。では,ど

ういうふ うにサポー トすればいいか,そ の時

にどう評価すればいいか,と い うことになる

と思います。

最終的には実用化 されるかどうか。実用化

にも,国 産化を実用化 というのか,あ るいは

国際的にそれが商売 として成 り立つことを実

用化 というのか,い ろいろな定義があ ります

が,や は り,こ れか らは国際的に通用する と

い うことが重要だ と思います。ウラン濃縮の

話などで,や は り国産化の視点が以前はかな

り強かったんですが,か なり変わって きてい

ます。国際的に通用するような開発のや り方,

あるいは評価 も含めて,最 終的にはそれに投

資 していただけるか どうかで評価が決まる と

思います。

日本も海外の

研究開発プロジェク トに参加を

岡PBMRの モ デ ル は,一 般 産 業 の投 資 モ デ

ル だ と私 は 理 解 し て い ます 。 開 発 が あ そ こ ま

で 進 め ば,そ うい う モ デ ル も出 回 っ て,ア メ

リ カ の よ う な 国 で は面 白い の で は な い か,日

本 企 業 もい い ア イ デ ア で チ ャ レ ンジ して い い
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のではないかと思います。

ただ,PBMRもAVRと い うドイツ政府の実

験炉があるから,あ そこまでやれている訳で,

メーカーだけではで きません。やは り国際的

に協力 しながら,何 かそういう枠組みが必要

かなと思います。その場合でも,少 しフレキ

シブルにすると成功する確率が高まるか も知

れないと思います。

新型炉 については,技 術開発 における試行

錯誤 をある程度許容で きる枠組み を用意 し,

海外,ア ジアでやってみると面白いんじゃな

いかなという気 はします。その中で自ずと評

価されるという感 じが します。実用化の視点,

あるいは実際に運転す る時にどうか という視

点など,視 点によって,評 価が随分違って き

ますので,ま だ開発の初期のものにい きなり

運転中の原子炉の視点を適用 されると混乱 し

てしまうところもあるので注意が必要です。

私なども駆 り出されるのですけれど,研 究

の初期段階での評価方法について も1つ の研

究課題であると言えるかも知れません。

司会 おっ しゃるとお りです。例の 「第4世

代原子力 システム」開発で も,い わゆる技術

開発 ロー ドマ ップを作ろう,何 らかのコンセ

プ トがある段階で,評 価 しようというのがあ

る。一体,ど のような評価基準 を適用すれば,

本当 に収敏で きるんだろうとい う大問題 に,

これから我々は突 き当たるという感 じが しま

す。

今の関連で,構 造改革の推進下で原子力技

術開発に対 して国はどのように関与 してい く

か。エネルギーの問題 は大 きい し,中 で も原

子力の果たす役割をどうやって位置づけてい

くのか。その認識について合意 した上でない

と話はどうにも進まない と思うんですが。少

な くとも,原 子力技術開発の今までの特異性

と,こ れから変わってい くというところも睨

んで,き ちんと国が関与 していただ くとあ り

がたいなと思います。

変わってい く国が関与する研究開発の位

置づけ一競争力強化のための投資に重点

森本 エネルギー ・セキュリティー確保 は国

の1つ の役割だと思 うんですが,そ のための

研究開発 の位置づけはかな り変わってきてい

ると思います。

今,総 合科学技術会議の議論では,国 が投

資すべ きところというのは,伸 び盛 りの 「芽」

の部分です。バイオテクノロジー,環 境,ラ

イフサ イエ ンス とい うところに投資 をして,

将来の競争力の柱 に育てていこうということ

です。これはある意味では,セ キュリテ ィー

と言 うよりは,競 争力確保の観点からの投資

だと思います。

一方
,セ キュリテ ィーの確保のためには,

長い目で見た投資 を行 う必要があ ります。大

雑把 に言 えば,原 子力 というのはエ ネルギ

ー ・セキュリティーを確保するために推進す

るのであって,そ れを利用するための技術 を

開発 していかなければいけない というところ

が鍵 だと思い ます。 しか し,こ のことと,技

術開発プロジェク トとが必ず しも結 びつかな

くな りつつあるん じゃないかとい う気が しま

す。

岡先生のおっ しゃった,「 ビッグな事業は

民間に任せてはできない」 という部分ですが,

未だそのエ リアとして挙げられるのは宇宙分

野などはそうかもしれ ませんが,原 子力は,

第24巻 第2号(2001) 一17一



その分野か ら脱 しつつある。科学技術 として

の原子力では,加 速器の研究 とかの分野がま

だ民間に任せておいてはで きない分野 として

引き続き残っているか も知れません。 しか し,

エネルギーとしての原子力の利用技術 の開発

は,そ ういう分野か ら少 しずつ脱却 しつつあ

るのではないか。単に巨大であるから,あ る

いはリスクが大 きいか らというところから少

しずつ変わってきているような気が します。

論議呼ぶ関与の程度

森本 一方で,電 力会社が最終的に発電所で

使 う技術 については,や はり実用化 されて使

われるものでない限 り,国 ももう手 を出さな

くな りつつあ ります。研究のための研究は国

家プロジェク トとしてはもう走 らせ ないとい

うぐらいの感 じになって きたわけです。

「使 える技術でない限 り国が投資するのは

無駄である」,「使 える技術であれば,ユ ーザ

ー側の電力会社が コンソーシアムを組んで
,

共同で研究開発すればで きるのではないか」

という相反するような考 え方があります。後

者について,そ の上で何割かを国が負担する

ということがあるか も知れませんが,最 終的

に電力料金 に転嫁で きればそうすべ きであっ

て,国 か らの補助金がない と他のエネルギー

と競合で きないとい うことなら,原 子力 に価

格競争力がないんではないかという話に戻っ

て くるんです。この両方を同時に解決する理

屈 というのはなかなかありません。仮に,「 と

にか く原子力は推進 しなきゃいけない」 とい

うテーゼがあって,し か も,研 究開発の方向

は分か ってい るし,お 金 をかければで きる,

そのために何 らかの形で税金を投入 しなけれ

ばいけない となった時には,単 純な議論 とな

るのかも知れません。

一方で,「原子力分野 というのは,政 策的に

研究開発投資 をしている分野の中では,国 内

に技術基盤がそなわっていて,そ れを維持す

ることで技術ナシ ョナリズムが達成 される1

つの分野ではないか。従 って,そ こへ投資す

べ きだ」とい う議論 もあ り得ます。

どちらの考 え方 を採るべ きなのか,に わか

には判 じがたいところです。

原子力利用の裾野拡大の努力を

尾本 今まで,ど ち らかというと供給側に立

った技術 開発の見方が割 と多かったような気

が しますが,具 体的なエネルギー市場のどこ

に入 り込むかという視点が もっとあってよい

と思います。例えば,輸 送セクターはエネル

ギー市場で3分 の1弱 を占めてい ます。世の

中が、輸送分野に水素 を用いた燃料電池 とい

うオプションを考えている時に、「では水素生

産を原子力でとか最終的には原子力の電気で

電気 自動車」 といった原子力が貢献する方策

を積極的に考 える努力がやや不足だったかな

という気が します。

これか ら,日 本原子力産業会議(原 産)か

らレポー トが出ますけれども,評 価方式 によ

って違いがあ りますが,原 子力利用 の経済規

模 は12～16兆 円,GDP(国 内総生産)を 物差

しにすれば3%相 当 との内容です。放射線利

用 ・発電 ・鉱工業生産を合わせた ものですが,

二次的な効果は含めてお りません。その中身

を見ると,放 射線利用 は,随 分 と多方面 に用

途の拡大があることが判 ります。エネルギー

利用分野は全体で12兆 円 という評価の4分 の
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1程 度ですが,将 来に向けてエネルギー市場

での利用拡大が欲 しい ところです。需要末端

のどこで使われるかということを常に意識 し

て領域 を拡大 してい く努力 と姿勢が重要だと

思います。

技術開発戦略の根幹

一 「市場で売れる技術」

尾本 どういう技術の開発 を目指すかについ

ては,「世界の市場で売れる技術でなくては本

物ではない」 と思っています。過去 には 「日

本向け」,「日本型」 とかい うローカライゼー

ションを行い,中 身も細かい ところを気に し

過 ぎていた側面が今まで相当あったと思いま

す。 しか し,そ うすることによって閉鎖市場

でしか通用 しないものになっている。「世界 に

売れる技術」 を志向するのが根幹だろ うと思

っています。

技術 を使 う腕前向上 も必要

尾本 ただ,こ ういう見方 もしています。自

由化環境では,や は り代替電源に対 して競合

できるか否かという経済的競争力に的が絞 ら

れるわけです。当該分野の費用 な り生産 コス

トの国際比較 をして,本 来は国際流通商品な

ら通貨換算ベースで悪 くて も購買力平価で比

較 して,相 応の範囲内に収まっているかどう

かが競争力の客観的な目安 として重要 と思い

ます。市場価格に反映 されていない将来世代

における環境 コス トなど外部性 コス トを除い

た論言義ですが。発電はプラントコス トを含め

て収 まっていると思いますが,周 辺技術領域

は収 まっていない。それは,技 術開発以前の

ところ,す なわち,規 制 とか競争市場か らの

購買方法 とか,い かにプロジェク トを管理 し

てい くかとか,い かに社会とコンセンサスを

つ くるかとかを含めた仕事のや り方に構造的

な問題があるからだと思います。一方で技術

開発 をや りながら,そ ういうところも注意 し

ていかない といけない。そうでないと,自 由

化の中で原子力をちゃんとやってい くことが

難 しくな りかねないという感想 をもっていま

す。そうい うところが処理されないと折角の

技術 開発の結果 も経済性 を失 うという気が し

ます。

司会 確かに将来の原子力技術のあ り方を考

える時に,単 に技術の話ではない というのは

そのとお りだと思います。

トップランクの軽水炉技術で世界に貢献

岡 国の役割 については森本 さんのおっしゃ

ったとお りだと思いますが,私 の意見を言い

ます。1つ は,開 発 については,従 来の よう

に計画 を書いてやってい くイメージでは必ず

しもないのではないかと思 います。例 えば,

従来考え られてきたような国の機関でや って

民間に移転 とか,そ ういうイメージの もので

はないか も知れない気が します。

日本の技術の中で軽水炉技術 は,や は り世

界の トップランクなわけです。自動車を輸出

するような感 じではないですが,平 和利用で

これだけや っている国は他にあ りません。日

本 は原子力平和利用の トップランナーですか

ら大いに世界貢献がで きる,地 球環境問題 に

ついても貢献で きると思います。そういう観

点で原子力技術開発 を遂行す るという視点,
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あるいはエネルギー ・セキュリティーで貢献

するとい う視点があるか と思います。

やは り,軽 水炉 という観点で見 ます と,設

計はかなり前に成熟 してい まして,こ れか ら

造る技術のほうを,ど ん どん改良してい く方

向 と思います。製造方法の改良は日本の得意

な分野なので,ぜ ひ頑張っていただきたいと

思います。

しか し,軽 水炉だけで100年 使えるとは言い

難いので,技 術革新 というか,や は り新 しい

技術 に トライしない といけない。 トライする

時に,国 がどこまで助けるかという話になる

と思 うんですが,い ずれにして もトライ しな

い といけないのは確かだろうと思います。そ

れを国際的な中でやればで きるのかも知れな

い。原子炉事業 も,研 究開発 も,国 際競争の

中にないといけないと思います。

日本では,放 射能 とか何 とか,特 殊にな り

過 ぎていて,放 射能取扱施設 はとても民間企

業でやれることではあ りませ ん。そういう技

術については,あ る程度のインフラが要ると

思います。

また,日 本のエネルギー ・セキュ リティー

の部分で,石 油 を中東 に86%も 依存 しては非

常に不安です し,電 気以外へのマーケッ トの

拡大 もあるはずです。頭を柔軟にしていろい

ろなことをや りたいなと思ってはいます。

技術導入を阻む技術以外の要素

への反省としての揺 り戻 しがあったため とも

見ることがで きます。日本はNRCほ ど厳 しい

規制まではいっていないし,そ の分,揺 り戻

しも小 さいのかなと思います。

また,小 型のPBMRの ような新型炉に して

も,ア メリカは南アフリカでの実験 をベース

にするとか,ド イッは南米で実績を積 んだと

か,そ うい うことをや りなが ら本国まで成果

をもってきているんだろうと思います。 しか

し,日 本の場合,外 国での開発に協力 して も,

その成果を国内に入れるのがそう簡単ではあ

りません。新原子力技術 に対す る保守性 とい

うか,規 制だけでな く国民感情 も含めて,そ

こがいま1つ ネックかなという気が します。

岡 非常に不思議なことに,西 側の原子力発

電所の事故で,一 般の公衆で放射線障害で死

んだ人がいない ということを誰 も言わないん

ですね。西側の原子力発電所の事故では米国

のスリーマイル島の事故が最大ですが,敷 地

境界での線量は放射線障害をもたらすほど大

きいもので はあ りません。こういうことは,

アメリカとも声を合わせて,一 般の方の理解

を求めるべ きだと思います。安全は非常に多

様 なものなので,あ んまり技術的に細かいと

ころに入 らない ように,広 く全体で安全が確

保されるようにやるのが重要なんじゃないか

なという気が します。

森本 技術革新の トライは,保 安部会で議論

していることもあ り,原 子力部会の方では触

れておりません。

アメリカの活性化 は,NRC(原 子力規制委

員会)が 過去非常 に厳 しい規制を行ったこと

原子力技術者と社会 との

かかわり合い方について

司会 社会 との関わ り合い という話のところ
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が 残 っ て い ます 。 ど う もや は り,原 子 力 技 術

者 が 世 の 中 とマ ッチ ン グ して い な い とい うの

は,我 々 の 責 任 もあ る の か な。 我 々 自身 の ス

タ ン ス も何 か 間 違 っ た とい う か,思 い 上 が っ

た と こ ろ が あ る の か も しれ な い と思 い ま す 。

そ れ で は 一 体 ど う す れ ば い い の か,ご 意 見 を

い た だ けれ ば と思 い ます 。

少な くとも必要なのは,専 門家の問で意見

の相違があるのかどうか知 らせることで しょ

う。学会のマジ ョリティがそういうことを問

題にしているかどうかということす ら分か ら

ない状態で,意 思決定 をしてい くというのは

やはりよくないことだと思います。

心理面についても大学で教える必要あり

社会 とのコンセンサス形成 を欠 く技術利

用 はうまくいかない

一求められる客観的判断材料の提供

尾本 今提示されていることは,技 術を利用 し

てい く時に,社 会 とのコンセンサス形成 とい

うものをうまくやっていかないと,何 もうま

く運ばないということだ と思います。例えば,

遺伝子組換食物 とか,放 射線の食品への照射

だとかも含めて,そ ういう技術の利用 に伴 う

ベネフィットとリスクについて,社 会の合意

を得なが らやってい くということがいかに重

要か という例だ と思うのです。そ ういう場合

にまず重要なのは,客 観的な判断材料が皆 に

分かるように提供されているということです。

国全体 に関わる事項が住民投票 にな じむか否

かは別 として,仮 にステークホルダー(利 害

関係者)に 意見を問う場合には何 を判断 して

欲 しいかが適切に提示 されていなければなら

ないと思います。

技術的な問題に関する過去の討論会では反

対する側から,論 理的な根拠が曖昧なまま不

安なのだ という提起をする場面があったよう

に思います。そ ういう感覚が醸成 されて,そ

れ以上議論が深化せずにとどまるというのは,

科学技術 と知性を資源 とした技術立国を志す

国としては,甚 だ不適切と思います。

岡 技術的にしっかりしている,こ れは根本

だから必要です けど,や は り心理的側面につ

いて,我 々技術屋は今 まで余 りにも無知だっ

たのではないか と思います。逆に,JCO事 故

の時 も,「心理的に非常に不安になった」 とい

うことが伝 えられています。やは り心理的側

面 を理解 しないといけない。例えば,私 など

でも 「遺伝子組換技術 について どう思 うか」

と意見を求められた時,ほ とんど専門知識が

ないですか ら,入 って くる情報で判断するし

かない。それと同じようなことが原子力につ

いて一般の方 にはあるのではないか と思い ま

す。心理的側面 についてよく理解 し,正 しく

情報発信 をしたい。結局,一 般の方は,原 子

力の中身について反応 しているわけではな く

て,あ るリスクに対 して自分で作 ったイメー

ジで反応 しているということだと思 うんです。

心理的な面についてどういう対応 をすればい

いか ということは,普 通,技 術屋が対応す る

ことではないですから,リ スク心理学 といい

ますか,大 学関係者 としてはそういうことも

含めて教えるのかなと思います。

それか ら,今 ある文化,今 ある状態か ら物

事 を考えてしまう方,「現状がすべてだ」 とい

う考え方,そ ういう考え方 もあります。「そう

いう考え方 を持つ人もいるんだ」 ということ
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もちゃんと工学系の授業の中で教えないとい

けないのかなと思います。

提供すべき情報一専門家間で意見が一致

しているか否か

司 会 今,情 報 を得 よ う と思 う と,イ ン タ ー

ネ ッ トだ とか で,結 構 い ろ ん な と こ ろ まで 得

られ る。 反 対 派 の 方 が デ ー タベ ー ス が し っ か

り して い る とか,見 や す い と言 わ れ る こ と が

あ る ん で す が,そ れ も時 間 が 経 っ て い ろ い ろ

な情 報 を選 べ る状 況 に な って きた ら,人 々 が,

我 々 が 言 う 「正 しい 判 断 」 が で き る よ う に な

る ん じ ゃな い で し ょ うか。

尾本 専門家の判断を提供するという点では,

分か り易い格好 になっていません。その分野

の専門家が,安 全審査 などの場 を通 じて きち

っと精査 をし,議 論 をして,一 致 した見解が

出ているにも拘 わらず 「安全性に不安」 と言

っているということは,要 するに安全性 に対

する不安 を適切に解明 して くれていない とい

うことだと思 うのですね。いろいろなリスク

に関係す る技術 を世の中で使ってい く時に,

ステークホルダーの関与 とい うのはどこでも

今言われていることですから,客 観的な判断

材料 を適切に提供できていないということは,

こちら側の反省点にな ります。

一方
,専 門領域の学会は科学的に異論があ

る領域 について議論 を戦わせ判断することを

常々行 っている訳で,そ ういった議論 の場で

否認 されている見解が例 えば査読を受けない

会議での論文 といった形を取って世に出され,

「原子力発電を危険に思わせる読者の興味をそ

そる物語」 となっていることを保健物理学者

のバーナー ド・コーエ ン教授が著書 「私はな

ぜ原子力を選択するか」(ERC出 版)の 中で嘆

いていますが,専 門家間で意見が一致 してい

るか否か,専 門領域に明るくない人が判断す

る際に,重 要な判断材料 として見て行 くべ き

で しょうね。

原子力反対派 を交 えた議論で前進を

牧原 去年,「 第4世 代原子力システム」開発

の ミーティングでアメリカに行った時,例 の

「憂慮する科学者の会」か らも代表が来て審議

に参加 していま した。客観的ないろんな意見

が出て,こ うあるべ きだ という議論で まとま

って くると,反 対派 も勝手なことをなかなか

言えな くなるんじゃないかな と思いま した。

そ うい う意味では,反 対す る人たちの意見 も

いろいろ入れなが ら,ち ゃんと技術 的な議論

ができるところでお互いに議論 し,理 解 させ

ると,も っとうまくい くのかなとい う感 じが

します。

司会EPRI(米 電力研究所)の ジョン ・テー

ラーが委員長 を務める,エ ネルギー省原子力

諮問委員会の下の委員会,TOPS(原 子力シス

テムの核拡散抵抗性 を強化する技術検討会)

に参加 したんですけれど,メ ンバーの ユ人が,

プル トニウム利用 に大反対 している天然資源

防護協会の原子力プログラム部長 トーマス ・

コクランで した。 「日本がプルサーマルをや

る。再処理 をやる。何でやるんだ」 と議論 を

ふっかけ られたことがあ りました。そういう

人も入れて 「第4世 代原子力システム」開発

をやっているんですね。時々,感 情的なや り

合いになるときもあ りますけれども,そ れで
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も,5回,6回 の議論を通 じて,報 告書が出

来上がるんですね。

そ ういう度量の広 さというか,反 対派の方

の人たちもそうい う議論 に組み込んでい くだ

けのロジックを持っているような気が します。

最後のところでの意見は一致 しませんよ。一

致 しな くても議論はで きるんですね。あんな

ところは正直言ってうらやましかったですね。

総合部会ではNGOも 議論に参加

森本 今 回の総合エネルギー資源調査会の総

合部会では,い わゆるNPO,NGOの メンバー

が入って,「 原子力か らの脱却」 を目指 した主

張が行われました。

こうした主張に関連 してですが,総 合部会

での議論 としては,近 藤先生がおっしゃって

いたように,政 策オプションを示す中で,「原

子力がな くなった場合にはこういう痛みがあ

ります」 というオプションを明示的に示 した

こと。それか ら,NGOの 方 も含めて,「 今あ

る原子力発電所 を全部やめろ」 とい う議論は

さすがになかった ということ。 この ようによ

り具体的な政策議論が進んだ という点は,評

価すべ きというお話がありました。

訴えかける情報発信の手法が必要

森 本 一 方 で,役 所 が 作 っ て い る 従 来 の パ ン

フ レ ッ トは,教 科 書 と して 読 む な ら い い か も

しれ ませ ん が,パ ッ と見 た 人 が 読 ん だ と こ ろ

で,訴 え か け て き ま せ ん 。 そ うい う意 味 で,

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ンの 方 法 で,間 違 え な い よ

う に と い う方 法 と,訴 え か け る よ う に と い う

方 法 とが か な り違 っ て き て い る の か な と思 い

ま す 。 ど う して も,間 違 い の 無 い よ う に と腐

心 す る あ ま り,訴 え か け る 部 分 が 弱 くな っ て

しま う嫌 い が あ る と思 い ます 。

司 会 今 後,我 々 も努 力 を し て い か な くち ゃ

い け な い とい う と こ ろ で す が,ど う もあ りが

と う ご ざ い ま した 。
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[斗寺男り寄不高]

今後のエネルギー需給 と
関連の廃棄対象 について

秋山 守((貝雛 ㌫ 総合工学陥)
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1.は じ め に

21世 紀が始 まり,私 たちはいま,遠 い未来

に亘 る世界の姿 を広 く視野 に入れなが ら,情

報やバイオ ・遺伝子の科学技術の進展,あ る

いは感性やアメニティの拡が りに期待 してい

る。

しか し一方で,地 球環境 を保全 し,食 料 ・

水 ・エネルギーなどを確保 しながら廃棄物を

適切 に処理 してい く,と いった面で,課 題が

次第に深刻になってい くことが懸念される状

況である。

そこで,本 稿では広 く一般の方々をも念頭

に,今 後のエネルギー需給 と関連の廃棄対象

に焦点を当てて,再 生 自然エネルギー,化 石

燃料,原 子燃料 などについて,そ れ らの特徴

を捉 えなが ら役割や論点を整理 し,さ らに原

子力 に関しては,広 く文化の基盤の上での役

割について も,こ の機会に重ねて私見を述べ

ることとした。

た と き,時 代 ご と に人 は 日 々 どれ ほ どの エ ネ

ル ギ ー を必 要 と して きた の で あ ろ うか?ア

ー ル ・ク ッ ク は
,そ の 実 態 の 調 査 分 析 に基 づ

い て,1人1日 当 りの 使 用 量 を図1の よ う に

要 約 して い る 。 現 在 で は,18世 紀 の 頃 に比 べ

て も さ ら に3倍 に も増 え て お り,こ れ を支 え

る た め に様 々 な エ ネ ル ギ ー 資 源 の 開 発 や 利 用

環 境 の 整 備 が 進 め られ て きて い る。

● 原始時代

● 狩猟時代

● 初期農業時代

● 高度農業時代

● 初期産業時代

● 現代

(出所:

2

5

ユ2

26

77

230

2.エ ネル ギーの需要 と供 給の過去 ・

現在 ・未来

まず,世 界の長い長い歴史を振 り返ってみ

EarlCook,TheFlowofEnergyinanIndustrlalSociety,
ScientificAmerican,September,197[)

図1人 間1人 が使 うエネル ギーの

過去 か ら現代

(千キロカロリー/日)

確かに,エ ネルギーの供給が豊かになるに

つれて,健 康や生活水準は向上 し,個 人 も社

会 も動 きが一段 と激 しくなってきた。 しかし

反面,エ ネルギーを巡る混乱や環境汚染の問

題が懸念されるようにな り,ま た南北格差の

問題は依然 として厳 しい状況にある。

では,こ れか らの百年,あ るいはさらにそ

の先 までの,エ ネルギー需給の様子はどうで
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あ ろ うか?こ れ に つ い て は 人 口 の推 移,社

会 活 動 の 展 開,資 源 や 環 境 面 で の 制 約 な ど,

グ ロ ー バ ル な 傾 向 を予 測 しな が ら,多 くの専

門 家 や 関 係 機 関が 研 究 を進 め て い る。

人 口 の 推 移 で 見 る と,中 国 や 欧 州 の 歴 史 に

見 られ る よ う に,こ れ まで 農 業 ・医 療 技 術 の

進 歩,疫 病 の 流 行,戦 乱 な どの 影 響 を受 け つ

つ,波 打 ち な が ら も次 第 に増 加 して き て お り,

こ の先,な ら して 見 れ ば,2050年 頃 に は世 界

全 体 で 約90億 人 の レベ ル に近 づ くか,と も言

わ れ て い る 。 もっ と も,最 近 で は途 上 国 で も

人 口 問 題 へ の 認 識 が 広 ま り,人 口 の 伸 び は こ

の と こ ろ予 想 を か な り下 回 っ て きて い る と伝

え られ て は い る 。

次 にエ ネ ル ギ ー で 見 る と,近 年 の 世 界 の 総

需 要 は 石 油 換 算 に して年 間 で 約90億klで あ り,

そ の う ち 日本 は 約6億klと な っ て い る。 ま た,

わ が 国 で 利 用 す る 各 種 の エ ネ ル ギ ー 源 の 比 率

を1997年 の 実 績 で 見 る と,そ れ ぞ れ石 油55%,

石 炭16%,天 然 ガ ス12%,原 子 力13%,水 力

3%,地 熱0.2%,新 エ ネ1%で あ り,用 途 と

して は産 業 用 が49%,民 生 用 が26%,運 輸 用

が25%と な っ て い る。

今 後 の 長 期 的 なエ ネ ル ギ ー 需 給 に つ い て は,

水力

(%)

100

80

60

40

20

185019001950200020502100

● 中庸 な見通 し

● 原 子力:274Gtoe(2050年)

その他

太陽光

%

oo

80

60

40

20

国際的に見て,気 候変動抑制 との関連 に大 き

な焦点が当てられてお り,わ が国の場合,基

準ケースでは2020年 で石油換算にして6.6億kl,

燃料転換施策ケースでは6.1億klで ある。世界

全体で見た ときの,2100年 に至 る超長期のエ

ネルギー需要 と資源別の割合について,気 候

変動抑制の観点も含めてさまざまな予測シナ

リオが描かれている。図2は その1例 である。

では,エ ネルギー資源の確保の見通 しはど

うか というと,そ れぞれの賦存 についての知

見 はかな り整 ってきてお り,ま たこの先,例

えば海底メタン ・ハイドレー トなども含めて,

探査技術や採取技術が進み,さ らには新たな

エネルギー源の研究開発が実用の段階に達す

るなどすれば,数 字が格段 に膨 らむことも予

想 される。 また,省 エネルギーにも大 きな期

待が寄せ られ,広 く社会活動の基本構造や生

活スタイルの変革 にまで及んで関心が高 まっ

て きている。ただ,そ れぞれの資源への依存

の在 り方については,国 によって,ま た人や

立場によっても,か な り異なることが知 られ

てお り,議 論 をさらに進めてい くことが必要

である。

水力

その他

原子力

185019001950200020502100

● 環 境対応 と してバ イオ等 を重視

● 原 子力:1.77Gtoe(2050年)

(出 所:liASA,GlobalEnergyPerspectives,1998)

図22100年 に至 るエネル ギー供給源の展望
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エネルギー利用 について,今 後われわれの

採るべ き方策としては,(1)こ れまで使い慣

れた化石燃料を炭素成分の少 ない化石燃料に

シフ トしながら継続的に使ってい く,(2)温

暖化防止にも役立つ原子力の利用 を着実 に進

めていく,(3)再 生エネルギーの利用条件を

整え積極的に普及に努めてい く,(4)エ ネル

ギーの供給負担 を減 らし,将 来のエネルギー

開発への資源投入の拡充要請 も抑 えるよう,

省エネルギーに相当な期待を寄せて取 り組ん

でい く,な どであろう。

3.エ ネルギーへの取組み か らの廃棄対

象

さて,さ ま ざ ま なエ ネ ル ギ ー 利 用 の 活 動 に

伴 っ て,他 の 諸 活 動 の場 合 と同 じ よ う に,多

か れ 少 な か れ 必 ず 廃 棄 対 象 が 生 ま れ て く る 。

つ ま り,エ ネ ル ギ ー を 自然 界 か ら採 取 し,適

切 に 加 工 ・変 換 ・輸 送 ・貯 蔵 しな が ら利 用 し

て い く過 程 で,自 然 界 に物 質 や エ ネ ル ギ ー な

ど を排 出 して い くこ とが 避 け られ な い 。

こ う した 物 質 や エ ネ ル ギ ー の う ち,例 え ば

輸 送 の た め に資 材 ・シ ス テ ム を構 築 し,そ し

て 運 営 して い くの に要 す る物 質 な い しは エ ネ

ル ギ ー,と い っ た 間 接 的 な排 出 を 除 い て,前

記 の過 程 で 直 接 的 に排 出 さ れ る部 分 だ け に絞

り,そ れ を仮 にく廃 棄 対 象 〉と総 称 す る こ と に

す る。 これ は,英 語 で は広 くwaste,あ る い は

wasteobjectsと い う こ と に な るで あ ろ うか?

なお,〈 廃 棄 物 〉 よ り も広 い 意 味 の く 廃 棄 対

象 〉 と した の は,廃 棄 され る の が モ ノ だ け で

な く,と き に は エ ネ ル ギ ー も含 ま れ る た め で

あ る。

とす れ ば,廃 棄 対 象 の 内 容 は,要 約 して み

れば次のようであろう。

まず,〈 廃棄物〉の相 を見ると,こ れは言

うまでもなく固体,液 体,気 体,な い しはそ

れらの混 じり合った物であ り,一 方,<廃 棄

エネルギー〉は,多 くの場合,排 気ガス,そ

して冷却水や冷却空気に伴 って,外 界 に排出

される。

廃棄物 には,大 きく分けて,建 設や解体の

工事 の際 に出て くる通常 の廃材 と,有 害金

属 ・有害化学物質 ・放射性物質な どの,許 容

濃度以上では健康に有害な物質,そ して地球

環境を温暖化する気体のように社会に広域的

に有害な物質,な どがある。

温排水 は,海 洋や河川の一部 を熱的に汚染

することを通 して生態系に影響 をもたらし,

また温度 ・湿度の高い排気 はローカルな気象

への影響 などを誘起する可能性がある。従っ

て十分 に希釈 してから排出 してい くことが必

要である。

石炭 ・褐炭 などを始めとして,石 油 ・ター

ル ・オイルサ ン ド,ガ ス,水 力 ・風 力 ・波

力 ・潮力,原 子力,太 陽の熱 と光,な ど,エ

ネルギー資源には多 くの種類がある。 まず,

それ らを採取 して くる過程 を見 ると,化 石燃

料では流出や残査の形の廃棄物が,原 子燃料

ではおおむね残土が,そ れぞれ排出 される。

資源の分離,精 製過程でも目的製品外の廃棄

物が残ることになる。

エ ネルギーの変換過程 を定性 的に見 ると,

化石燃 料 か らは燃焼 に伴 って二酸化 炭 素

(CO2),硫 黄酸化物,窒 素酸化物,煤 塵(炭

素,金 属酸化物などの微粒子)な どが出て く

る。 これに対 して,原 子燃料からは核反応生

成物,放 射化物,放 射線が生成する。石油火

力,石 炭火力,原 子力の例では,通 常運転時
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石炭 石油 LNG 原子力

SOx 約2,000ト ン 約4,500ト ン 0 0

NOx 約3,000ト ン 約3,000ト ン 約920ト ン 0

CO2 約510万 トン 約410万 トン 約270万 トン 0

ばい じん ・燃 えが ら 約19ト ン 約2,800ト ン 0 0

排熱 3.31PJ 3.76PJ 3.18PJ 4.79PJ

使用済み燃料 0 0 0 約30ト ン

ガラス固化体 0 0 0 約11ト ン

*火 力,原 子力の設備利用率はそれぞれ70%,80%と した。

*石 炭,石 油,LNG火 力,原 子力の熱効率はそれぞれ40%,37%,41%,345%と した。

(出所=総 合エネルギー調査部会総合第3回会合一平成12年6月 一資料等より)

図3火 力、原子力発電所か らの年間廃棄対象発生量(100万kWあ たり)

のそれぞれの年間排出量は,性 状別 に見てお

よそ図3の ような数字 となる。使用済み燃料

や,高 レベル放射性廃棄物のガラス固化体の

ような,原 子力に特徴的な廃棄物は,化 石燃

料の排気などとは異な り,生 態環境 には出さ

ないという考え方を採 るのが大 きな特徴であ

る。

次 に,使 用済み となった施設の残査に目を

移す と,火 力発電所や原子力発電所 の解体廃

棄物,水 力ダムなどの遺留廃棄物などがある。

太陽光発電の場合は,光 電変換パネルのシリ

コン系材料 と含有金属 などの廃棄物が発生す

る。なお,こ れ らの一部 はリサ イクルして,

環境への排出を減 らす方向で努力が払われて

いる。

廃棄対象 については,環 境か らの離隔性,

影響の継続性ない し減衰性,検 討すべ き地域

的 ・時間的な拡が り,な どの観点か ら研究が

進められている。廃棄対象それぞれの性状に

よって,環 境や健康への影響などに違いがあ

り,ま た社会的な受けとめ方 も一様 ではない

ため,エ ネルギーの選択にあたって廃棄対象

の長短をどう評価するかは必ず しも容易では

ない。 しか し,科 学的 ・社会的 に見た合理性

をベ ー ス に事 が 進 ん で い くこ とが 望 ま れ る 。

4.広 い廃棄物全般の状況と課題

これまではエネルギー分野から出て くる廃

棄対象 を取 り上げたが,今 度は発生源は問わ

ず,エ ネルギー資源の観点 も含めて,わ が国

の廃棄物全般のことを眺めてみることにした

い。その際,一 般家庭などか ら出て くる民生

廃棄物 としてのくごみ〉と,産 業活動か ら出

て くるく産業廃棄物〉とに大 きく分けて,ま

ずは前者から取 り上げて見る。

最近では,ご みは可燃物,金 属,プ ラスチ

ックなどに,相 当に分別 した状態で回収され,

一部は資源材料 としてリサイクルされる。 リ

サイクル率は現状では約1割 の レベルである

が,関 連法の整備や灰の溶融固化などによっ

て,減 量化は効 を奏 しつつあるようである。

さて,図4に 沿って1998年 度の数字で見る

と,ご みの総量は年間で5,412万 トンで,そ の

うち通常の処理ルー トに乗るくごみ処理量〉

は94.4%,自 家処理が0.9%,団 体 による回収

分が4.7%と なっている。(数 字 などの出所は

環境省資料)
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排 出-

5,412万 トン
(100%)

集 団 圃収-
252万 トン
(4.7%)

言十画 処 理 量

5,108万 トン

(94.4%)
【100%】

自 象処 理 量
51万 トン
(09%)

広

1

・
・

直 頻き資i原 イヒ量

161万 トン

[3.2%】

中 問 処 理 量

4,568万 トン

[89.4%】

λ
ー

・

総 資源 化 薫
649万 トン

処 理 残 流 量

989万 トン
[194%】

減 量 化 量
3,579万 トン

[7010f.】

直接 最 終 処 分
387万 トン
[7.6%】

処 理 後 再 生 利 盟 量
236万 トン
[4.6%]

処 理 後 最 終 処 傍量
753万 トン
[14.7%]

↓ 最 終 処 分 量
1,135万 トン

[222%】

(出 所:環 境 省 ホ ー ム ペ ー ジ を基 に作 成)

図4全 国の一般廃棄物処理(平 成10年 度実績)の フロー

ごみ処理量のうち,約3%が 直接資源化 さ

れ,78%は 焼却に,8%は 直接埋め立てに,

そ して12%は 中間処理施設へ と流れてい く。

これらの過程で選別 されて資源化 される部分

は約8%で ある。焼却 されないごみ と焼却の

後の残査 とは,埋 め立て も含めて最終処分場

へと向かう。(図5)

その最終処分場 には,今 後果た して何年の

問,ご みを受 け入れる空 きがあるのであろう

か?調 査 によれば,そ の容量は全国平均で

約10年 分 くらいと見込まれている。

過去10年 のごみの総量の動 きを見 ると,増

1口 轍 却 ■ 資源化等の中間処理 ■ 直接鰍 口 醗 終処分
グラフの数値は構成比率(%)

6ρ00

5,000

4ρ00

宍
ム

B
3,000

橋2ρ00

不J

1,000

0
平成元年度 平成2年度 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成10年度

*平 成9年 度 ま では 、直 接資 源 化 は資 源化 等 の 中間処 理 で計上 され て いた と思 わ れ る。

(出所:環 境省ホームページを基 に作成)

図5ご み 処 理 方 法 の 推 移
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廃 プ ラスチ ック類5,848(1.4)

木 くず5,964(1.5)

ばい じん9,701(2.4)

鉱 さ い

92,423

(4.8)

ガ ラス くず及 び陶磁器 くず

4,992(1.2) 動植 物性残 渣

その他の産業 廃棄物

12,002(2.9)

合計

408,449

(iOO、O)

単位:千 トン/年
)内 は%

図61998年 度(平 成10年 度)産 業廃棄物

の種類別排 出量

え方は比較的に緩やかであ り,消 費者の意識

の広が りが反映 しているように見受けられる。

一方
,産 業活動から出る産業廃棄物 に話題

を移す と,そ の種類 と量的な割合は,1998年

度のデータでは図6に 見 られるような状況で

ある。

これらのうち,現 状では重量にして約4分

の3近 い廃棄物が,半 分以下になるまで滅量

化処理 される。処理 しない残 りの分の うち,

7割 が直接再利用のルー トへ,そ して3割 が

直接最終処分へ と回っていっている。減量化

の後の残査のうち,4分 の3強 は処理を して

再生利用へ と回ってい く。(図7)

産業廃棄物はこれまで も相当に再生利用さ

れ,ま た減量化 されてきてお り,近 年ではと

くに減量化が目立 っている。1998年 度の資料

で見ると,排 出時の総量が年間で約4億800万

トン,そ のうち再生利用 したものが1億7,200

万 トン,減 量化 した ものが1億7,900ト ン,最

終処分場に送 られた ものが5,800万 トンとなっ

ている。

産業廃棄物についても,最 終処分場の事情

はかなり厳 しく,受 け入れ余裕がゼロになる

まで全国平均で約3年 と見込まれ,最 近ます

ます最終処分場建設が困難 となってきてお り,

早急に打開策が必要と見 られている。

以上が廃棄物周 りの概略の状況である。で

は,家 庭か ら産業に亘る全ての廃棄物 を見渡

して,要 するに日本人1人 当た りい くらの廃

棄物を出 している勘定になるのであろうか?

という視点で数字を挙げれば図8の ようにな

る。ここでは併せて,医 療 に利用 され,ま た

エネルギー供給 にも関連する放射性廃棄物 に

ついても,参 考までに数字 を示 してある。

巨 樫
(出 所:環 境 省 ホ ー ムペ ー ジ を基 に作 成)

図7全 国の産業棄物処理(平 成10年 度実績)の フロー
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(単位:kg/年 ・人)

一般廃棄物

一 般
408

し 尿 296

産業廃棄物
汚 泥 ち381

その他 1,798

放射性廃棄物
低 レベル 0,126

占
局 レベ ル 0.0037

(出所:総 合エネルギー調査部会総合第3回会合一平成12年6月 一資料)

図8日 本人1人 あたりの年間の廃棄物量

5.エ ネル ギー ・地球環境 か ら見 た原子

力 とその廃棄対象

ここ10年 ほどの間に,地 球環境の問題が急

速 に高 まってきた。1997年 に開かれた気候変

動枠組み条約京都会議(COP3)で,わ が国は

2010年 前後において,大 気中へのCO2の 排出

を1990年 レベルの6%減 とすることに合意 し

た。これを受けて,産 業,民 生,輸 送な どの

各方面で,そ の目的に向けて,そ れぞれに鋭

意取組みが進められている。

さらに遠い将来 の大気 環境 について は,

CO2の 管理 目標 として,2100年 時点で大気中

の濃度 を約550ppmの レベルに抑制することな

どが検討 されてお り,そ の実現 には,CO2の

排出をいずれ現在の3分の1程 度にまで削減す

る必要がある,と も言われている。

最近では,2000年 秋にボンで開催のCOP6

会議の議論,そ して,そ の後の米国の動向な

ど,気 候変動枠組み条約を巡る各国の姿勢に

は難 しい不協和音が 目立つが,そ もそも気候

変動への影響の少ないエネルギー源を選択 し,

開発 し,利 用 していくことは,長 期的にも国

際的にも極めて重要なことである。

その中で,原 子エネルギーについて見 ると,

原子燃料に含 まれるエネルギーの密度は極め

て高 く,燃 料資源の入手 も安定 してお り,ま

た性質からして,直 接的にはほとんど温暖化

ガスを排出 しない という特徴がある。 このた

め,エ ネルギー ・セキュリテ ィと環境セキュ

リティの両面で本来極めて優れている,と い

える。

原子エネルギーの平和利用は,こ れまでに

約半世紀の歴史 を刻み,現 在では世界の31力

国で原子力発電 が行 われ,世 界の電力の約

16%を 占めるに至っている。わが国では51基

の原子力発電プラン トが国内の電力の約37%

を供給 し,CO2の 年間排出を国全体 として十

数%も 減 らすのに寄与 している。

ただ一方で,放 射線に対する不安や,事 故

への不信などを背景に,社 会的に厳 しい状況

も見 られるのが実情である。

ここでは行政の考え方には触れず,主 に科

学技術 的な観点か ら,エ ネルギー ・環境問題

の中での原子力の特徴 と課題 を要約 したい と

思 う。

まず,資 源の量の面では,当 面のこととし

て経済的に容易 に採取で きるウランが数十年

分 と確認 されている。さらに トリウムも含め

て採掘可能な地中埋蔵のもの,海 水中のもの,

そ して増殖利用 も視野 に入れれば数千年分,

さらに数万年分以上 と,ほ ぼ無尽蔵 と考える

ことができる。

次 にエネルギー密度の点では,先 にも触れ

た ように,化 石エネルギーが電子の結合を伴

う化学変化 によるものであるのに対 して,原

子エ ネルギーは原子核の変化によるものであ

り,燃 量の単位質量あたりのエネルギー密度

が百万倍以上 と高いこと,従 って燃料の量 も
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それに反比例 して少な くて済むことが挙げら

れる。

ただ し,課 題 として放射性物質や放射線を

扱 うことが挙げられ,厳 重な閉 じ込め と多重

防護 を徹底する必要がある。事実,原 子力で

は開発初期の頃か ら,安 全確保の体系を自ら

築 き,そ れに準拠 して きた。

原子力発電所が動いている時の,環 境 に出

てい く極 くわずかの放射性物質や放射線から

の影響は,自 然界か ら毎 日受けている放射線

のレベルに比べて も十分 に低 く一具体的には

2桁 近 く低 く一抑 えられている。 これは自然

放射線のレベルが地域によってかなり異な り,

極端 な例では桁違いであるといった事実 を考

えれば,管 理の徹底のほどが十分 に納得で き

る。

ただ,残 念ながら航空,宇 宙,化 学,石 油,

ガスなどの各分野の巨大事故 と並んで,海 外

では原子力発電所が炎上 し,あ るいは炉心溶

融事故などの苛酷事故が発生するなどの経緯

があ り,ま た燃料施設での臨界事故について

も,海 外だけでな くわが国でも起 きたことが

記憶に新 しい。

10

(病死)

101001

では,原 子力の利用に伴 うリスクは,他 の

エネルギー源 による リスクと比べてどうであ

ろうか。これについては,発 電の分野を対象

として,石 炭,石 油,ガ ス,太 陽エ ネルギー

原子力のそれぞれの場合 について,顕 在的な

い しは潜在的なリスクを詳 しく比較研究 した

例が見られる。

それによれば,図9の ように,エ ネルギー

の採掘,加 工,利 用 などの全プロセスで発生

する事故で も,ま た廃棄物による大気汚染な

どが原因の健康 リスクでも,原 子力のリスク

は比較的低いと評価 されている。また,原 子

力で大事故を想定 した場合のリスクは阻石の

落下,大 地震,台 風 などといった巨大自然災

害の リスクの包絡線か ら見て,か なり安全側

に収まるとも推定 されている。

なお一般に,社 会的に受容 されるリスクの

レベルは,ベ ネフィット(そ れを使 うことの

便利さや快適 さも含めた利益の総体)と の比

較で決 まると言われ,現 に自動車や航空機の

場合がその代表例である。便利 さや快適 さの

故 に,人 はリスクを忘れ,あ るいは忘れよう

と心 を欺 くのではないであろうか。

(事故 死)

0001001011 10

;講 騰 雅需1肱 衆死亡リスク
*A.F.プ リソチェ:「 発竃システムの健康 リスク」,原 子力資料No.238,239(1990)

を参考に作成(発 鷺 システムの原材料の採掘から製造,使 用,廃 棄に至る過程にわたる
全てのリスクを総合評価 している)。

図9各 種発電方式の リスク比較例
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社会での利用実績の積算規模や,自 分 との

出会いか らの年月の長 さなども受容度に関係

しているようである。

また仮に,核 拡散のリスクを平和利用 と絡

めて議論するとすれば,そ の観点からの詳 し

い評価や対策が必要である。

原子力ではさらに,遥 かな未来 に負の遺産

を残 さないか どうか,に ついて も議論が行 わ

れている。

さて,原 子力発電を例 にとり,物 質やエネ

ルギーの流れを詳 しく眺めると,施 設関係で

は(1)燃 料サ イクル施設の建設 と使用終

了 ・撤去,(2)原 子力発電プラントの建設 と

使用終了 ・撤去,に 大別され,日 常の業務 と

しては(!)燃 量の採取,(2)精 製 ・転換 ・

濃縮 ・加工,(3)燃 焼(核 分裂)熱 による発

電と排熱,(4)使 用済み燃料の貯蔵 と再処理,

(5)燃 料サイクル施設からの廃棄対象の処分,

などとなる。

これ らについて,廃 棄に関わる主な課題を

要約すると,ま ず施設関係ではプル トニウム

や核分裂物質の安全な取扱い,運 転 中ならび

に使用終了 ・撤去の際 に生成する放射性廃棄

物の問題,な どがあ り,次 に日常の業務 に伴

うものとして温排水,中 ・低 レベル放射性廃

棄物などの問題がある。

百万kWの 原子力発電所が数十年に亘る運転

を最終的に終えたあ と,数 年 またはそれ以上

の期 間を経て解体撤去 されるとしたときの,

廃棄物 の量が試算 されている。総重量に して

約50万 トンの全廃棄物のうち,そ の大半 を占

める鉄筋 コンクリー トは,ほ ぼ 自然界の放射

能 レベルに近いため,一 般産業廃棄物 と同 じ

ように取 り扱えると考 えられ,そ のための規

制限界の値が定められている。放射化 された

原子炉の鋼材 などは,放 射性廃棄物 となるた

め,減 容化や適切な管理,再 利用の研究など

が行われている。

低 レベル放射性廃棄物は,半 減期 も比較的

に短いため,浅 地層 に埋設管理する方式が一

般的である。約百年後には環境影響の観点か

らも十分に低い レベルとな り,埋 設地の表層

は緑化公園 として開放できるとされている。

一方
,高 レベル放射性廃棄物 については半

減期が極 めて長いため,ガ ラス固化などの処

理をした上で容器 に密封 し,地 質の安定 した

地下深部 に埋設することが考え られている。

わが国で も昨今,こ れに関する法律が制定 さ

れ,事 業主体 による活動が本格化 してきてい

るQ

なお,今 後はこの方向を基本 としなが らも,

国内外の情勢を踏 まえて,時 間的にも方式的

にも,あ る程度の柔軟性 を持たせながら進め

るのが妥当,と する意見もある。

6.お わ り に

以上,今 後のエ ネルギーとさまざまな廃棄

対象について,そ れらの内容や論点 を整理要

約 し,併 せて少 しばか り将来への期待 を述べ

させて頂いた。

原子力についても,主 題の範囲であるエネ

ルギーの話題に絞ったが,例 えば図10の よう

な総合的な視野で,原 子力の本質的な意義,

役割,な いしは力を的確に捉えてお くことは,

エネルギーの座における原子力の将来像を描

く上で も,深 層的に重要であろう。

それはミクロな世界を基礎 として,原 子力

発電や核融合や加速器のような高度で複雑な

システムに広がる一方,異 なる専門分野の科
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〈原子 力の主な視野〉 〈原子力科学技術 と関連分野 〉

＼ ノ

図10原 子力の広がりの全体像

学技術 はもとより,社 会科学,哲 学,倫 理学

などとも関連 し,最 近の第2モ ー ド論の動 き

を先導 してきたとも言えよう。

原子力は安全,閉 じ込め,リ サイクルなど,

これか らの時代の リー ド・コンセプ トに沿っ

た学術 ・産業 ・社会に寄与 しながら,併 せて

さまざまな先端科学技術 と交流 し,融 合 し,

そしてさらに芸術 も含めた感i生の次元 にまで,

スパ イラル状 に広がっていこうとしている。

原子力は地球 シミュ レータや先進プ ラン

ト・シミュレータのような,高 度な計算科学

技術 と基盤を共有 している。 さらに,イ マジ

ネーションや映像表現などの分野で も新たな

地平 を拓 こうとしている。

もとより,さ まざまな廃棄対象 も,こ のよ

うな大 きなスパイラル状の潮流の中で捉えて

い くことが望 まれる。別の言葉で言えば,関

連の科学技術,経 済,制 度,管 理システムな

どの次元 を包含 しなが ら,さ らに広 く深 く,

アメニティや ヒューマニテ ィに亘る新 たなく

文化 〉として展開 してい くことが望 まれ る。

そのような意欲的な活動の中から新 たな理念,

価値観,方 向,概 念,そ して具体的な取組み

の像 を含めた魅力的なパ ラダイムが浮かんで

くることを期待 したい。

パ ラ ダ イ ム と言 え ば,最 近 で は く エ ネ ル ギ

ー 学 〉
,〈 環 境 学 〉,〈 人 間 学 〉 な どの よ う

に,こ れ まで の 比 較 的 に縦 型 の 学 術 体 系 の 構

造 か ら,横 断 的,学 際 的,学 芸 融 的 な動 き が

目立 っ て き て い る。 とす れ ば,廃 棄 対 象 に 関

して も,そ れ を例 え ば く リサ イ クル 学 〉 の 中

の 柱 と位 置 付 け て,学 芸 融 を駆 使 した 文 化 の

観 点 か ら,大 き く体 系 化 と展 開 を図 っ て い く

べ きで あ ろ う。 廃 棄 対 象 とい う表 現 も,リ サ

イ クル の 地 平 に あ っ て は,む しろ く 未 利 用 有

価 対 象=untappedresources>と 呼 ぶ の が 相 応

しい の で は なか ろ う か 。

エ ネ ル ギ ー も廃 棄 対 象 も,社 会 経 済 ・文 化

も,そ して 広 くは全 環 境 も,そ れ ら を映 す 大

きな 時 空 の 鏡 に照 ら しな が ら考 え て い く こ と

が 重 要 で あ ろ う。 そ の 際 の 座 標 は多 岐 に 亘 る

が,簡 潔 にエ ネ ル ギ ー ・資 源 ・環 境 周 りに 重

点 を置 け ば,〈 エ ネ ル ギ ー ・資 源 の セ キ ュ リ

テ ィ 〉,〈 環 境 の セ キ ュ リ テ ィ 〉,〈 科 学 技

術 を含 め た智 ・情 ・意 の フ ロ ン テ ィ ア の 先 導

と貢 献 に 関 わ る セ キ ュ リ テ ィ 〉 な ど と な り,

これ らで 構成 す る座 標 時 空 が 前 稿(季 報 エ ネ

ル ギ ー 総 合 工 学 第22巻 第1号,1999)で も触 れ

た く グ ロ ー バ ル ・フ ロ ン テ ィ ア ・カ ル チ ャ

ー 〉で は な か ろ うか
,と 考 え る。
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[寄稿]

PFIの 基本的論 点 と課題 をめ ぐって
一 リス クと契約

坂 梨 義 彦 (電源開発㈱ 新事業戦略室長)

1.は じ め に

公共事業の実行 に民間の資金と技術 を導入

するPFI(プ ライベー ト・ファイナンス ・イニ

シアチブ)手 法が 自治体 を中心に積極的に試

み られている。平成11年9月 に 「民間資金等

の活用による公共施設等の整備等の促進 に関

する法律」(PFI法)が 施行 され,既 にかなり

の数にのぼるPFIプ ロジェク トが実施 されてい

るが,必 ずしもPFIの理論 と実際の双方におい

て洗練された状況 にあるとは言い難い。財政

構造改革等 を受けて益々高まるPFIへ の期待に

応えていくためにも,ま だまだ多 くの試行錯

誤 と議論が必要 と思われる。本稿はそうした

議論の一助に資するため,PFIに とって本質的

に重要 と思われる論点について筆者な りの見

解 を提示するものである。 これは筆者が関わ

ってきた多 くの実際のPFIプ ロジェク ト,種 々

の研究会等での議論 を踏 まえているが,あ く

まで筆者個人の見解であることを予めご了解

願いたい。

2.「 民営化」 「3セク」 との違 い

一契約 に よる リス ク処理 の約定

行政が民間の力 を利用するとい うのは従来

か らさまざまに試み られて きた ことであ り,

「民営化」然 り,「3セ ク」(第3セ クター)然

りではないかという疑問が当然あろう。

まず,「 民営化」に しろ 「3セク」 にしろ,

これらは事業のスポ ンサー(株 主)を 表す言

葉であって事業の仕組みを表す言葉ではない。

「PFI」とは事業の仕組みに本質があ り,事 業

の所有とは直接には関係 は無い。従 って,「3

セク」のPFIも あれば,100%民 間出資の 「民

営化」PFIも あ る。論理 的 に言 えば筆者 は

100%行 政出資の株式会社によるPFIも 有 り得

ると考えている。

PFIの 本質 として筆者が第1に 指摘 したいポ

イントに関 して図1,図2を 示す。 これは事

業に係る 「リスク」の取 り扱いの違いを示そ

うとしている。図1は,PFIで はない通常の方

式による事業の場合である。3セ ク会社でも

100%民 間会社で も,行 政の直営で も,い ずれ

にしろ,事 業があってその上にスポンサーが

存在する。事業の中には様 々なリスクが充満

している。事業実行時にこうした リスクのい

ずれかが顕在化 した時には,会 社であれば株

主,行 政直営であれば自治体等のスポ ンサー

に責任のつけ回しがい くことになる。

PFIの 場合はどうか,に ついて図2に 示す。

通常方式(図1)で は事業会社の中に充満 し
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地元調整リスク

(地方自治体)

不可抗力リスク他

(地方自治体)

ファイナノスリスク

(金融機関)

火災リスク

(保険会社〉

遡及(連 帯保証〉

規制変動リスク

(地方自治体)

搬謡盤麺 叫 慌、
/ヴ ↓鋤や＼

エンンこアリング

リスク(エ ンン
ニアリノク会社)

完工リスク

(プラントメーカー)

コストオーハーラノ

リスク

(ブラントメーカー)

性能リスク

(ブラノトメーカー)

O&Mリ スク

(O&M会 社)

図1通 常型事業方式

(従来型3セ クスキーム等)
の場合のリスクの扱い

ていたリスクをここでは外 に切 り分けている。

通常方式の事業会社の中に充満 していたリス

クを1つ ひとつ言葉で定義 し,そ れを契約書

の形 にすることで外 にそれぞれ切 り出す。実

際には,事 業が内包す るリスクを全 て完壁に

評価 してきれい に切 り分けるということはで

きないが,理 念的に描けば,全 てのリスクを

定義 し,契 約で誰かに受け取 ってもらうとい

うことができれば,事 業会社の中に充満 して

いたリスクは無 くなり,ま っ白になる。従っ

て,通 常方式(図1)で はどの ようなリスク

が顕在化 した場合で も,結 局はスポンサーが

これを引 き受けるということになるが,PFIの

場合は,あ らか じめこうしたリスクが顕在化

した時に,誰 が どういう条件でそれを引き受

けるのか ということが契約の中で定め られる

のである。

例えば 「コス トオーバーランリスク」 とい

うものがある。ioO億 円の予算で作 り始めた

が,完 成時には150億 円になっていた とい う

ようなリスクである。通常方式であればスポ

ンサーがその追加 コス トを負担 しなければな

らなくなる。このリスクを外 に切 り出す方式

が現実 にいろいろある。例えば,フ ルター ン

図2PFIス キーム(SPC事 業方式)

の場合 の リス クの扱 い

キ ー契 約 方 式 で 固 定 価 額 で の 契 約(ラ ン プサ

ム 契 約)を す れ ば 良 い 。 も し仕 上 が りで150

億 円 に な っ た 場 合 は,そ の 事 業 を請 け負 っ た

メ ー カ ー な りゼ ネ コ ン が 予 算 オ ー バ ー の50億

円 を負 担 す る とい う こ と に な る 。

こ う した リ ス クの 契 約 に よ る切 り出 し とい

う考 え 方 は,例 え ば 「火 災 リス ク」 を考 え る

と分 か り易 い 。 保 険 会 社 と契 約 して 火 災 保 険

をか け る こ とが で き る 。 上 記 の 「コス トオ ー

バ ー ラ ン リス ク」 の 例 で は メ ー カ ー に こ の リ

ス ク を取 っ て も ら っ た わ け で あ る が,こ の 場

合 は 「火 災 リス ク」 を保 険 会 社 に取 っ て も ら

っ た こ とに な る 。

3.リ スクの分析 と契約 による事前約定

一一一PF1=プ ロジ ェク トファイナ ンス

事業 に内在するリスクを分析 し,1つ ひと

つ言葉で定義 し,そ れを契約書の形 にするこ

とで外 にそれぞれ切 り出す作業 というのは目

新 しいことで も何で もな く,世 の中に,特 に

金融界では十分歴史がある。いわゆる 「プロ

ジェクトファイナンス」 という資金調達方式

を行 う時にやる作業とほとんど同 じ作業であ
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コ ー ポ レ ー トフ ァ イ ナ ン ス プロジェク トファイナ ンス

國
/

國

-

エ

團
＼鳳

團

團[事 業B]國
収入＼ ↓

[=亟 コ婁
借入↑↓返済

囲
返済原資1総 ての事業の キャッシュフロー

担保lS工 業 の総 ての資産

事業 リス ク=S工 業 が全額負担

借入↑↓返済

国
返済原資 二事業Cの キ ャッシュフロー

担保=事 業Cの 資産、権利に限定

事業 リス ク=S工 業 と銀 行による分担

(リ ミテ ィッ ドリコース、 ノンリコース)

図3.コ ー ポ レ ー トフ ァ イ ナ ン ス と プ ロ ジ ェ ク トフ ァ イ ナ ン ス

PFIに おける リスク分担の規定 プロセス

ll
プロファイ構築の プロセス

s一
プロファイ構築が可能な事業スキームの構築が

健全なP円 スキームの基本

図4.PFIと プ ロ ジ ェ ク トフ ァ イ ナ ン ス

る と言 え る。 プ ロ ジ ェ ク トフ ァ イ ナ ン ス とは

「返 済 財 源 を 特 定 プ ロ ジ ェ ク トに か か わ る 収

益,資 産 に 限 定 した 金 融 」 で あ る。 従 来 型 の

資 金 の借 り方 で あ る 「コ ー ポ レー トフ ァ イ ナ

ンス 」 の 場 合 に は,一 朝 事 が あ る 時 に は ス ポ

ンサ ー に請 求 書 の付 け 回 しが い くこ と に な る

が,プ ロ ジ ェ ク トフ ァ イ ナ ン ス の 場 合 は,ス

ポ ンサ ー に請 求 書 の 付 け 回 しを しな い,つ ま

り債 務 保 証 は無 い とい う こ とで あ る(図3)。

従 っ て,プ ロ ジ ェ ク トフ ァ ナ ンス を構 築 す る

場 合,ま さ に そ の 事 業 が 持 っ て い る リス ク を

洗 い 出 して,そ れ を 誰 に,ど うい う条 件 で,

い くら で,引 き受 け て も ら え る だ ろ うか と い

う議 論 を 延 々 と続 け,い い形 に仕 上 が り,銀

行 もそ れ に納 得 す れ ば,そ こで 無 保 証 で 金 を

貸 して くれ る こ と に な る わ け で あ る 。 そ う い

う意 味 で,PFIと い う議 論 をす る 時 に は,ほ と

ん ど必 ず とい っ て い い ほ どプ ロ ジ ェ ク トフ ァ

イ ナ ンス と い う言 葉 が 出 て くる こ と に な る 。

端 的 に 言 って,PFI・=プ ロ ジ ェ ク トフ ァ イ ナ ン

ス で あ る と言 う こ とが で きる(図4)。

一36一
季報エ ネルギ ー総合工学



4.PFIに よるコス ト低 減の根拠

一 リスクの最適配分競争

では,PFIの 最大眼目の1つ であるコス ト低

減はどういう根拠で実現 されるのか。最 も本

質的に言えば,事 業の中に充満 しているリス

クをいかに的確に分析評価 して言葉で定義で

きたか。そのリスクを安い値段で取って くれ

る者をうまく見つけることができたか,に よ

ってコス ト低減が実現 される。

リスクの配分先は当然,多 岐にわたる。PFI

を成立 させる当事者,本 質的な当事者 とい う

のは決 して 自治体 とPFI事 業者だけに限らな

い。金融機関,保 険会社,プ ロジェク トによ

っては当然,運 営を請け負 う会社,建 設を請

け負う会社,燃 料を使 う場合は燃料会社が必

須の本質的な当事者 として存在する。 こうし

た多様な当事者 と協働することによって,事

業 リスクをより的確に定義 し,そ れをより効

VFMの 程度

(高)

VFMの 最大化

従来型公共
事業のVMF

(低)

率的に,よ り安い値段で取って くれる専門企

業 を見つけて実際に契約できた者,ト ータル

で一番効率的な諸契約がで きた者が最大のコ

ス ト低減を実現 し,PFIの 入札で一番札で落札

するはずだということになる。

PFIで はVFM(ValueforMoney),す なわち,

「一定の支払いに対 して提供 されるサービスの

価値」を最大にするというコンセプ トが基本 と

なっている。例えば,PFI手 法 と従来の公共事

業の手法を比較 して,PFI手 法の方がVFMが

大 きい場合にPFI手 法を活用するというもので

ある。このVFMは 前述のように自治体,民 間

双方 を含む多様な当事者間に最適 なリスク配

分 を行 うことによって実現 されることになる

が,こ れ を単純化 して大 きく 「官」 と 「民」

に二分 して図示 したものが図5で ある。従来

型の行政直営 による公共事業の場合のVFMに

対 して,ど のようなリスクを民間に移転 して

い くかによりPFIのVFMが 異なって くるため,

(小)リ スク 最適な リス ク移転小
リスク移転 移転大

(大)

民間 への

リスク移転
の程度

リスク移転小 最適なリスク移転 リスク移転大

・民間へのリスク移転小

↓
従来型公共事業のVFM

・性能発注等の工夫

↓
VFMの 最大化

・民間のリスクコントロール

能力を超 えるリスク移転↓

VFMの 低下

公共主体の適切な関与(役 割分担)が 必要

VFM:ValueforMoney

図5.官 民の役割分担 とVFM

第24巻 第2号(2001) 一37一



公的部門と民間部門 との間のリスク分担,ま

たは役割分担のあ り方は,非 常に重要な要素

である。例 えば,性 能発注により民 間事業者

に技術的 リスクを負わせると,民 間事業者は

機器の満たすべ き性能のみに制約 されること

になるため,自 己の責任 において必要以上に

厳 しい基準 は排除 して最適設計を図 り,結 果

としてコス ト低減,す なわちVFMの 向上を図

ることが可能 となる。 しかし,例 えば不可抗

力や社会変動等の リスク,制 度変更等のリス

クなど,民 間事業者で は予見もしくはコン ト

ロールできないリスクまで民間事業者に移転

すると,民 間事業者が これ らの リスクを大 き

なリスクプレミアムとしてコス トに転嫁する

ことになり,VFMが 低下 してくる。このよう

に,官 民双方で最適なリスク分担 を実現する

ことにより,VFMを 最大とすることができる。

この 「最適なリスク分担」 とい う点が冒頭述

べた 「PFIは民営化 と同じではない」 という論

点 とも重なって くる。

5.コ ス ト見積額 はPFIが 高い

一 「見 えるコス ト」 と 「見 えないコス ト」

PFIと はリスクを分析 してそれを契約の形で

最適 に配分するところに本質があると述べて

きたが,こ の時に忘れてならないのは,リ ス

クを取ってもらう時には料金を払わなければ

ならないということである。

保険の場合は分か り易い。保険会社に 「火

災 リスク」 を取って もらうと,そ の料金は保

険料 という形になる。従って,従 来の公共事

業方式による発注価格100億 円が妥当な価格

である場合,も し受注者に 「コス トオーバー

ランリスク」を取ってもらうとすれば,プ ラ

スアルファの料金が上乗せ されるはずであ り,

100億 円ではなく,例 えば110億 円でなければ

契約は発注できないはずである。

この点が 「見えるコス ト」 と 「見 えないコ

ス ト」 とい うことで,PFIのVFM議 論の大 き

な論点の1つ となる。

従来の公共事業では,保 険を徹底的にはか

けずにや られている例 もあろう。保険をかけ

ずに,も し火災で燃えて しまったら,も し台

風で壊れてしまった ら,そ の時はまた税金を

投入 して建て替えるというようなことがあ り

得る。この時,「火災 リスク」 とか 「台風 リス

ク」 とい うのは 「目に見えないコス ト」 とし

て存在 している。それを保険とい う契約に翻

訳すれば,保 険料 とい う形で 「目に見えるコ

ス ト」 として表現 されることになる。プラン

トの契約においても同じことで,ラ ンプサム

条項付 きのフルター ンキー契約でや るのか,

従来型でやるのかによって発注金額 は当然違

って くる。

PFIの 時の見積額 と従来 どお り行政直営でや

った場合の見積額を普通 に比べると,必 ずPFI

のほうが高 くなるとい うことをあえて言いた

い。ほかの条件が同じだとすれば,見 かけ上,

PFIの ほうが高 くなるはずだ とい うことであ

る。

「金利」 とい う舞台 を使って,リ スクの扱

いに関連 した コス トの見え方 を確認 したい。

行政側が従来の直営方式でやったと想定 した

場合のコス トの評価(PFI用 語で言うPSC:パ

ブリック ・セクター ・コンパラ ター)で は

「金利」 として自治体の起債金利,例 えば2%

分を算入するであろう。民間がPFIの 入札書類

を作る時にも当然,「 金利」に相当する項 目を

計算するが,「 金利」ではな く 「IRR(Internal
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RateofReturn:内 部収益率)」 を記入する。手

ざわ りのあ るようにあえて言 えば,例 えば

「金利」が2%と すれば 「IRR」は10%と いう

ような数字を入れなければならない。見積額

は当然高 くなる。安い とか高いとかいうこと

ではなくて,「 金利」 と 「IRR」は定義が異な

り、「金利」には反映されない隠れたリスクも

「IRR」では勘定に入れるためである。

そこで 「金利」が どういったリス クを反映

するのか少 し考えてみたい(図6)。 先ず,行

政が実行するにしろ民間が実行するに しろ,

およそ事業と名の付 くもの,お よそ投資 をや

る時に,必 ずかぶって しまうリスクがある。

インフレなどによる 「通貨 自体の価値が変動

するリスク」というものは,投 資を行 う限 り,

誰がやろうと必ずかぶって しまう。それか ら

「期間リスク」 もある。資金を5年 間で回収 し

ようとするのか10年 間で回収 しようとするの

か,そ の期間の違 いによって出て くるリスク

が必ずある。「通貨自体の価値が変動するリス

ク」や 「期間 リスク」いったものは,誰 が ど

ういうことをやろうと,必 ず金利 に反映され

る部分である。国債金利がそれに近い概念 と

言ってもいいかもしれない。

次に誰が投資 しようとするか。その 「誰か」

とは自治体 か も知れ ない し,PFI事 業会社

(SPC)か も知れないし既存の大企業かも知れ

ない。その 「誰」かが持 っている財務的健全

性や体力,投 資のや り方だとかが持っている

リスクが反映されて出て くる。この2つ が合

わ さったものが,企 業金利,自 治体の場合は

起債金利 と言っていいであろう。

さらに,民 間がPFIプ ロジェク トの入札書類

を作 る時には,こ の企業金利,も しくは起債

金利だけではだめで,当 然その上に事業固有

■一般的なリスク:市 場金利(国 債金利、地方債金利)

インフレ・リスク、期間リスク、平均的経済パフォーマンス

■事業主体のリスク:企 業格付けによるリスクプレミアム(企 業金利)

体力(ス トック)、 収益力(フ ロー)、 経営健全性

1事 業固有のリスク:事 業旧R

技術リスク、顧客リスク、物価変動リスク、規制変動リスク、e亡c,

日関係者間でのリスク(=リ ターン)配 分:事業スキーム(ビ ジネスモデル)構 築

事業者、銀行、オフテーカー(顧 客)、 メーカー、メンテ業者、オペレーター、
保険会社、etc

図6事 業 リスクと 「金利」の種類

の リスクを利回 りに翻訳 して上乗せ しなけれ

ばならない。それが 「事業IRR」 とい う概念

である。事業に充満 している固有の様々なリ

ス クを利 回 りに表現 した ものが 「IRR」 であ

る。これが,事 業方式,事 業主体の如何 を問

わず,当 該 プロジェクトが本質的に有 してい

るリスクの全体水準を表 している。

このリスク(=リ ター ン)を,前 述 した よ

うな多様な当事者間でそれぞれい くらで引 き

受けるかということで分け合っていく。PFIの

本質が事業の リスクを事前に分析摘出しそれ

を過不足な く諸当事者間で事前契約により設

定 してい くものである以上,す べての リスク

を 「見えるコス ト」にしなければならない。

これを絵に したのが図7で ある。一般的な

リスクを反映 した一般金利(国 債金利等)が

あ り,事 業主体 リスクを反映 した金利(企 業

金利等)が あ り,そ の上 に事業固有の リスク

を反映 した 「事業IRR」 が乗 って くる。通常

の事業方式でやる場合には,企 業金利 まで し

か見えない。事業固有のリスク,例 えば火災

が起 きて壊れるかも知れない場合,保 険 をか

けていないとそれはコス トとしては見えない。

性能が5年 目で落ちるかもしれない。それを

メーカーとの契約で担保 していないとすれば,

コス トとしては表現 されない。

例 えば,「火災 リスク」 を表に出しコス トに
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トー タル ・リス クー弔レ

PSC

従来型公
共事業の
見掛け上
のコス ト

〈 リス ク 〉 リスク移転 ・分担 〈リター ン〉
一レ

官側(需 要 リス ク、不可抗力等)

一

事業固有のリスク

、 保険会社
(火災リスク等)→ 保険料

(

一

建設受注者利益
建設受注者リスク

(性能 リス ク等)→
Σ 言周整

事業主体 → 事業主体利益

一

ノ
銀行 →

プロ ファイ金利

(スブ レツ ド)

(

←一

事業主体リスク

一般 的 リスク

一

PFI入 札価格

事業lRR

プロファイ金利

企業金利

国債金利

見え るコス ト 見えないコス ト

図7見 えるコス ト、見 えないコス ト

表 現 して,保 険 会 社 に取 っ て も ら う と保 険 料

と い う形 で 目 に見 え る よ う に な る。 これ が 上

乗 せ さ れ る 。 そ れ か ら,例 え ば 完 工 リス ク,

コス トオ ー バ ー ラ ン リ ス ク,性 能 リ ス ク とい

っ た プ ラ ン トが 抱 え る リス ク を メ ー カ ー に契

約 で 取 っ て も ら う と,発 注 主 は そ の 分 を追 加

代 金 と して メ ー カ ー に払 わ な けれ ば な らな い 。

そ れ は 社 会 的 に は,プ ラ ン ト発 注 代 金 の 増 高

分 とい う,目 に見 え る 形 にな っ て くる。

そ れ か ら,プ ロ ジ ェ ク トフ ァ イ ナ ン ス と い

う こ とで 債 務 保 証 し な い場 合 は,銀 行 に 相 応

の リ ス ク を取 っ て も ら う こ と に な る 。 そ うす

る と銀 行 は 当 然 そ の 分 を貸 出 金 利 に 上 乗 せ し

て くる こ と に な る。 こ こが プ ロ フ ァ イ金 利 の

上 乗 せ 分(ス プ レ ッ ド)と い う形 で 出 て くる 。

そ し て最 後 に残 っ た リ ス ク は事 業 主 体 で取 ら

ざ る を得 な くな り,こ の 部 分 は 事 業 主 体 が 受

け取 るべ きPFI料 金 の 一 部 と して表 現 され る こ

とに な る 。

PFIの よ う な形,よ り本 質 的 に は プ ロ ジ ェ ク

トフ ァイ ナ ンス の 形 で す べ て の リ ス ク を表 に

出 して料金に換算 して積み上げてい くと,見

えなかったコス トが積み重なってきて,こ れ

がPFIの 目に 「見えるコス ト」(PFI見積 り料金)

ということになる。逆 に言えば、公共事業の

コス ト計算 で これに相当す るものが本 当の

PSCと いうことになる。す なわち,従 来 目に

見えなかったコス トが,民 間にリスクを移転

したことによって目に見 えるようになる。政

府が提示 している 「PFIガイドライン」ではこ

れを 「リスク調整額」 と名づけらている。 こ

の 「リスク調整額」 を上乗せ して本当の意味

でのPSCと なる。

実はほ とんどの場合、 これ以外 にも目に見

えないコス トが隠れている。当然、どんなPFI

事業でも必ず自治体 に取 ってもらわなければ

ならないリスクがある。例 えば、ごみ発電の

場合、 ごみの質とか量の変動 というリスクは

行政が取るほうがVFMは 向上する。 もし人口

が少なり、ごみ処理プラントの稼働率が落ち

て追加 コス トがかかるようになった場合,そ

のコス トは自治体側で事後的に引き受けるこ
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と に な る 。 そ れ は事 前 に はPFI料 金 と して コス

トに 翻 訳 され て い な い わ け で あ る か ら隠 れ て

い る 。 従 っ て 、事 業 全 体 の 本 当 の トー タル コ

ス トの 中 に は 、 こ う い う コ ス トが 目 に見 え な

い形 で依 然 と して 背 後 に あ る の で あ る。

6.PFIス キーム設計上 の具体 的課題

これまで述べてきたように,PFIの 本質の1

っは 「リスクと契約」 にある。この観点か ら

具体的にPFI事業を設計する上で留意すべ きと

考 える課題 とその取組みの方向性 について摘

記 しておきたい。

(1)諸 契約間の整合性確保

PFI事 業に関連する諸契約は、建設契約,運

営保守契約,燃 料契約,保 険契約,融 資契約

等多岐にわたる。事業契約 とこれらの諸契約

との間に整合性が とれている必要がある。す

なわち,各 当事者のリスクカバー範囲と事業

全体のリスクとが完全に一致 してお り,リ ス

クカバー範囲に穴,ダ ブりがないようにする

必要がある。そのためには,例 えば、落札か

ら事業契約調印までのスケジュールについて

十分な余裕を確保 してお くことな どが必要不

可欠である。

(2)諸 「期間設定」間の調整

PFI事 業の実施にあたって,事 業契約期間と

事業に関連する各種の期間選定,例 えば、施

設の耐用年数,事 業ニーズの存続期間等の事

業存続期 間,投 資回収期間,融 資期間,税 務

(償却)期 間等の間で,適 切な調整が必要とな

る。

① 契約期間の設定の考え方

事業契約期間はリス ク評価期間および融資

期間との整合をはかる必要がある。

一将来の リスク評価が可能な期間 との整合

PFIは リスク配分の最適化、すなわちリスク

管理能力の最 も高い主体へのリスクを割 り振

ることによりVFMの 最大化を図るものである

から,リ スク評価が可能な範囲でなければリ

スク配分の最適化 を図 ることはで きない。仮

に,事 業主体が リスク評価がで きない遠い将

来のリスクを負担するとした場合には,一 般

に膨大 なリスクプレミアム(リ ターン)が 得

られることが前提条件 となり,必 然的にVFM

は低下することとなる。 リスク評価が可能な

期間は、 リスクの種類 により異なるが,リ ス

クの扱いが最 も洗練 された金融市場における

金融商品の開発状況からしても,一 般的には

15～20年 程度と考えられる。

一融資期間との整合

事業契約期間は融資期間より長いことがフ

ァイナ ンス成立の条件 となる。融資期間に対

して事業契約期間が どの程度の余裕度 を持っ

ているかは,事 業の確実性 とい う意味で も一

つの目安 となる。ただ し,キ ャッシュフロー

のバランス上,事 業契約期間に対 して極端に

短い融資期 間を設定することは困難である。

融資期間は、民間金融機関が貸 し手の場合に

は,長 くて15年 程度であるのが現状である。

将来のリスク評価が可能な期間ならびに融

資期 間との整合 を考 えると,事 業契約期間は

概ね20年程度以内が望 ましいと考えられる。

② 事業契約期間と諸期間設定 との調整

PFI事 業の実施 にあたって,事 業契約期間と

事業存続期間,投 資回収期 間,融 資期 間,税

務(償 却)期 間等の間で,適 切 な調整が必要
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となる。

事業契約期間と事業存続期間,税 務(償 却)

期間などは同程度である方が望 ましく,こ れ

らの期間の間に大 きな乖離があると,後 述す

るように、事業契約期間が事業存続期 間より

も短い場合、施設譲渡後の蝦疵担保の問題が,

事業契約期間が税務(償 却)期 間 よりも短い

場合、有税償却に伴 う税負担の発生 などの問

題が起 こる。また,投 資回収期間,融 資期間

な どは事業契約期間 と密接 に関係 してお り,

事業構築の際に重要な論点となる。

これら期間設定間の整合性 を確保で きるよ

うに,各 リスクの評価 ・分担方法,料 金設定

のあ り方,契 約の間の調整が必要であ り,こ

れらを適切 に調整することは諸 リスクの最適

管理,プ ロジェク トファイナンス成立の要件

となる。

(3)税 務(償 却)期 間 と施設耐用年数

① 事業契約期間と税法上の償却期間

事業契約期 間と税法上の償却期間とが同程

度であれば,収 益 と税法上の経費のバランス

が とりやす く事業実体にあった税務処理が可

能であるが,建 物 など税法上の償却期間が長

い施設の ウェー トが高い事業 においては,投

資回収期間と税法上の償却期間に大 きな乖離

が発生する。投資額は事業契約期間内に回収

しなければならないのに対 して,事 業契約期

間内に経費 として償却できる部分は設備投資

の一部に限定されるため,事 業契約期間終了

時の償却残部分に相当する投資回収は税務上

経費ではな く利益 と認定されて課税 され,有

税償却による税負担が発生する。

こうした税負担を回避するために,PFI事 業

に対 して加速償却等の調整措置の導入等が望

ま れ る。 また,フ ァ イ ナ ンス リ ー ス 等 の 活 用

な ど を工 夫 し,有 税 償 却 に伴 う税 負 担 を回 避

す る こ と も考 え られ る。

② 事業契約期間と施設の耐用年数

事業契約期間と施設の耐用年数が同程度で

あれば,事 業終了時には施設を処分 して事業

を終了することにな り事業終了後の問題 は発

生 しない。 しか し、施設の耐用年数が事業契

約期 間よりも長い場合には,事 業契約終了時

に施設を公共側 に譲渡する場合が多い。この

場合,事 業契約終了時,譲 渡後の理疵担保を

どの ように取 り扱 うかは重要な問題であ り,

適切かつ明確 に蝦疵担保の取 り扱い を規定 し

ておく必要がある。

(4)自 治体特有の契約上の課題

自治体の予算管理は単年度予算主義である

ため,原 則 として長期契約 を結ぶことができ

ない。このため,PFI事 業のような長期にわた

る事業契約が必要な事業 にはな じみに くい体

制にあるといえる。

長期契約が可能な形態 としては,長 期継続

契約,後 年度債務負担行為の議会議決をよ り

どころとした長期契約があるが,そ れぞれ課

題 を抱えている。

長期継続契約 においては,地 方 自治法上,

自治体が任意解除権を留保することが求めら

れているため,そ の解除権発動時の損害賠償

について事業契約の中で規定 しなければなら

ない。

後年度債務負担行為議決をよりどころとし

た長期契約の場合にはその問題はなくなるが,

事業契約期間中の様々な状況 に応 じて変動す

る可能性のある自治体負担額(サ ービス購入
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費)に 対 して予算額,条 件の設定 をどのよう

に決定するかの工夫をしなければならない。

(5)事 業契約期間中の施設の所有形態

事業契約期間中の施設の所有形態 により,

事業開始時に事業者が施設を公共 に譲渡 して

事業契約期 間中施設 を公共が所有 する方式

(BTO方 式)と 事業契約期間終了時まで施設を

事業者が所有する方式(BOT方 式等)が 考え

られる。

施設の維持管理 についての責任 の明確化,

施設の維持管理 に起因する殻疵担保 という視

点から見ると,施 設の所有者 と維持管理者が

異なるBTO方 式の場合,責 任の所在のあいま

い さ,原 因特定の判断の難 しさといった問題

を生 じる懸念がある。

(6)付 帯事業の実施によるリスク

VFMの 向上 を目指 して,付 帯事業(収 益事

業)を 許容するスキームを取 り入れるケース

がでて きているが,付 帯事業の実施には,付

帯事業のリスクが多様であ り客観的評価が困

難であること,付 帯事業を実施することによ

り事業 リスクが増大 し付帯事業の破綻が本体

事業の破綻 につながるリスクを抱 えてしまう

ことなどの問題がある。

付帯事業を実施することによ り本来の目的

である公共事業の継続性が脅か されることは

根本的な問題であ り,付 帯事業の実施 につい

ては慎重 に検討する必要がある。

明確になっている場合がほとんどである。公

的助成の獲得 は,国 及び地方 自治体の裁量に

よって左右 される。公的助成の獲得 リスクを

事業者が負担す ると,大 きな リスク とな り

VFMの 低下につながる可能性がある。従って,

公的助成獲得の リスクは国及び地方自治体が

負担 し,公 的助成獲得のメリッ トを国及び地

方自治体が享受す るのが望ま しい と考えられ

る。

7.お わ り に

PFIを め ぐって若干の議論 を提示 してきた

が,こ れはいずれも 「リスクと契約」の基本

論に関するものであり,PFIに 限 らず,お よそ

「プロジェク ト」 というものを考える際の必須

の問題である。「市場の時代」 と言われるが,

そこでは企業であると行政であるとを問わず,

民間事業であると公共事業であるとを問わず,

市場の評価 に晒 されることになる。自らが関

与するプロジェク トで どういうリスクをどう

い うコス トで引受けているかを契約 の形で明

確にしてい く説明責任(ア カウンタビリティ)

が求められている。PFIは その大 きなうね りの

一環 としてとらえるべきであろう。

(7)公 的助成措置の獲得と受益配分

公的助成措置 を活用 して事業 コス トを最小

限に抑えることは重要なことであるが,一 般

に,入 札時には公的助成の獲得の可能性が不
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ガ ス 化 溶 融 発 電 技 術 開 発 の 成 果

大 森 伸 二(㈲ エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 研究員)

浅 見 直 人((財 エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 専門役)

1は じめに

資源の有効利用 を考えた循環型社会の構築

や、地球温暖化ガス排出の低減 といった観点

から、現在,廃 棄物発電に大 きな期待が寄せ

られている。平成10年9月 の 「総合エネルギ

ー対策推進閣僚 会議」 で決定 され た現行 の

「長期エネルギー需給見通 し」 によれば,廃 棄

物発電の導入 目標値は2010年 に500万kWで,

新エネルギーの中で最大級の扱い となってい

る。また,現 在検討 中の同改訂案では,多 少

下方修正されているが,基 本的な位置付けは

変わっていない。 しか し,現 在,廃 棄物発電

設備を導入済みの焼却炉数は,全 国の焼却施

設数の約1割 で,そ の発電規模は約95万kWに

過 ぎない。一方,廃 棄物発電を取 り巻 く状況

としては,ダ イオキシン類発生,最 終処分場

の不足問題などが顕在化 して きている。従 っ

て,環 境特性に優れ,か つ高効率で発電で き

る廃棄物発電技術 を開発 し期待 に応えること

が望 まれている。

当所では平成4年 度 よ り新エネルギー ・産

業技術総合 開発機構i(NEDO)の 委託研 究

「高効率廃棄物発電技術開発/最 適 トータルシ

ステムの研究」 を通 して,廃 棄物発電の高効

率化 に向けたシステム最適化の検討を行 って

きた。本 「高効率廃棄物ガス化溶融発電技術

開発」プロジェク トは,同 研究の中で平成9

年度に実施 した廃棄物 ガス化溶融発電に関す

るフィージビリティ ・スタデ ィ(FS)の 結果

を受けて,平 成10年 度から3力 年計画で実施

してきたもので,平 成12年 度に目標 をほぼ達

成 しプロジェク トが終了した。

本稿では,同 プロジェク トで実施 した技術

開発の成果概要,及 び技術開発成果を踏まえ

たFSの 結果について紹介する。

2.廃 棄物発電の現状

現在稼動 中の廃棄物発電プラントの発電端

効率 は,最 高で20数 パ ーセン ト程度,平 均で

は10%程 度 という低い値 に留 まっている。こ

れは,ご み中の塩素分 によるボイラ蒸気過熱

器(ス ーパーヒーター:SH)の 腐食問題があ

り,最 近まで蒸気温度が300℃ 以下に抑えられ

てきたためである。SH材 料開発などにより,

数年前か ら,高 効率発電 を狙 った蒸気温度

400℃ 級のプラン トが運転を開始 している。 し

か し,500℃ 以上の高温蒸気条件 を用いた高効

率プラントは,未 だ商用化 されていない。

一44一
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発電設備の導入割合は,全 国の焼却施設数約

1,900に対 しわずか1割 程度に過ぎない。これ

は,発 電効率が低 く,経 済的メリッ トが小 さ

いためであると思われる。

わが国の廃棄物発電の導入量推移 を図1に

示す。廃棄物発電の導入量は増加の一途 をた

どっているが,そ の増加量は年間10万kW程 度

であ り,冒 頭で述べた2010年 度に500万kWと

い う目標 を達成するには,導 入済み発電設備

の高効率化,及 び発電設備が未導入の焼却施

設への発電設備の導入などが必要である。

廃棄物発電を取 り巻 く課題 としては,ダ イ

オキシン類等の環境問題,最 終処分場確保問

題などが挙げられる。
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ダイオキシン類の発生は,高 温燃焼 などに

よりかなり抑制す ることができる。 また,バ

グフィルタなどの排 ガス処理装置により除去

可能である。2002年12月 にはダイオキシン類

の厳 しい規制値0.lng-TEQ/Nm3が 完全適用さ

れることになってお り,現 在そのためのごみ

焼却プラントの改装 ・更新が相次いでいる。

一方 ,一 般廃棄物(平 成9年 度5,120万t)

の78%が 直接焼却処理 され焼却灰が最終処分

場に持 ち込 まれ埋設処分 されている。この焼

却灰(同767万t)が 最終処分される廃棄物量

(1,201万t)の 約64%を 占める。現在,最 終処

分場 問題 が極め て深刻な問題 となってお り

(図2参 照),特 に大都市における確保が非常

置産業廃棄物1

■一般廃棄物

0

平成7年 度 平成8年 度 平成9年 度 平成10年 度 平成11年 度

注1)産 業廃棄物にはパルプ・NM業にStるものを除外(資 源エネルギー庁公益事業部電力技術課調べ)

注2}本 集計にはスーパーごみ発電は含まない

図1わ が国の廃棄物発電導入推移
200

150

宿

些

皿圃loo

50

16

14

■残余容量

▲残余年数

12癒

10

8

6
兀23456789

年 度

図2一 般廃棄物最終処 分場 の残余 容量 と残 余年数の推 移
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に困難 となっている。そのような状況で もあ

り,昨 今,灰 を減量するための処理法 として

溶融固化が注目されている。 これは,焼 却灰

を高温で溶融させ,ス ラグと呼ばれる固化物

として取 り出す ことで,焼 却灰を1/2～1/3程度

に減量で きるか らである。さらに,重 金属類

をスラグ中に閉 じ込 めることもで きるため,

処分場の延命化に貢献でき,同 時に,環 境特

性にも優れた方法であると考え られるためで

ある。なお,ス ラグは路盤材やコンクリー ト

骨材などへの再利用 も可能である。

3.ガ ス化溶融技術の特徴

従来の廃棄物発電は,ス トーカ炉,流 動床

炉に代表 されるように,ご み を直接焼却 し,

廃棄物 ……

空 気

熱分解工程

[主な特槻

金属未酸化回収

ボイラで熱回収を行い,蒸 気タービンで発電

を行 うものであった。この場合、灰は主 とし

て電気などの外部エネルギーで溶融するため

送電端効率が低かった。

一方 ,ガ ス化溶融技術 は,400℃ ～600℃ 程

度 という比較的低温で,空 気を断ち,ご みを

蒸 し焼 きにし,可 燃性の熱分解 ガスとし,そ

のガスをボイラで高温燃焼 させ蒸気 としてエ

ネルギー回収 し、蒸気タービンで発電すると

ともに,灰 を溶融 させ るシステムである。

このように,ガ ス化溶融技術 は,ご み 自身

の持つエネルギーで灰を溶融することができ

るため効率面で有利であると同時に,1,200℃

以上の高温でガスを燃焼 させるためダイオキ

シン類の発生を抑制する効果 もある。さらに,

金属類 を未酸化状態で回収で きることも大 き

なメリットである。

○

① …④
金 属他
(リサイクル〉

← 水

排ガス処理

○
気
じ

蒸
外

且
復水器(§

排ガ耀 ・ンパ州 ヒ 【 高 効 率

・還 元 域 回収(リ サ ・灰 の 溶 融 処理 ・高温焼却

蕪 鹸 適した状

[技術開発課題]

[(減 溶 率1/2～1/3溶融 スラグ/)(1200～1'300℃)

通常焼却灰]

・低 空気 比 燃 焼 に よ

る排 ガス量減

(空気比:

そ走来2.0⇒ 糸勺1.3)

・排 ガ ス損失 減

・所 内電 力

(電 気溶融炉分)

熱分解工程 灰溶融工程 排ガス処理工程 そ の 他

●安定供給 システムの開発 ●脱塩素化技術開発(SH加 ●高温 除塵 シス テムの 開発 ●低温脱硝装置の開発
(水分低減 によるごみの高 熱用の燃焼ガスの脱塩素 (SH過 熱用 の燃焼 ガス中 (排 ガス温度150℃ での脱

力 ロ リー化) 化) の灰 の除去 。ガス中の灰の 硝)

●廃 プラスチックの吹き込み 除去。排ガス条件700℃)

技術開発(熱 分解ガスの高 ●セラ ミック式高温空気加熱

カロリー化) 器 の開発(燃 焼 ガスとの熱

交換 による、SH高 温 空気

加熱)

図3ガ ス化溶融発電システムと技術開発課題
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表1各 種廃棄物ガス化溶融技術の特徴等

方式 特徴 技術課題
・外部燃料 であるコー クス ・外部燃料(コ ークス)が

「直接型熱分解溶融方式」 を用いることにより安定 必要

(シャフ ト炉方式) した溶融が可能 ・有価金属の回収が困難

・コンパ ク ト

・安定した熱分解ガス化反 ・設置スペースが他方式よ

「ロー タ リ ・キ 応が可能 り必要

「直結型熱分解 ルン方式」 ・有価金属を未酸化で回収

可能
溶融方式」(ガ

ス化溶融方式)

「流動床方式」

・高効率発電が期待される

・有価金属を未酸化で回収

可能

・不燃物の排出機構の確立

が必要
・安定な流動機構の確立が

1 必要

(出所:通 商産業省21世 紀に向けた発電技術懇談会1997年6月)

図3に ガス化溶融発電 システムの概略を示

す。 また,ガ ス化溶融技術の種類 と特徴を表

1に 示す。詳細は別途資料(1)に ゆずる。

4.ガ ス化溶融発電技術開発の経緯 と内

容

4.1概 要

(1)背 景

冒頭 に述べ たとお り,廃 棄物発電 は新エネ

ルギーの中で も比較的安定的な電源として期

待 されている。 しか し,従 来の廃棄物発電の

効率は事業用火力 などと比較すると非常 に低

く,そ の高効率化が課題 となっていた。そこ

で,当 所で はガス化溶融発電技術 に注 目し,

平成9年 度 にメーカーの協力 を得て,性 能及

び経済性 に関するFSを 実施するとともに,高

効率化のための開発課題の抽出を行った。

その結果,ガ ス化溶融技術は高効率化のた

めのポテ ンシャルを十分に有することが分か

った。また,以 下 に述べ るような開発課題が

提案 され,平 成10年 度か らプロジェク ト化さ

れ,以 下のような各要素技術開発が開始 され

た。(図3参 照)

① 蒸気温度上昇のための技術開発

発電効率 を向上 させるために最 も効果的な

手法の1つ は,蒸 気温度 ・圧力 を上げること

である。先 に述べたとお り,ご み中の塩素分

によるSHの 腐食問題があったため,従 来の廃

棄物発電プラントでは蒸気温度が300℃ 程度 に

抑えられて きた。高温蒸気条件である500℃ 達

成を目標に,ガ ス化溶融プラントにおけるSH

材料特性評価や間接加熱方式による蒸気高温

化,さ らには高温除塵装置による高塩素濃度

の腐食雰囲気 を低減する技術などを研究す る

ものである。

② 排ガス再加熱回避のための技術開発

廃棄物発電プラン トでは,排 ガス中のばい

じんや ダイオキシン類の除去のためにバグフ

ィルタを設けているが,そ の動作温度は150℃

程度である。 しかし,そ の後流にあるNOx除

去のための脱硝装置は,従 来技術では触媒の

性能上200～220℃ 程度で運転 しなければ十分

な性能が発揮で きない。そのためバ グフィル

タを通過 した後の排 ガスを再加熱す る必要が

ある。それには蒸気 タービンの抽気等からの

蒸気 を使用するため,蒸 気量が少な くな り発

電効率 を低下させ る一因となっている。そこ

で150℃ 程度で運転可能な低温脱硝装置を開発

し,効 率向上 を図るものである。

③ 自己熱溶融限界発熱量低減のための技術

開発
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廃棄物 ガス化溶融発電 システムでは,炉 形

式 にもよるが,外 部エネルギーを投入するこ

となく,ご み自身のエネルギーだけで灰 を溶

融することが可能である。 しか し,水 分の多

い低カロリーごみの場合は,補 助燃料を使用

す るなど外部エネルギーを投入 しなければ灰

を溶融することがで きない。多様化 しつつあ

るごみに対 して,ご みの自己燃焼熱で灰 を安

定的に溶融するために,脱 水機で機械的に水

分を除去 し,ご みのカロリーアップ,均 質化

を行 う、ごみの安定供給 システムの開発であ

る。

④ 外部燃料投入量削減のための技術開発

シャフ ト炉 タイプの直接溶融システムを活

用 した発電の高効率化 を図るためには,外 部

燃料であるコークスの投入量 を極力抑え,か

つ高 カロリーのガスをいかに得 るかがシステ

ム全体の効率アップに繋がる。シャフ ト炉内

に廃プラスチ ックを吹 き込み,適 正温度域で

燃焼 または熱分解 ガス化することにより,コ

ークスの量 を低減で きると同時に,熱 分解ガ

スの高 カロリー化 を図 り,効 率 と経済性の向

上を狙うものである。

(2)目 標

技術開発の目標は以下の とお りである。

① 発電端効率 を30%以 上 とし,送 電端効率

を極力高める。

② 灰は,有 効利用可能な溶融固化スラグ状

にして排出する。

③ ダイオキシン類は,新 設規制値 を充分下

回るレベルとする。

④ 経済性は,従 来技術に比べ,建 設費,運

転費 とも下回ること。

⑤ 回収金属類,副 生品のリサイクル特性が,

従来方式より優れていること。

4.2技 術開発 の成果概要

各要素技術開発は,メ ーカー6社 に再委託

され実施 された。 また,当 所内に 「ガス化溶

融発電技術開発評価委員会」(委 員長1平 岡正

勝 立命館大学エ コ ・テクノロジー研究セン

ター長、京都大学名誉教授)を 設置 し,試 験

内容の検討及び結果 を評価 した。

以下 に,各 要素技術開発の成果概要を述べ

る。なお,各 要素技術 開発 は,開 発メーカそ

れぞれのガス化溶融 システムの高効率化のた

めの技術開発である。

(1)蒸 気温度 上昇 のための技術 開発

①SH材 料の高温腐食性の評価及び高温除塵

システムの開発(三 井造船㈱)

ガス化溶融システムにおけるSH管 の最適材

料の選定を行 うとともに,ホ ットサイクロン,

またはセラ ミックフィルタを使用す る高温除

塵システムの除塵性能及びその後流でのSH管

腐食の評価 を行った。図4に,高 温除塵シス

テムのフロー図を示す。

試験の結果,ガ ス化溶融炉の腐食環境特性

は,溶 融塩腐食が支配的な領域ではス トーカ

炉などの従来炉 よ りも低いことが分かった。

これはガス化溶融炉が500℃ の高温蒸気 を得る

のに有利な炉であることを示唆するものであ

る。

SHの 上流 に設置 される高温除塵装置 として

は,セ ラミックフィルタが有望であることが

分かった。まず,セ ラ ミックフィルタを用い

たSH管 腐食の評価で,フ ィルタ後流の付着灰

は溶融開始温度が650℃ 以上の高融点腐食灰で

あることが確認 された。SH上 流に除塵装置を
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図

廃熱ボイラ

図

スラグ冷却

図4高 温除塵 システム

設置することにより低融点灰が捕足 され,後

流では高融点腐食灰が主体 となる。このため,

500℃ の高温蒸気を得るために必要なメタル温

度域でも溶融塩腐食の発生を防止できること

が確認された。

② 熱分解工程における脱塩素化技術の開発

(三菱重工業㈱)

廃棄物発電の蒸気条件が400℃ 以下 と低 く抑

えられてきた理由として塩素分によるSHの 腐

食問題が大 きく影響 していることは先 に述べ

た。従って,発 電効率向上につながる蒸気温

度上昇のためにはSH部 での塩素濃度を低減 さ

せ ることが重要である。熱分解工程で脱塩素

した残留固形分,チ ャーの燃焼ガス中の塩化

水素(HCI)濃 度 は低いので腐食問題が起 こ

りにくく,低 コス トの既存ボイラ材料 を使用

してSH蒸 気条件540℃ ×100ata以上,発 電端効

率30%以 上の性能が期待で きる。その検証 と

必要技術 を開発するため,熱 分解工程での脱

塩素技術の適用,及 び材料腐食試験等 を行っ

た。図5に フロー図を示す。

試験 の結果,熱 分解温度を400～450℃ 程度

とす ることにより高効率な脱塩素化が可能で

あ り,ご み質の変動等運転状況により変化は

するがチ ャー側のHCI濃 度 を100ppm程 度 に抑

制できることが実証炉で確認で きた。従来型

図5脱 塩素化技術の開発

では数百～1,000ppm程 度である。

また,ラ ボ及び,実 証炉 を用いて材料試験

を行った結果,脱 塩素化技術 を適用すれば,

500℃ 級プ ラン トで も超高級材料(例 えば,

Alloy625)を 使用せず に,よ り低廉 な材料

(例えば,Alloy825)を 実機に採用できること

が示唆 された。

③ セラミック式空気加熱器の開発(㈱ 荏原

製作所)

SH管 の腐食問題解決のため,炉 内に設置 さ

れたセラミック式空気加熱器を用いて700℃ 程

度の高温空気 を発生 させ,そ の高温空気によ

り炉外 に設置 された間接式熱交換器で空気 と

蒸気の熱交換 を行い,最 終的には高温腐食 を

生 じさせないで500℃ の高温蒸気 を得ることを

目的とする。実証試験及び各種シ ミュレーシ

ョンを行い,評 価 を行 った。図6に フローを

示す。

高温空気加熱器の設置されるガス化溶融炉

出口の高温腐食環境において,セ ラミック製

伝熱管(SiC)は 管温度1,000℃ 程度 までは優

れた耐久性 を示 した。実証試験結果か らその

年間減肉量 は1mm以 下 と推定される。 また,

実規模の施設における管温度分布の試算 を行

ったところ,約150℃ の空気を700℃ 以上に加

熱する場合,管 温度を1,000℃ 以下 とす ること

が可能であることが確認された。

第24巻 第2号(2001)
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図6高 温空気加熱器フロー図

(2)排 ガス再加熱 回避 のための技術 開発

「低温脱硝装置の開発」(川崎重工業㈱)

従来200～220℃ 程度で運転 していた脱硝装

置を使用 し150℃ で脱硝効率75%以 上を達成す

ることを目標に,触 媒の選定,及 び耐久性試

験等を行った。図7に フローを示す。

従来のチタンーバナジウム系触媒に改良 を

加え,低 温脱硝用高性能ハニカム触媒(Ti.v-

Mo)を 開発 した。ラボ試験の結果,こ の触媒

は150℃ で75%以 上の脱硝率を達成できること

がわかった。

また,新 たな触媒として高性能マンガン系

触媒(Mn-Ce-Tio2)を 見出した。現状では耐

久性,ハ ニカム成型性 に課題が残 るものの,

低温活性が高い ことか ら,ダ イオキシン類低

減用等,他 の系への応用が期待される。

(3)自 己熱溶融限界発熱量低 減の ための

技術 開発

一 「廃棄物安定供給システムの開発」

(日立造船㈱)

高温排ガスを使用する乾燥機の性能面及び

経済面での課題 を克服 し,熱 的 ・機械的に効

率の高い機械式脱水機の実用化のために,パ

イロッ ト試験及び実証試験を行 った。図8に

フロー図を示す。

試験結果か ら,脱 水後のごみ水分値が40%

近 くになるまで脱水可能であることが分かっ

た。また,乾 燥 システムと比べ,設 置面積,

消費動力等の点で脱水 システムが有利である

ことが分かった。

脱水分離水 については,二 段脱水 を行い,

分離水を二次燃焼炉に噴霧 し蒸発 させること

により,汚 水の無放流プラントが可能 となっ

た。
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(4)外 部燃料投入量削減の ための技術 開

発

一 「廃プラスチックの吹 き込み技術の開

発」(新 日本製鐵㈱)

廃 プラスチ ック吹 き込み技術確立 のため,

実証装置 を用いた試験及び各種 シミュレーシ

ョンを行 った。図9に フロー図を示す。

実証設備により,シ ャフ ト炉へのフラフ状

廃プラスチ ック吹 き込み試験を行い,コ ーク

ス比30kg/ご みtレ ベルという従来よりも30%

以上低い低 コークス比運転を確認 した。安定

したスラグの排出も確認 されてお り,廃 プラ

スチ ック吹 き込みでは,廃 プラスチックは単

にコークスの燃料機能だけではな く,コ ーク

スの還元剤機能 も十分代替できることが確認

され,こ の技術の実用性 について見通 しを得

た。

5.FS検 討結 果

前述の要素技術開発の成果をもとに,実 機

規模でのFSを 実施 した。実施 したFSは 以下の

2とお りである。

① 個別 トータルシステムの検討

各要素技術 を単体で適用 した場合のFS

② 最適 トータルシステムの検討

各要素技術 を組み合わせて最高効率 を狙 っ

たFS

評価は,蒸 気条件400℃ ×40ataで,従 来技

術のみのプラン トをベース として,開 発技術

を適用 した場合 と比較することにより行った。

比較す る項 目は,性 能面に関 しては 「発電端

効率」,「送電端効率」,経 済性に関 しては 「ご

み処理単価」である。

ごみ処理単価は以下の とおり定義する。

図9廃 プラスチ ック吹き込 み フロー図

資本費+ラ ンニ ングコス トー売電収入(円)ごみ処理単価
=

年間 ごみ処理量(t)

以下にFS検 討結果 を述べる。

(1)個 別 卜一タル システムの検討

主な検討条件 を表2に,試 算結果を図10に

示す。

表2主 な検討条件

バ グフィルタ、脱硝装置 を設置 し、

バ グフィルタ入 ロ温度:150。C～180。C

脱硝入 ロ温度:200。C～21(fC

とす る。

400～3.92MPa(40ata)を ベース と

して、開発 技術を適用 した場合 と比

較す る。

ここでは600t/d(ト ン/日),空 冷復水器で

の検討結果を述べ,規 模依存性は後述する。

① 高温除塵装置による高効率化

セラ ミックフィル タを採用 し,蒸 気条件

を500℃ ×100ataと することにより,発 電端効

率,送 電端効率 とも大 きく向上する。経済性

も,従 来技術 より若干改善される。

② 脱塩素化技術 による高効率化

脱 塩 素 化 技 術 を採 用 し,蒸 気 条 件 を

500℃ ×100ataと することにより,発電端効率,

送電端効率 とも大きく向上する。

第24巻 第2号(2001)
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脱塩素化により効率向上が図れることに加

え,Alloy825等 の比較的安価な材料の使用が

可能 となること,さ らに設備費がほとんど増

加 しないため経済性は大きく向上する。

③ 高温空気加熱器による高効率化

高 温空 気加 熱器 を採用 し,蒸 気 条件 を

500℃ ×100ataと することにより,発電端効率,

送電端効率 とも大きく向上する。

経済性は若干悪化する。これはセラミック

管の単価の影響 よりも,蒸 気条件上昇による

ボイラ耐圧部等のコス トアップによるもので

ある。

④ 低温脱硝装置による高効率化

低温脱硝装置を採用 し,210℃ の脱硝入口温

度を170℃ にすることにより,発 電端効率,送

電端効率 とも若干向上する。ラボ試験では脱

硝入口温度150℃ で75%の 脱硝効率が得 られて

いるが,実 機採用 となると諸条件の見直 しが

必要でFSで は170℃ とした。

効率の向上はそれほど大 きくないが,脱 硝

設備 自体のコス トアップはほとんど無 く,経

済性は若干向上する。

⑤ 脱水装置による高効率化

機械式脱水 システムは40%程 度 までの脱水

が限界であるため,こ こでは分別 ごみ(1,700

kcal/kg,水 分46.2%)を 用いて試算 を行った。

ベースプラントは乾燥機で前処理を行 うもの

を想定 し,そ の場合の乾燥機出口のごみ水分

を20%と した。

脱水装置の採用により,発 電端効率,送 電

端効率とも2%程 度向上する。効率の向上は,

脱水機の採用で乾燥 に使用する排ガスが不要

となるためボイラ効率が上昇 し,そ れにより

発電端効率 も上昇 したことによるものである。

また,効 率向上が図れることに加え,設 備費

も減少することから経済性は大 きく向上する。

⑥ 廃 プラスチック吹き込み技術による高効

率化

廃プラスチック単価 は10円/kg,コ ークス

単価は22円/kgと して試算を行 った。また,

廃 プラスチ ック吹 き込み量 は試験結果 より20

kg/ご みtと した。

廃プラスチ ック吹き込み技術 を採用す るこ

とにより,シ ャフ ト炉内での燃焼効率が上が

り,空 気比を低下 させることがで きるため排

ガス損失が低減 し,発 電端効率,送 電端効率

とも0.5%程 度向上する。

設備費は若干増加するが,廃 プラスチ ックの

価格がコークスに比べ安いため経済性は大 き

く向上する。

(2)最 適 トータル システ ムの検討

本技術開発で開発 した各要素技術の うち組

合せ可能なもの を検討 し,最 高効率を達成す

るシステムを検討 した。先にも述べ たとお り

メーカー6社 はそれぞれ独 自のガス化溶融シ

ステムを持 ってお り,そ れぞれに適合す る技

術 開発 を行 ったため,す べての開発技術が互

いに流用可能と言うわけではない。ここでは,

その1例 を紹介する。

主な検討条件を表3に,検 討結果を図11に

示す。これは,三 菱重工業の流動床 ガス化溶

融システムに脱塩素化技術 を適用 し,さ らに

川崎重工業で開発 した低温脱硝装置を組み合

わせたものである。さらに高効率を狙 うため,

復水器を水冷式 にした。その結果,発 電端効

率は31%と,当 初 目標であった30%以 上 を達

成す ることがで きた。 また,送 電端効率 も

26%と 非常に高い値 となった。

本稿では紹介 していないが,各 社それぞれの

第24巻 第2号(2001)
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表3最 適 トータルシステムの主な検討条件

従来システム1最 適システム

ごみ処理規模 600t/d

システム構成 流動床式ガス化溶融システム

流動床式ガス化溶融システム

十

脱塩素化技術

十

低温脱硝装置

蒸気条件 400。C×40ata 500。C×100ata

脱硝装置入ロ温度 210。C(従 来 型脱硝 装置) 170。C(低 温脱 硝装 置)

復水器形式 空冷復水器(排圧0.2a切 水 冷復 水器(排 圧0.05ata)

ガス化溶融システムも,蒸 気条件を500℃ まで

上げ,低 温脱硝装置を用い,復 水器を水冷式

とす ることにより発電端効率30%を,ほ ぼ達

成することができる。

経済性 に関 しても,高 効率化 による売電収入

の増加が設備のコス トアップ分 を上回るため,

図のとおり従来システムを大 きく上回る。

(3)規 模依存性及 びス トーカ炉 との比較

ごみ処理規模 による性能,及 び経済性 に関

して灰溶融設備付のス トーカ炉 と比較 した も

のを図12,図13に 示す。復水器は空冷式で試

算を行っている。また,建 設単価は同規模 の

ス トーカ炉,ガ ス化溶融炉では同等 とした。

発電端効率,送 電端効率 とも同一条件で比

較 した場合,ガ ス化溶融炉は灰溶融設備付 の

ス トーカ炉 を上回る。 とくに送電端効率 は,

ガス化溶融炉では灰溶融設備での電力消費が

ないため,ス トーカ炉 との差が大 きい。 また,

両者 とも蒸気タービンによる発電 を行ってい

るため,小 規模 になるほど効率は低下する。

経済性に関 しても,ガ ス化溶融炉 は送電端

効率が高いため,ス トーカ炉を大 きく上回る。

6.ま とめと今後の課題

(1)個 別 卜一タル システム

開発技術 を単独で用いた場合,蒸 気温度上
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図11最 適 システム試算結果例

昇 により600t/d規 模,空 冷復水器の場合で発

電端効率は26%程 度,送 電端効率は20%程 度

まで向上することができる。

経済性は,ほ ぼ開発技術 の適用により,従

来の蒸気条件の場合,従 来技術 を上回る。 し

か し,蒸 気条件を上げた場合,ボ イラ耐圧部

など技術 開発部分以外のコス トアップにより

経済性が悪化するケース も見 られた。その場

合 もスケールアップにより若干の経済性向上

が図れる。

(2)最 適 トー タル システム

他社開発技術を組み合わせ,水 冷復水器を

用 いることにより目標である発電端効率30%

を達成 した。本稿で紹介 した例の ように,送

電端効率でも,26%を 達成する組み合わせ も

ある。経済性では,上 述の とお り蒸気条件 を

向上 させるためのコス トアップによ り悪化す

るケース も見 られたが多 くの場合改善される

方向であった。ベース となるプラントは各社

のノウハウにかかる部分であ り,各 社の単純

比較はで きないが,目 標発電端効率 を30%と

する技術 開発の適用 による効率向上 と経済性

一54一
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成立 とい う目標はほぼ達成で きたもの と考 え

る。

(3)ス トーカ炉 との比較

灰溶融設備付ス トーカ炉 と比較 した場合,

600t/d程 度以下のごみ処理規模では性能面,

経済性の両面 においてガス化溶融炉 に優位性

があることが分かった。灰溶融設備付 ス トー

カ炉では灰溶融に外部エネルギーを必要 とす

るため発電量の うち自家消費する所内率が高

く,特 に小規模 になると送電端効率が極端 に

低下する。従 って,小 規模 になるほどガス化

溶融炉の優i位性が大 きくなる。

600t/d以上の大規模プラン トになると,両 方

式 ともスケールメリットが出て くるが,も し

同一スケールでの大型化が可能であれば,ガ

ス化溶融炉の経済性 はさらに良 くなる と思わ

れる。 しか し,現 在実用化 されているもの,

あるいはメーカーで検討 しているところによ

れば1炉 あた りの最大容量は200～300t/d程 度が

限界であ り,大 型施設ではス トーカ炉の採用

が現実的であると考える。
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(4)今 後の課題

今後の課題 をまとめると以下の とお りとな

るQ

① 経済性

蒸気温度上昇のための技術開発 では,そ の

適用 により経済性が悪化す るものがあった。

しか し,FS検 討結果から明 らかなように,効

率向上のためには蒸気温度上昇が最 も効果的

であ り,発 電端効率30%達 成のためには蒸気

条件 向上は必須である。従 って,経 済性の悪

化はある程度避 けられない問題であると思わ

れる。施設の大規模化による経済性向上を図

ること,ま たは高効率廃棄物発電による二酸

化炭素削減効果を経済面に反映 させる方策等

も考 える必要がある。

経済性 を向上させ るには,送 電端効率の向

上,す なわち高効率化,設 備費及びランニン

グコス トの削減が必要である。本技術開発の

各要素技術はいずれも消費電力 を大幅にアッ

プさせるものではない。各社試算 の送電端効

率のばらつ きはそれぞれのプラン トシステム

独 自のもので,本 技術 開発 とは直接的には関

係 ない部分であるが,経 済性を向上 させるた

第24巻 第2号(2001) 一55一



めには,今 後所 内電力を削減するための方策

も検討する必要がある。

② 小規模施設の高効率化

ガス化溶融発電システムは,600t/d規 模では

発電端効率30%を 達成 し,経 済的にも性能面

でもス トーカ炉などの従来型発電システムを

上回る可能性を有 している。一方,約200t/d以

下の小規模でも従来型発電システムを上回る

が,蒸 気タービンにより発電を行っているこ

とか ら従来型発電 システム と同様,効 率が悪

く,経 済性は大規模施設 と比べ良 くない。今

後,約200t/d以 下の規模で高効率発電 を行 い,

例えば、ガスエ ンジン発電によるガス変換 シ

ステムなど経済性 にも優れた廃棄物発電 シス

テムの検討が必要であろう。

(5)実 用化に むけて

日立造船の脱水機は,本 技術 開発で使用 し

た二軸式 とはタイプの異なる一軸式であるが,

実機への採用が決定 している。そこでの運転

結果から今後,二 軸式脱水機が採用 されてい

くものと思われる。また,荏 原製作所の高温

空気加熱器 は,現 時点では蒸気発生を目的 と

したものではないが,燃 焼空気加熱用の高温

空気加熱器 も実機への採用が決 まってお り,

今後高効率発電用の空気加熱器が採用 されて

い く可能性がある。川崎重工業の低温脱硝装

置は,既 に185℃ での実機運転が確認されてお

り,さ らに低温での実機運転 により耐久性を

見極めてい くものと期待される。

実証試験期間が短期間であったため,SH材

料や脱硝触媒の寿命評価などについては,さ

らに長時間の試験 を行 う必要がある。FSで あ

る程度の仮定の下に試算 を行 ってはいるが,

より正確な試算 を行 うため,ま た実用化のた

めにはさらなる実証的検討が必要である。

7.お わ り に

ガス化溶融 システムは,近 年急速にその導

入が進んで きている。発電設備の無いものを

含めたごみ焼却施設の2000年 度受注のうち約

半数がガス化溶融炉 とい う状況である。今後

その役割はます ます大 きくなってい く可能性

がある。本技術開発が活かされ,高 効率 ガス

化溶融発電プラン トの早期実用化が進むこと

を期待するものである。 また,本 稿では紹介

しなかったが,本 技術開発の一環 として 「廃

棄物ガス変換技術」に関するFSも 実施 してき

た。これは,特 に小規模プラントでの発電効

率の改善を狙 ったものであるが,別 途報告 し

たいと考えている。
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[調査研究報告]

電 気 二 重 層 キ ャ パ シ タ を 用 い た

高 効 率 電 力 貯 蔵 シ ス テ ム

蓮 池 宏((財1エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 主剤管研究員)!轡

山 岸 政 章((株)パ ワーシステム代表取締役社長)

嘱

幅}

一
1.は じ め に

電力は使い勝手の非常に良いエネルギーで

あるが,貯 蔵が容易でないことが短所の1つ

とされている。電力を貯蔵する技術 としては,

大規模なものは揚水発電が,小 規模なもので

は二次電池が実用化 されているが,よ り一層

の高効率,コ ンパク ト性,汎 用性 などを求め

て各種の技術開発が行 われている。特 に,電

力需要の昼夜較差を平準化する電力負荷平準

化 システムへの適用 に向けては,新 型二次電

池,圧 縮空気貯蔵,海 水揚水発電,地 下揚水

発電,フ ライホイール,超 電導マグネッ トな

ど多 くの技術が研究 されている。

電気二重層キャパ シタ(以 下,誤 解 を生 じ

ない と思われる場合は単に 「キャパシタ」 と

記す)は,充 放電効率が高い,耐 久性が優れ

ている,メ ンテナンスが容易という特徴から,

新 しい電力貯蔵技術 として注目されている。

(財)エ ネルギー総合工学研究所 と㈱パ ワ

ーシステムは,新 エネルギー ・産業技術総合

開発機構(NEDO)か らの委託 により 「負荷

平準化用キャパ シタシステムの実証調査」 を

平成9～ll年 度 に実施 し,キ ャパシタの負荷

平準化用電力貯蔵システムへの適用可能性 を

実証 ・検討 した。このうち,平 成9年 度の成

果については季報 『エネルギー総合工学』第

21巻 第4号 に報告 している(1)。 本稿 では,

「負荷平準化用キ ャパ シタシステムの実証調

査」の3年 間の成果(2)に 加えて,平 成12年

度に引 き続き実施 した同調査の 「フォローア

ップ研究」 における成果(3)を 含めて紹介す

る。

2.電 力貯蔵 システムの構成

負荷平準化用キャパ シタシステムの実証調

査(以 下 「実証調査」)で は,平 成9年 度にお

ける単セルの製作,平 成10年 度におけるモジ

ュールの製作 を経て,平 成11年 度に出力2kW,

貯蔵容量4kWhの 電力貯蔵システムを製作 し

た。製作 した電力貯蔵 システムの諸元 を表1

に,回 路構成 を図1に,外 観 を図2に 示す。

表1電 力貯蔵 システムの諸元(2)

項 目 諸 元

定格電圧 216V(DC)

総蓄電容量 5,760Wh(DC)

利用可能電力量 4,300Wh(AC)

外形寸法(バ ンク) 637(W)×1118(H)×793(D)mm

体 積(〃) 565L(蹴er)

エネルギ ー密 度(〃) 10Wh/L

交直変換器AC出 力 100V±10%,50160Hz,2kW

第24巻 第2号(2001)
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図1電 力貯蔵 システムの回路構成図

図1に 示 した よ う に,本 シ ス テ ム は 商 用 電

力 の 貯 蔵 を想 定 して 双 方 向 の交 直 変 換 装 置 ま

で を含 ん だ構 成 とな っ て い る 。 シ ス テ ム の 総

蓄 電 容 量 は5.8kWh(DC)で あ り,放 電 深 度

(0.88),イ ン バ ー タ効 率(0.95),マ ー ジ ン

(0.9)を 加 味 した 交 流 端 で の 利 用 可 能 電 力 量

は4.3kWhで あ る。

電 力 を貯 蔵 す る キ ャパ シ タ バ ン ク の 構 成 と

して は,ま ず1個18Whの 容 量 の セ ル10個 で1

個 の モ ジ ュ ー ル を構 成 し,モ ジ ュ ー ル32個 で

バ ンク を構 成 して い る 。32個 の バ ン ク は6個

の ブ ロ ック に分 か れ て お り(図1のC1～C6),

充 放 電 の 途 中 で ス イ ッ チ(図1のS1-1～S4)

を開 閉 し て ブ ロ ッ クの 直 並 列 を切 り替 え る 仕

組 み に な っ て い る 。 こ れ は,バ ン ク の 電 圧 変

動 を 一 定 範 囲 内 に抑 え る た め の もの で あ り,

そ の 動 作 は次 項 で示 す 。

本 シス テ ム に用 い た 単 セ ル の諸 元 を表2に,

外 観 を 図3に 示 す 。 ま た,単 セ ル を10個 収 納

した モ ジ ュ ー ル の 外 観 を 図4に 示 す 。 単 セ ル

に お け る16.6Wh/Lと い うエ ネ ル ギ ー 密 度 は,

二 次 電 池 に比 べ れ ば 高 い値 で は な い が,電 気

二 重 層 キ ャパ シ タ と して は 画 期 的 な性 能 で あ

る 。 こ の 単 セ ル を,平 成9年 度 に37個,10年

度 に150個 製作 し,自 己放 電,温 度 特 性,繰 り

返 し充 放 電 な どの 試 験 を行 っ た 。 そ して 平 成

図2電 力貯蔵 システムの外観(2)

11年度に製作 した320個 を電力貯蔵システム用

に供 した。

電気二重層キャパ シタを直列接続する場合,

システムの最大電圧 を 〔単セル最大電圧×直

列接続数〕の70%程 度 に抑えることが,過 去

には しば しば行われてきた。これは,直 列接

続 した各セルへの電圧配分が一般 には均一に

ならないことから,印 加電圧に余裕を持たせ

てセルを保護するためである。その結果,蓄

えられるエネルギー(最 大電圧の2乗 に比例)

は減少す ることになっていた。 これに対 し本

システムでは,並 列モニタ(4)と 呼ぶセル電

圧制御回路(図4の 黒い蓋 に取 り付 けられて

いる)を 各セル毎に設けることによって,〔単

セル最大電圧 ×直列接続数〕までの充電を可

能 にしている。これにより,全 てのセルの蓄

電容量 を無駄なく利用することが可能になる。

表2単 セルの諸元

項 目 諸 元

静電容量 18.700F

最大電圧 2.7V

体 積 1.13L(liter)

エネル ギー容量 18.8Wh

エネル ギー密度 16.6Wh/L

正規化内部抵抗 108ΩF

注:諸 元値 は平成11年 度製作 の320個 の平均

静電容量はエネルギー換算法による

一58一
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図5単 セル の充放電 サイクル試験結果(3)

たデータからは,1万 サイクルでの容量低下

は9～10%程 度と試算される。

この他の単セル試験 としては,自 己放電率

と温度特性を測定 した。 自己放電率について

は,20℃ における72時 間の自己放電は,満 充

電 でのエ ネルギー容量 の12～16%で あ り,

20%/72時 間 と設定 していた目標性能値 はク

リアした。ただ し,充 放電サイクルが数時間

以上 もある負荷平準化システム用には必ず し

も満足で きる性能ではない。充電8時 間,放

電4時 間という条件では,損 失全体 に占める

割合は,内 部抵抗によるオーム損失 より自己

放電 による損失の方が大 きくなって しまう。

「実証調査」で製作 したセルは自己放電の低減

について特別な注意は払っていなかったため,

試験後 に別途検討 を行ってお り,自 己放電特

性の大幅な改善が可能との見通 しを得ている。

温度特性については20℃ を基準 として10℃

での容量低下 はわずか1%,-10℃ で も8%

減,と い う結果が得 られた。低温時は内部抵

80鴇

60

40

20

0

10000

抗が増大するが,電 流が流れれば抵抗 による

損失分が熱に変わってセルの温度 を上げる。

このことを考慮すると,キ ャパ シタは少なく

とも一10℃ 程度までは強制的な加温装置は不

要であると考えられる。

(2)電 力 貯 蔵 シ ス テ ム の 試 験 結 果

電 力 貯 蔵 シ ス テ ム の 充 放 電 サ イ ク ル 試 験 は,

「実 証 調 査 」 で は50サ イ ク ル,「 フ ォロ ー ア ッ

プ研 究」 で は運 転 条件 を若 干 変 更 して270サ イ

クル 実 施 した。 図6は 「フ ォ ロ ー ア ップ研 究 」

に お け る 結 果 を ま とめ た もの で あ る 。 キ ャパ

シ タバ ン クの 充 放 電 効 率(DC-DC)は,初 回

の96%か ら始 ま り,94～91%と 漸 減 して い る。

これ に対 して,交 直 変 換 装 置 の効 率 は キ ャパ

シ タバ ン ク へ の 充 電 が 約95.5%,放 電 が 約

96.5%と 一 定 で あ る 。 こ の 結 果,総 合 効 率

(AC-AC)は,初 期 に88%を 記 録 し,そ の後

ゆ るや か に86。5%～83.5%へ と推 移 して い る。

総 合 効 率 で85%以 上 とい う値 は,二 次 電 池 に

一60一
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図6電 力貯蔵 システムの充放電効率(3)

よる電力貯蔵システムより10ポ イン ト程度高

い値であり,AC-ACの 実証値 としては,筆 者

らの知る限 り,各 種電力貯蔵技術の開発 の歴

史のなかで最高の値である。

そ して,こ の効率はさらに向上する可能性

がある。単 セルの試験結果で述べたように,

自己放電の低減 については改善の余地が大 き

く,自 己放電特性を改善 したセルを用いれば,

AC-ACで90%を 超える値 も実現可能であると
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予想される。

なお,バ ンク効率が徐 々に低下 しているの

は,容 器のシールに問題があったため と考え

られる。この点については,次 項で詳述する。

図7は,充 放電におけるキャパ シタバ ンク

の電圧変化である。前項で述べたブロックの

直並列の切 り替えが充電 ・放電の過程で3回

ずつ行われている。図8は ブロックの直並列

切 り替えの模式図である。充電開始時はmode一

100200300400500

時 間[分]

図7キ ャ パ シ タ バ ン ク の 直 流 端 電 圧(3)
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図8ブ ロ ックの直並列の切 り替 え(2)

4の 状態にあ り,充 電が進んで総電圧が一定

値 に達するとmode-3,mode-2と 切 り替わり,

最終的にはmode-1の 状態になる。そして,放

電時は逆の経路を辿る。

これまで,電 気二重層キャパ シタは電圧変

動が大 きいため二次電池 に比べて交直変換器

のコス ト・効率の面で不利 になるという懸念

があったが,セ ルの直並列数を切 り替 えるこ

とにより,効 率,コ ス ト等の大 きな犠牲なし

に二次電池 と同 じ程度の電圧変動範囲(図7

では中央値±15%)に 収めることが可能にな

った。この電圧 カーブはサイクル試験の終了

まで全 く崩れを見せず,ブ ロックの直並列切

り替えが健全に動作することが確認された。

また図7で は,仕 様 どお り 〔単セル最大電

圧 ×直列接続数〕の216Vま で充電が行われて

いることも確認で きる。

(3)電 力貯蔵 システムの試験 中止 の原 因

と対策

フォローアップ研究 における電力貯蔵シス

テムの充放電試験は,270サ イクル目に一部の

モジュールの電圧が定格まで上昇 しな くなり,

運転 を停止 した。調査 の結果,電 圧が上昇 し

な くなった原因は,1個 のキャパシタモジュ

ール内の並列モニ タ回路が,電 解液の漏洩 に

よってシ ョー トしたためであった。モジュー

ル内の各セルには漏液以外に異常はなかった。

単セルの試験では2,200サ イクルまで充放電

効率の低下はわずかであった(図5参 照)の

に対 し,シ ステムの試験では200サ イクル程度

でもキャパシタバ ンクの充放電効率が明 らか

に低下してきていた(図6参 照)が,こ れは,

漏液 した箇所からの水分の混入により電解液

の分解が起こり内部抵抗が増加 したため と推

測 される。

従来の電気二重層キャパ シタには,ア ル ミ

ニ ウム製のハー ドケースが一般に使 われて き

た。この方式は先行例が豊富で失敗 のない無

難な選択であ り,採 用 していれば漏液は防止

で きた可能性が高い。 しかしなが ら 「実証調

査」では,高 エネルギー密度の確保,将 来的

なコス ト低減の可能性 などを重視 してキャパ

シタ用 としては先行実施例が乏 しい熱融着多
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層 ラミネー トフィルム容器をあえて採用 した

という経緯がある。

単セルの充放電サイクル試験では2,200サ イ

クルまで健全であったラミネー トフィルム容

器が,シ ステムの試験では漏液 を生 じたこと

については,複 数のセルをモジュールに組み

上げる際にシー トの折 り曲げ部分へ機械的ス

トレスがかかったことが影響 していると推測

される。なお,多 数のセルを接続 して使用 し

ている中で一部のセルに過大な電圧が印加 さ

れた可能性 も検討 したが,電 圧制御の異常は

発見 されず,制 御システムは設計 どお り正常

に動作 していたと考えられる。

原理的に電気二重層キャパシタは充放電 に

伴 う劣化が非常に少 ないが,現 実のキャパ シ

タシステムではセルの容器の良否がその耐久

性に大 きく影響 し,信 頼性 を左右する重要な

ポイン トであることが明らかになった。

「実証調査」においてラミネー トフィルム

容器 を用いたセルおよびモジュールを多数製

作 した経験 をもとに,こ の方式の改良研究は

現在 も継続 している。 フィルムの厚 さ,包 み

方(角 での折 り曲げの処理),シ ール技術など

の再検討を行い,250cc程 度の小型セルでは,

モジュールに組み上げた状態で振動試験に耐

え,高 温負荷試験では70℃ で1,000時 間以上を

クリア している。そ して,更 なる長期使用 を

想定 して技術の改良を進めている。

こうした実績は,本 研究に用いたような大

型セルとそのモジュールに対 して も適用が可

能であ り,次 の製作の機会には格段 に進歩 し

たラミネー トフィルム容器の耐久性 と信頼性

を実証で きると考えている。そ して,多 層 ラ

ミネー トフィルム容器 を用いた場合のモジュ

ール単位 での耐久性 ・信頼性の問題が解決さ

れれば,キ ャパ シタシステムとして も単 セル

で達成 された2,200回 以上のサイクル寿命を達

成 し,充 放電効率 も初期値 とほとんど変わら

ない値を維持す ることが十分 に可能 と考 えら

れる。

4.エ ネルギー密度向上の研究

一第二世代の炭素材料の利用一

電力貯蔵システムに用いたセルのエ ネルギ

ー密度16 .6Wh/Lは,従 来の電気二重層 キャパ

シタのエネルギー密度2～3Wh/Lと 比較すれ

ば格段の進歩であった。 しか しこれでも二次

電池 と比較すれば,よ うや く下の端に手が届

いたレベルである。エネルギー密度の向上は,

設置スペースの節約 とコス ト低減の二つの観

点か らキャパ シタにとって最 も重要な技術課

題であ り,追 究を続けてい く必要のあるテー

マである。

電気二重層キャパ シタの電極には,シ ステ

ムの実証用 に用 いた16.6Wh/Lの セル も含め

て,従 来か ら活性炭が用いられて きた。活性

炭の多孔性 と巨大な細孔面積は電気二重層キ

ャパシタの電極 として非常 に適 している。 し

か し,活 性炭の表面 に存在する官能基 と活性

炭 自体がもたらす化学的活性が,電 気二重層

キャパ シタを構成 した ときの電解液の分解電

圧 を低下させ,電 圧 を高めたとき寿命 を制約

する要因となっている。

こうした背景か ら活性炭以外の材料の研究

が種々行われているが,そ のなかで岡村 ら(5)

(6)が 発見 した 「活性化された非多孔性炭素」

を用いた分極性電極は,従 来の活性炭電極で

は到達で きなかった静電容量密度 と耐電圧が

得 られることが実証 されている。
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この 「非多孔性炭素」の出発原料 としては

種々の炭素材料,た とえば石油 コークス,石

油 ピッチ,メ ソフェーズカーボン,あ るいは

不融化 した塩化 ビニールな どを用いることが

で きる。 これ らの原料 をあ らか じめ800～

900℃ で炭素化 し,さ らに活性炭製造における

水酸化カ リウム賦活 と同様 な処理 を加 える。

ここで得 られる材料は800m2/g以 下 と活性炭と

は呼べない小 さな比表面積となる(7)。

キャパシタへの適用は,活 性炭粉末の場合

とほぼ同様にシー ト化 して分極性電極に用い

る。電解液 も従来 と同じ有機電解液が利用で

きる。変わっているのはその先で,完 成 した

キャパ シタを充電すると,最 初の充電で電圧

が加わるとともに電極が極端 に(何 の処置 も

しなければ1.5～3倍 に)膨 張す る。 これは実

用上困るので,外 部から力を加えて膨張 を抑

える。電圧の上昇とともに膨張圧力が増加 し,

同時 に静電容量が増大 してい く。その状況を

図9に 示 した。非多孔性炭素 による電気二重

層キャパシタの特徴は,電 極材料の官能基な

どによる触媒的な作用が活性炭に比べて低い

ため,耐 電圧が高 く得 られる点にある。 また,

静電容量密度 も非多孔性炭素の方が大 きく得

られる。

一 〇.9
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Σ0.5

ぢ
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図9新 し い 炭 素 材 料 を用 い た キ ャ パ シ

タ の 充 電 サ イ ク ル と圧 力(6)

表4新 しい炭素材料 を用 いたキ ャパ シ

タの諸元(2)

項 目 諸 元

静電容量 3.464F

最大電圧 3.2V

体積 0.183L(liter)

エ ネル ギー容 量 4.81Wh

エ ネル ギー密 度 26.7Wh/L

正規化内部抵抗 42ΩF

注:静 電容量 はエネルギー換算法 による

図10新 しい炭素材料 を用 いた高 エネル

ギー密度 キャパ シタ

「実 証 調 査 」 で は こ の 炭 素 材 料 を 用 い て

180ccの 単 セ ル を製 造 した 。表4に 諸 元 を,図

10に セ ル の 写 真 を 示 す 。 エ ネ ル ギ ー 密 度 は,

26.7Wh/Lと い う従 来 の 電 気 二 重 層 キ ャパ シ タ

の 常 識 を覆 す よ うな値 が 得 ら れ た 。

一 方
,実 験 室 レベ ル の研 究 用 セ ル と して は,

電 極 対 の 端 子 間 電 圧 と 静 電 容 量 で3.5V,

33F/mLと い う性 能 が 得 られ て い る(7)。 この

電 極 性 能 を も とに 実 現 で きる セ ル の エ ネ ル ギ

ー 密 度 を計 算 す る と
,セ パ レー タ な ど を 除 い

た 電 極 有 効 体 積 を90%,「 実 証 調 査 」 で の 積 層

フ ィル ム容 器 に よる18kF大 型 セ ル の 実 績 か ら

充 填 率 を90%と 仮 定 す る と,45.5Wh/Lの 実 用

セ ル が 得 られ る こ と に な る 。45.5Wh/Lと い う

値 は 純 粋 な 電 気 二 重 層 キ ャパ シ タの エ ネ ル ギ

ー 密 度 と して は前 代 未 聞 で あ り
,「 実 証 調 査 」
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の電力貯蔵システムに使用 したセルのエネル

ギー密度16.6Wh/Lの3倍 近 くに達 している。

このような高いエネルギー密度はキャパシタ

蓄電 システムの設置スペースの節約にな り,

エ ネルギー効率 と寿命に優れた二次電池の代

替 として応用分野の拡大 をもたらすばか りで

な く,蓄 電容量当 りの総てのコス トを現行の

ほぼ3分 の1に するとい うコス ト低減効果 も

大 きい。

非多孔性炭素の研究の初期段階では,最 高

の性能が得 られる条件がデリケー トで,炉 内

の昇温などの条件が一様にな らない と一様な

特性が得 られずバルクとしての性能が低下す

るなどの課題があった。 しか し,そ の後の研

究(7)に より,研 究室 レベルでは再現性 よく

高性能の非多孔性炭素を作 ることが可能 とな

っている。 しか しながら,そ の収量は一回あ

たり数グラム程度なので,作 ることがで きる

のは研究用コイン状セルにとどまり,こ の材

料 を用いて大型セル,ま してや電力貯蔵シス

テムを製作す るこ とは困難である。 さらに,

この材料の製造技術 を商業生産 レベルまでス

ケールアップす るには2～3段 階の開発ステ

ップを経る必要があり,研 究投資 にはリス ク

を伴 うため現状では民間ベースの開発はなか

なか進まない状況にある。キャパ シタの広範

な利用(こ れは電力貯蔵の高効率化をもたら

す)に とってこの新 しい炭素材料 は重要な鍵

を握 る技術 になると考えられるので,公 的な

研究 プログラムも含めて今後の開発の進展が

期待 される。

5.電 気二重層キャパシタの用途および

競合技術 との比較

前項までに紹介 したように,キ ャパ シタに

よる電力貯蔵 システムは,ベ ンチスケールの

プラン トの実証 によ り基本的に優れた特性 を

有 していることが確認され,セ ル自体の高エ

ネルギー密度化 も有望な技術 シーズが育って

きている。

以降,キ ャパ シタ電力貯蔵技術の実用化の

方向を展望 してみる。

電気二重層キャパ シタを用いた電力貯蔵 シ

ステムは,接 続する単セルの数 を変えること

で,小 規模 なものから大規模 なものまで自由

に設計できる。 また,ベ ンチプラン トに用い

た単セルは,標 準 的な放電時間(内 部抵抗損

失が5%と なる放電時間)を1時 間として設

計 されているが,こ の標準放電時間は,セ ル

構造 を変えることにより最短6秒 程度 までの

間で設定でき,各 用途 に合わせた最適設計が

表5電 気二重層キャパシタにより構築可能な電力貯蔵 システムの例

最大出力 定格放電時間 貯蔵容量

揚水発電代替システム 30万kW 8時 間 240万kWh

周波数調整システム 3万kW 30秒 250kWh

独 立型太陽光発 電バックアップシステム 5kW 50時 間 250kWh

ハイ ブ リッ ド自動車 用蓄電 シ ステ ム 30kW 30秒 0.25kWh
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可能である。

上記の特性から,た とえば表5に 示すよっ

な種 々の電力貯蔵システムを構築することが

可能である。この他,図11に 示す ように,大

規模か ら小規模 まで,長 時間放電型から短時

間放電型 まで,電 気二重層キャパシタは様々

な仕様の電力貯蔵システムに適用で きる。

各種用途のうち電力負荷平準化に利用でき

表6

O
太 陽 ・風力

(非 連 系)

0.1110

放電継続時間(@最 大出力)[hr]

電気二重層 キ ャパ シタの用途

る,定 格放電時間が数時間程度の電力貯蔵シ

ステムに関 して,各 種技術 を比較 したのが表

6で ある。

電気二重層キャパ シタは,充 放電効率 と寿

命が競合技術に比べて最 も優れている。エネ

ルギー密度は電気二重層キャパ シタの短所で

あるが,揚 水発電(の 貯水池)に 比べれば1

桁大 きく,一 部の二次電池 とは肩 を並べるレ

電力貯蔵技術の比較

効率(%) 寿命(サ イクル) エネルギー密度(Wh/L)

揚水発電 65～70 >10,000 ～1

鉛電池 75～80 1,500 ～30

NAS電 池 75～80 2,500 ～80

レ ドックスフロー電 池 70～75 >10,000 ～20

リチウムイオン電池 80～85 3,000(目 標) ～120

電気二重層キャパシタ 85～ >100,000 10

注:定 格放電時間6～8時 間程度のシステムを想定 し,効 率とコス トはシステム全体,

エネルギー密度は電力 貯蔵部分のみ(;電 力変換装置を除く)を 考慮 した。
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ベルに近づいている。 もう!つ 重要な評価要

素であるコス トに関 しては,ほ とんど手作 り

の試作段階にあるキャパシタは,現 状では二

次電池 より高価である。電気二重層キャパ シ

タのコス ト低減の見通 しに関 しては次項に述

べる。

6.実 用化 の シナ リオ

電気二重層キャパ シタによる電力貯蔵装置

の実用化のためには,コ ス トの低減が最大の

課題 となる。 コス ト低減のシナリオは表7の

ように考えている。

本調査で製作 したキャパシタの コス トは貯

蔵容量1Wh当 た りで約10,000円(製 作予算 と

製作 したシステムの容量 との比)で あ り,負

荷平準化用 システム として実用化 されるため

のコス トの目安60円/Wh(2)と は2桁 以上

の開きがある。

ただ し,現 状のコス トは手作 りで製造 した

結果であ り,連 続生産が始まれば1桁 程度の

コス ト低減は比較的容易に実現できると考え

られる。幸い,無 停電電源(UPS)用 途やハ

イブリッド自動車(HEV)用 途では実用化に

要求されるコス トレベルが負荷平準化 システ

ム用 よ り高 く(UPSで3,000円/Wh,HEVで

1,000～500円/Whと 推定),ハ イブ リッ ド車

については昨年(2000年)か ら複数の商品化

計画が報道されている(8)(9)(10)。 ハ イブリ

ッド自動車用 としての量産が始 まれば,原 料

単価の低減が進み,負 荷平準化 システム用の

コス ト低減にも反映されるであろう。

しかし,量 産化だけでは60円/Whま でのコ

ス ト低減は困難 と予想 される。その レベルを

実現するためには,一 層のエネルギー密度向

上が必要である。単純に考 えて,例 えば単セ

ルの重量 ・体積が一定でエネルギー密度が2

倍 になれば,必 要なセル数が半減 し,材 料費

も組立費も半減することになる。

4項 に述べ たように,実 験室 レベルでは,

今回のベンチプラン トに用いたセルの約3倍

のエネルギー密度が実現できる可能性が確認

表7コ ス ト低減 の シナ リオ

単

(円/Wh)

価 ～10 ,000一
1ρ00
～2

,000
→ ～200 一 ～60

製造方法の改善 自動生産 大量生産
コ ス ト低 減

要因 小規模連続生産 原料単価低下

エネルギー密度向上

UPS用 実用化

実験 ・研究 HEV用 実用化

用 途 自家発電力安定化用実用化
試験的導入

風力併設実証→ 風力併設実用化

LL中規模実証→LL実 規模実証 → LL実 用化

注UPS:無 停 電電 源 装 置,HEV:ハ イ ブ リッ ド電 気 自動 車,LL:負 荷 平 準化
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されてお り,継 続的な研究開発により,低 コ

ス トで量産可能な高エネルギー密度キャパシ

タの実現が期待 される。

7.ま と め

以上,4年 間にわたる 「実証調査」 と 「フ

ォローアップ研究」の成果をまとめると次 の

とお りである。

① キャパシタ電力貯蔵システムは他の電力

貯蔵技術 と比較 して明 らかに高効率である

ことが実証 された。

② 単セル試験において長寿命を示唆するデ

ータが得 られた。

③ 従来の電気二重層キャパシタに比べてエ

ネルギー密度の大幅な向上が達成 された。

④ 多数のセルを直列接続 した場合でも,全

てのセルを最大電圧 まで充電で きることが

確認された。

⑤ 多数のセルから構成されるバ ンクにおい

て,充 放電に伴 う直流電圧変動を一定範囲

内に収めることができた。

⑥ 自己放電率や容器の耐久性などの課題が

明らかになったが,こ れらについても改善

の見通 しが得 られた。

今後,効 果的な研究開発や実証試験が着実

に実施されていけば,2005年 頃までには図11

に示 した多 くの用途で,電 気二重層 キャパシ

タを用いた高効率 ・長寿命な電力貯蔵 システ

ムが実用化 されるであろう。

本稿の大部分の内容は,新 エネルギー ・産

業技術総合開発機構i(NEDO)か らの委託 に

よる 「負荷平準化用キャパシタシステムの実

証調査」(平 成9～11年 度),な らびに引 き続

き実施 した同調査の 「フォローア ップ研究」

(平成12年 度)に おいて得 られた成果である。
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[調査研究報告】

新燃料 オ リマ ルジ ョン⑪
一特徴 と利用技術一

小 林 芳 照(㈲ エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 主管研究員)

◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇

1.は じ め に

電力エネルギーは、世界的に見ても、各国

の経済的、社会的活動 ならびにその国民生活

においてエネルギーの根幹をなす ものであ り、

必要不可欠のものである。

わが国においては、昨今の景気停滞の影響

を受けて、電力需要の伸び率は一時的に低下

しているが、長期的に見れば、経済社会の成

熟化お よび国民生活の高度化に伴 って、電力

需要の増加が予想されている。

しか し一方で、これまで発電電力量で順調

に伸 びてきた原子力 も、その立地は必ず しも

容易ではない。さらに、火力についても昨年

来の大幅な原油高によるコス ト負担やアラビ

ヤ石油の権利更新の破談等で、火力燃料 の見

直 しも考慮せ ざるを得ない状況にある。こう

した現状 を背景にして、安価に且つ安定的 に

燃料 の供給を受 けるためには、その多様化が

必要であ り、LNGや 石炭以外に、新燃料に対

する期待が高 まってきている。すなわち、火

力燃料 として石油系の比率が低下する傾向に

ある一方で、LNGや 石炭燃料が増加 してお り、

今後はさらに新燃料の利用 の拡大が進んでゆ

くと予想 される。この ような新燃料の1つ と

して、オリマルジョン⑧(以 下⑪:略)が 注

目されている。

オリマルジョン(Orimulsion)と は、南米ベ

ネズエラのオ リノコ川流域に産する超重質油

(天然オリノコ)に 、特定の乳化剤成分を添加

して水 中に乳化分散 させ、C重 油並の流動性

を付与 した、非石油系の発電用新燃料油の商

品名である。天然 オリノコの推定可採埋蔵量

は約2,700億 バ レルで,世 界の原油可採埋蔵量

1兆2,000億 バ レルの約25%に 匹敵 し,エ ネル

ギーセキュリティの点からも魅力的である。

本稿 では、かかるオリマルジョンの商業規

模での導入状況、特徴、利用技術 について概

説する。

2.オ リマル ジ ョンの概要

(!)商 業 導 入 状 況

オ リマ ル ジ ョ ン は 、 ベ ネ ズ エ ラ の 国営 企 業

ペ トロ レオ ス ・デ ・ベ ネ ス エ ラ ・サ ウ ス ・ア

メ リカ(PDVSA:PetroleosdeVenezuelaSouth

America)傘 下 の ビ トー ル(BITOR)社 が 製

造 ・販 売 して い る。

オ リ マ ル ジ ョ ン の原 料 で あ る 天 然 オ リ ノ コ

は 、 図1に 示 す よ う に 、 ベ ネ ズ エ ラ の オ リノ

コ 川 流 域 セ ロ ネ グ ロ 地 区 で 採 掘 され る 。 生 産

は モ リ チ ャ ル で 、 出荷 はベ ネズ エ ラ北 部 カ リ

ブ 海 に面 した ホ セ 港 か ら世 界 に 向 け て 行 わ れ

て い る 。
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勺ボネアー島

カ リ ブ 海

ベ ネ スエ ラ

一 ご〈〉

⊂〉 乳化プラント

ロ 生産ブ・・ク

■ ターミナル

ー 既存パイプライン

胃一 敷設予定パイプライン

○ 生 産

[セ ロネ グ ロ地 区]

フ ロー ス テー シ ョ ン×2(J-20/0-16)

[モ リチ ャル]
<MPE-1>

フ ラ ッシ ャー100,000バ レル/日

A系 列50,000バ レル/日

B系 列50,000バ レル/日

オ リマ ルジ ョンタ ン ク352,000BBLS

パ イプ ラ イ ン200 ,000バ レル/日
(モリチャル、ホセ)

○ 出荷 基 地

ホセ 港

最大 受 入船 型250,000DWT

タン ク容 量2,000,eoOBBLS

(250,000×8)

図11997年 生産 ・出荷設備現状

オ リマ ル ジ ョ ンは 、1990年 代 初 頭 、 発 電 燃

料 と して イ ギ リ ス,日 本 に導 入 さ れ た 。 そ の

後 、 カ ナ ダ,デ ンマ ー ク,リ トア ニ ア,イ タ

リ ア等 に導 入 が 拡 大 し,現 在 で は世 界 全 体 で

発 電 容 量4,100MWを 超 え る1次 燃 料 と して 利

用 され て い る。

オリマルジョンの国内外 における商業導入

状況を表1に 示 した。年間契約量 はビトール

社の生産能力の限界である650万 トンに達 して

お り,今 後 の追加販売は新規の生産設備が完

成する2003年 以降になるという。

表1オ リマルジョンの商業導入状況

2001年3月 現 在

国名 会社名 発電所 発電容量 導入時期 年間契約量 備 考

日本 鹿島北共同発電(株) 鹿島北共同発電所2号 機 125MW 1991年10月

60万 トン

2001年 以 降75万 トンの

計画 あ り

鹿島北共同発電所!号 機 95MW 1994年1月

鹿島北共同発電所5号機 70MW 1999年10月

関西電力(株) 大阪発電所4号 機 156MW 1994年9月 6万 トン 実証燃焼試験中

北海道電力(株) 知内発電所2号 機 350MW 1996年12月 10万 トン

カナダ NewBrunswickPower Dalhousie 110MW 1994年 正0月 80万 トン 20年 契約

221MW

デンマ ーク SKPower Asnaes 700MW 1995年1月 110万 トン

イタリア ENEL BrindisiSud拝1 660MW×2基 1998年
250万 トン

FiumeSanto 320MW×2基 1999年

中国 CNPC Shengl発 電 所等 、 複数

発電所

未確認 1996年8月 100万 トン 数 量は1999年 。2000年

も同程度 の見通 し

その他

リ トアニア

バ ルバ ドス

ドイツ等

未確認 未確認 32万 トン

合計'量 650万 トン
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表2わ が国にお けるオ リマル ジョン導入状況

年 1995 1996 1997 1998 1999 2000

車翁入量(ト ン) 921,962 841,033 715,585 579,564 611,534 610,227

※2000年 は推 定値

わ が 国 に お け る オ リマ ル ジ ョ ンの 導 入 は,

1991年 の 鹿 島北 共 同発 電 ㈱ に引 き続 き,関 西

電 力 ㈱,北 海道 電 力 ㈱ 等 で行 わ れ て い る 。

わ が 国 に お け る,オ リマ ル ジ ョ ンの 輸 入 状

況(B/Lベ ー ス 通 関 数 量,1-12月)は 表2に

示 す とお りで あ る。1995年 を ピー ク に して 減

少 傾 向 にあ っ た が,1999年 か ら は増 加 に転 じ

て い る。

(2)オ リマ ル ジ ョ ンの 化 学 組 成

オ リマ ル ジ ョ ンは,約70%の 天 然 オ リ ノ コ

と特 定 の 乳 化 剤 成 分,約30%の 水 か ら な るが,

そ の 生 産 過 程 にお い て天 然 オ リ ノ コ に添 加 す

る 乳 化 剤 成 分 は,界 面 活 性 剤 ア ル コ ー ル ・エ

トキ シ レー ト(AE)と 乳 化 安 定 剤 モ ノ エ タ ノ

ー ル ア ミ ン(MEA)で あ る
。 オ リマ ル ジ ョ ン

の 化 学 組 成 を 表3に 示 す 。 界 面 活 性 剤AEと

して は,分 岐 状 の ア ル キ ル 鎖 を 有 す る トリデ

シル ア ル コ ー ル ・エ トキ シ レー トが 使 用 され

て い る。

表3オ リマル ジ ョンの組成

天然 オ リノ コ 約70%

水 約30%

トリデシルアルコール ・エ トキシト ト(AE成 分)約0.13%

モノエタノールアミン(MEA)約0.03%

また,AEお よ びMEAの 化 学 構 造 式 は 以 下 の

よ う に 表 さ れ るが,ト リデ シ ル ア ル コ ー ル ・

エ トキ レー トはR=Cl3で 示 され る。

【アル コ ー ル ・エ トキ シ レー ト(AE)の 構 造 】

RO(CH2CH20)nH

RニC12～C14n=14～16

【モ ノ エ タ ノ ー ル ア ミ ン(MEA)の 構 造 】

HOCH2CH2NH2

構 造 式 で 示 され る よ うに,AEは 疎 水 性 の 長

鎖 ア ル コー ル と親 水 性 の ポ リ エ チ レ ン オ キ サ

イ ド成 分 か らな る,非 イ オ ン界 面 活 性 剤 で あ

る。

オ リ マ ル ジ ョン の燃 料 と して の 性 状 と化 学

組 成 を,天 然 オ リ ノ コ とC重 油 に 比 較 して表

4に 示 した 。 天 然 オ リ ノ コ を水 中 に乳 化 す る

こ と に よ り,C重 油 に近 い 流 動 性 を有 して い

る こ とが 分 か る。

(3)オ リマルジョンの物理的組成

オ リマルジョンの乳化粒子は,平 均粒子径

が4μmと20μmの 双山に分布 し,図2で 模

式的に示すように,小 さい方の粒子がベアリ

ングの役割を果たす ことによって,比 較的低

い粘度 を発現すると説明されている(1)。なお,

オリマルジョンの乳化分散状態は図3(2)に

示す通 りである。このような双山分布 を実現

させるために,図4に 示す ように,異 なる分

散効果を持つ ミキサーを配置 した2系 列の行

程か ら得 られた平均粒子径の異なる乳化粒子

を,混 合 して製品化するというプロセスを採

用 している。

オ リマルジョンの物理的性質を表5に まと

めて示 した。その うち,流 動点は約3℃,引
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表4 オリマルジョンの燃料性状＊1

計測項目 オリマルジョン 天然オリノコ C重油
比璽　　　　（15℃〕 1．013 工．018‡3 O．931

粘度　：cSt　（80℃）

mPa・s（30℃，100／S）

約100（推定値）

　　200－350‡3

1528｛2

〉10000｝3

34．8”

窒素　　　　　（％） O．54 O．63 O．22

硫黄　　　　　（％） 2．78 3．79 O．97

水分　　　　　（％） 26．3 く0I1 ＜O．I

高位発熱量（kJ／kg）

　　　　　　　（k・・1／kg）

29830 約42000 43680

7125 約10000 10400

灰分　　　　　（％） 0．07 0．13 O．O1

残留炭素　　　（％） H．2 17．4 8．O

微量成分　　（ppm）

バナジウム

ナトリウム

マグネシウム

394 400～500 く50

9 60～100

26

＊

＊

＊

！1三菱重工技報、37（1），14．2000．

21平成10年度超重質燃料油利用技術調査報告書（1999）
3：N．G．Tave一，etaL，IntemationalOil　Sp三H　Conference，1233－1238（1999）

粒経分布

（ （

模式図
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表5オ リマルジョンの物理的性質

物理的試験パラメーター Ba猛elle Envlro㎜entCanada PDVSA-BITOR

含水量(%) NDa 30 27.5-30.2

平均粒子径(/■m) 18.5±0.3 19 14-20

密度/15℃({ψnL) 1.OlO6 !.0095 1,Ol3

流動点(℃) 3 0 3

引火点(℃) >94 >95 >90

表面張力/15℃(mN/m) NDa 35.4 NDa

出 所:1.CJohnson(GolderAssociatesinc.),N.G.Tavel(BITORAMERICACo.),

F.Marrufo(PDVSA-BITOR),POWER-GEN'98,Dec.9-10,1998.Orlando,Morida,USA.

Battelle,1998;EnvironmentCanada,1998;andMarrufoetal.,1998

a)ND:NotDetermined

火点はgO℃ 以上である。また,輸 送時お よび

保存時の好適な温度は約32℃ とされている。

オリマルジ ョンおよびビチューメン(天 然

オリノコ)(3)の 密度は図4に 示すように,淡

水 と海水の中間に存在 し,天 然 オリノコの密

度は1.01～1.02で ある。なお,オ リマルジ ョン

の密度 における温度依存性は天然オリノコよ

りも小 さいとの報告がある。 また,水 中に於

ける挙動は塩分濃度,温 度,漏 洩量および水

の動的性質の影響 を受けるが,残 念なが ら現

時点では詳細な挙動は不明である。

(4)オ リマルジョンの法的位置付 け

オ リマルジ ョンが関係する法令 としては以

下が挙げられる。

海洋汚染及び海上災害の防止に関す る法律

(昭和45年 法律第136号)(以 下海防法 という)

では,油,有 害液体物質,未 査定液体物質,

有害液体物質等,廃 棄物の5つ の内 「油」に

該当するが(海 防法第3条 第2号),「 特定油」

には該当 しない。 また,油 濁損害賠償保障法

(昭和50年 法律第95号)で も 「油」に該当する

(油濁損害賠償保障法細2条 第3号)。

1.03

1.02

tO1

密 度1

9/cm3

O.99

0.98

0.97

天然オー
オ リマ～

淡水

51015202530

温度(℃)

図5オ リ マ ル ジ ョ ン お よ び 天 然 オ リ ノ コ の 密 度
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他方,危 険物船舶運送及 び貯蔵規則(昭 和

32年 運輸省令第30号)お よび消防法(昭 和23

年法律第186号)で は,非 危険物であることか

ら,法 の適用を受けない。

また,オ リマルジ ョンを海上輸送する船舶

からオリマルジョンの漏洩事故が発生 した場

合,あ るいはオリマルジ ョンの荷役中に船舶

または施設からオリマルジョンの漏洩事故が

発生 した場合の防除措置等 については,海 防

法及び関係政省令に規定されている。

告されている(4)。 また,燃 焼技術 に関 しても

数件の文献が報告 されている(5)。

ここではオリマルジョンの利用技術 として,

「受入 ・貯蔵技術」及び 「燃焼 ・運転関連技術」

について,平 成10年9月25日 に営業運転を開始

した北海道電力㈱知内発電所2号 機(出 力35

万kW),及 び平成ll年9月 にオリマルジョン

専焼 ボイラーの稼働 を開始 した鹿島北共同発

電㈱鹿島北共同発電所の具体例 を示 しなが ら

説明したい。

4.オ リマル ジョンの利用技術

表4か ら予想できるように,燃 料 として利

用する際には,次 の点 を考慮 した技術的対応

が必要 となる。

●発熱量がC重 油の約70%と 低い

●窒素分および硫黄分が高 く,窒 素酸化物

(NOx)お よび硫化物(SOx)発 生量の

増加が予想される。

●灰分,残 留炭素分が多 く煤塵量の増加が

予想 される。

●バナジウム,ナ トリウム等の重金属分が

多 く,高 温腐食を起 こしやすい。

バナジウムの高温腐食を防止す るためには

マグネシウムとの共存が必要である。 このた

め,水 溶性の硝酸マグネシウムを必要量だけ

添加する工夫がなされている。

従 って,オ リマルジョンを安全 に取 り扱 う

ためには,輸 送や受入れ時の漏洩防止および

燃焼運転時の環境への影響防止 を念頭 に,最

適な技術の適用 を考えなければならない。こ

のような観点に立って,最 近,米 国環境保護

庁(USEPA)か ら,オ リマルジョンの燃焼技

術 と大気汚染防止技術 について調査結果が報

(1)受 入れ ・貯蔵技術

① オリマルジョンの取扱い上の特徴

オリマルジ ョンはベネズエラ,ホ セ港から

出荷 され(図1),大 型船 のアフラマ ックス

(Aframax)型 は喜望峰周 りで約45日,パ ナマ

ックス(Panamax)型 はパナマ運河経由で約

30日 かけて波方 ター ミナルお よび鹿島港まで

搬入される。

オリマルジョンは,重 油並みの輸送,貯 蔵,

燃焼が可能である。従って,原 油,重 油等 を

燃料 としている火力発電所 と設備構成は同様

であ り,燃 料 タンクか らボイラーまではポン

プによって移送できる。

しか し,界 面活性剤の効果が失われると水

と天然 オリノコに分離す るため,界 面活性剤

の効果を持続 させる技術的対応が必要となる。

界面活性剤の効果が失 われる要因と しては,

使用温度,使 用時の勇断応力,原 油 ・重油等

との混合,貯 蔵期間等が挙げられる。

●使用温度

ビトール社の取扱い推奨温度は5℃ ～

75℃ である。貯蔵 タンクではボ トムヒー

ターによる加温,冬 場の外気温度 を考慮

すると,輸 送配管 も重油と同様に加温が
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必要である。 しか し,オ リマルジョンと

接触する表面金属の温度は80℃ 以下でな

ければならないことから蒸気 トレース加

温は使用で きないので,温 水 トレース加

温あるいは電気 トレース加温が使用され

る。

●使用時の勢断応力

過度の勢断応力をかけると,オ リマル

ジ ョンは品質が劣化す るので,低 勢断応

力ポンプ,低 勇断応力バルブの使用が推

奨されている。そこで移送用ポンプには

2軸 スクリューポンプが採用されてお

り,流 量はバルブによる絞 り制御ではな

く,ポ ンプ回転数の変化 により制御 され

る。

ポンプやヒーター等機器類の前後や配

管中に使用するバルブ型式には,ア ング

ル弁,グ ローブ弁 よりも,仕 切弁,ボ ー

ル弁の方が好ましい。

●原油 ・重油等 との混合

他油種 との混合 を避けるためにオリマ

ルジョン専用の配管を敷設 しているのが

普通である。

●その他

貯蔵 タンクにおけるオリマルジ ョン保

持温度は35℃ 程度であり,粘 度は数百cSt

と通常の重油よりも高 く重質油に近い。

貯蔵 タンクからボイラーまでの距離が長

い場合,移 送時 の圧力配管損失が大 き

く,ボ イラーにて噴霧,燃 焼させるため

には再度ポンプによる昇圧が必要であ

る。そのためオリマルジ ョン焚火力発電

所では,通 常の火力発電所 と異なり,ボ

イラー近辺にサービスタンクを設置する

必要がある。なお,サ ービスタンクの加

温 も温水 を用いたボ トムヒーターが使用

される。

② オリマルジョン設備の特徴

知内発電所2号 機のオリマルジ ョン系統図

を図6に 示す。2号 機は重油 とオリマルジョ

ンの専焼 ・混焼が可能な国内初の電気事業用

発電設備であ り,オ リマルジ ョンの特徴 を十

〈受入設備〉 〈貯蔵設備〉 〈移送設備〉 〈Mg注 入設備〉
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表6知 内発電所2号 機 におけるオリマルジョンと重油系統の設備上の相違点

機器類 オリマルジョン系統 重油系統

受入設備 ローデ ィング

アーム

オリマルジョン専用 ユ号機用重油と共用

受入配管 オ リマル ジ ョン専用 2号機用重油専用

流量計 電磁式流量計 容積式流量計

加温方式 電気式 揚油桟橋～計量設備室 電気

計量設備室～燃料タンク 蒸気

貯蔵設備 燃料タンク ドー ムルー フ型

40,000kL×2基

(No.5,6燃 料 タ ンク)

フローテ イング ルーフ型

30,000kL×1基

(No.1燃 料 タンク)

ドームルー フ式

40,000kL×1基

(Nα4燃 料 タンク)

タンク加温方式 温水(80℃) 蒸気

温水タンク 容旦:100kL なし

撹拝機 なし タンクミキサー3台/卜bl燃 料タンク

タンクミキサー3台/面4燃 科タンク

貯蔵温度 35℃ 70℃

移送設備 移送ポンプ 回転数制御の2軸 スクリュー

ポンプ5096×2台
なし

サー ビス タンク 容 量:200kL

温 水加温(80℃ 〉

なし

ポンプ オリマルジョンポンプ

回転数制御の2軸 スクリュー
ポンプ5096×2台

重油ポンプ

3軸 スクリューポンプ

50%×2台

流量制御 ポンプ回転数による制御 流量調節弁による制御

加熱器 温水加温

加熱器出ロオリマル温度45℃

蒸気加温

加熱器出口重油温度120℃

流量計 電磁式流量計 容積式流量計

圧力調節弁 加熱器入口戻 りライン(通 常

時全開)

重油ポンプ出口戻りライン

マグネシウム

注入設備

Mg注 入ポンプ 2連 往 復型(遠 隔 自動/イ ン

バー タ制御)1台

0.0032～0.120m3/h

なし

Mg貯 蔵タンク 容 量:15m3

Mg貯 蔵タンク
撹絆機

バイエル ・サイクル可変付

横置撹掛 幾

(インバータ制御)2台

分に考慮 した設備である。

なお,表6に は,燃 料受入設備,燃 料貯蔵

設備,移 送設備,マ グネシウム注入設備 につ

いて,重 油系統 と比較 してオ リマルジ ョン設

備の特徴 をまとめた。

オリマルジョンは重油に比べてバナジウム

の含有量が多 く,燃 焼時に高温腐食が懸念 さ

れる。これを防止するためにマグネシウム注

入設備を設けてオリマルジ ョン加熱器出口に

マグネシウムを注入 している。

(2)オ リマルジョンの燃焼 ・運転関連技術

オリマルジョンは重油系燃料 とは異なる性

状や特徴 を有するため,燃 焼設備についても,

これ らの特徴 を考慮 しなければならない。

例えば,オ リマルジョンは窒素分および硫

黄分が高いので,NOxお よびSOx発 生量の増

加が予想 される。これについては,そ れぞれ

従来実績のある低NOxバ ーナーや排煙脱硝法

お よび排煙脱硫技術を応用することによって

対応することができるとの報告がある(5)。 ま

た,煤 塵量の増加の問題については,特 に大

気環境 に対する影響の点で重要である。 これ

に対 しては,電 気集塵機により,重 油等の他

の化石燃料並に煤塵 を除去することができる

との報告がある(4)。
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バナジウムによる高温腐食やSO3へ の酸化

促進作用に対する問題は装置寿命に大 きく関

係する問題なので重要である。この問題に対

してはマグネシウム成分 を添加することによ

って防止 してお り,そ の腐食防止機構 につい

ても報告されている(5)。

ここでは,上 記のようなオリマルジョン特

有 の燃料性状 に基因 した問題点に対応 しなが

ら,鹿 島北共同発電所において ユ年間の長期

運転 した結果について概説する。

① 鹿島北共同発電所の燃焼設備 とその特徴

鹿島北共同発電所 におけるオ リマルジョン

燃焼用ボイラーの概要を表7に 示す。

表7オ リマル ジョン燃焼用 ボ イラー概要

1号 発生 蒸 気:圧 力12MPa,温 度541℃,流 一量650ト ン/時

使用 燃 料:重 油 十オ リマ ル ジ ョン混焼

2号 発生 蒸 気=圧 力12MPa,温 度541℃.流 量650ト ン/時

使用 燃 料:重 油+オ リマ ル ジ ョン混焼

5号 発 生蒸 気:圧 力14MPa,温 度569℃,流 量・500ト ン/時

使嗣 燃 料:オ リマ ル ジ ョ ン専焼(重 油 混焼 可 能)

オリマルジョンの燃焼のために設備的に対

応すべ き点は以下の項目があるが,考 え方は,

「オリマルジョンの取扱い上の特徴」で記載 し

た内容 と同様である。以下,既 設ボイラー改

造の場合 と新設の場合につ き概説する。

【既設ボイラーを改造 して対応する場合】

●温水または電気による加熱システムを設

置する。

●過度の勇断応力が掛かることを防止する

ために,ス クリューポンプを採用 し,流

量はポンプの回転数の制御により行 う。

●設備の増設や吹 き込み頻度の増加等によ

り,ス ー トブローを強化する。

●NOx対 策 として低NOxバ ーナー並びに炉

内脱硝システムを採用する。

●煤塵増加対策として電気集塵機の放電極

を変更する。

●バナジウムによる高温腐食 を防止するた

めにマグネシウム系燃料添加剤を注入す

る。

●低酸素運転による還元腐食対策 として,

蒸発管 に高クロム溶射 を施す。

●排ガス量の増加やその温度上昇に対 して

は,蒸 気発生能力を10～30%低 下させる。

【専焼ボイラーを新設 して対応する場合】

新設の場合は,次 の項 目を重点的に考慮す

る。

●過熱器用に高耐食性の材質を選定する。

●スケールによる閉塞を防止するために,

熱交換器チューブの間隙を広 く取 り,千

鳥配列を避ける。

●熱交換器の分割により,ス ー トブロー配

列を適正化する。

② オリマルジョンの燃焼状況

今 回の5号 ボイラーによるオリマルジョン

専焼 を1年 間実施 した結果,排 ガス温度の上

昇や圧力損失等の経時変化が非常に緩やかで

あ り,他 の重油焚 きボイラーの場合 と比較 し

ても大差ないことが判った。

すなわち,燃 焼性が良いため,オ リマルジ

ョン専焼では,過 剰空気率 を5%以 下 に絞 っ

ても排ガス中に未燃 カーボンはほ とんど検出

されなかった(た だ し排ガス中の一酸化炭素

は増加)。 そのため,5号 ボイラーでは,過 剰

空気率が設計の6%か ら現状の4%に 見直 さ

れた。

また,比 較的ファウリングが少なく,排 ガ

ス温度の上昇や圧力損失の経時変化が緩やか

であることも分かった。

さらに,オ リマルジョンの性状から考えて,

既設の油焚 きボイラー も,軽 度の改造でオリ
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マルジ ョン燃料による1年 間の連続運転が可

能になると判断 される。

4.お わ り に

埋蔵量の豊富な天然 オリノコを原料 とした

オリマルジョンは,エ ネルギーセキュリティ

ーの観点か らも,ま た,石 炭にリンク した価

格 的魅力か らも,燃 料 として今後世界的 に

益々注 目を浴びるであろう。実際,オ リマル

ジ ョンの生産能力は,現 状では需要に対応で

きないために,ビ トール社では増産を計画 中

とのことである。

オリマルジョンの燃料 としての特徴に対応

した利用技術 を適用すれば,原 重油系燃料 と

同様の取扱ができることが分かった。

今後は発電システムの より一層の技術改良

により,オ リマルジョンが高効率発電 システ

ムへ と展開 して行 くことを期待 したい。

なお,利 用技術 としては,オ リマルジョン

の燃焼時に発生する重金属 を含む燃焼灰や排

ガス中のNOxお よびSOx等 の回収物 を有価物

へ転換 して,有 効利用す る技術,さ らにはオ

リマルジョンの輸送お よび受入時の漏洩防止

対策等 も重要な技術であるが,紙 幅の関係で

割愛 した。

最後 に,本 稿の執筆にあた り,種 々のデー

タの提供等でご協力を頂いた 「超重質燃料油

利用技術調査委員会」の関係各位 に深 く感謝

する。
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◎⑤

[内外情勢紹介】

太 陽熱発 電技術 開発 の現状
一 ドイ ッ

,ス イス,ス ペ イ ン

吉 田 一 雄((賄 エネルギー総合工学研究所プロジェクト試験研究部 主管研究員) 盤
◎⑤

1.は じ め に

発達 した低気圧の通過により,出 発当日の

成田空港は風雨が強 く,フ ランクフル トへ向

けての離陸は一時間ほど遅れた。出だ しか ら

荒天だった今回の出張は,最 後まで天候 にた

た られ,太 陽の姿はほとん ど仰 ぎ見 ることが

できなかった。

冒頭 に 「天候」の話題 を持って きたのには

ちゃんとした訳がある。すなわち,今 回の出

張は新 たに始 まったプロジェク トのために,

太陽光集光技術 を調査するのが 目的だか らで

ある。

新 たなプロジェク トとは 「石炭 ・天然ガス

活用型二酸化炭素回収 ・利用技術開発」 と題

された ものである。プロジェク トのタイ トル

と太陽光 とは直接結びつかない。 しか し,プ

ロジェク トの内容 は石炭と天然ガスをそれぞ

れガス化,水 蒸気改質 して合成 ガスをつ くり,

それをもとにメタノール等のクリーン燃料 を

製造す るもので,太 陽エネルギーを導入する

ことで製造過程 にお ける二酸化炭素(CO2)

の発生量を削減で きるというものである。太

陽エネルギーの導入方法 については太陽光 も

しくは太陽熱 によって発電 し,そ れによって

水 を電気分解 して得 られる電解酸素 を用いる

製造プロセス(1)や,製 造過程の吸熱反応に,

太陽エネルギーを直接 もしくは間接的に導入

する方法が考えられる。いずれにして も,今

回のプロジェク トが成功すると,CO2削 減 と

いうグローバルな環境対策 と,ク リー ン燃料

の導入 とい うローカルな環境対策 とが一挙 に

可能 となる。従 って,陽 光のない出発 日の天

候は,太 陽のエネルギーを活用 してクリーン

燃料 を製造するという新プロジェク トに関連

した海外出張の幕開けとしては,そ ぐわない

ものであった。

今回の出張のスケジュールは,最 初 ドイッ

にある太陽光集光ならびに太陽熱発電メーカ

ー ,次 にスイスにある太陽エネルギーを用い

た化学反応の研究を行っている国立研究所を

訪問する。 さらに陽光あふれるスペインに飛

んで,太 陽エネルギー利用設備 を見学 し,さ

らに太陽エネルギーの導入に積極的なユネス

コ(国 連教育科学文化機関)を 訪問するとい

うものである。今回出張 したのは,東 京工業

大学の玉浦裕教授 と筆者他2名 の都合4名 で

あった。

2.ド イツの技術開発

バ ブコ ック ・ボルシグ ・パ ワー 環境

部(旧 スタイ ンミュー ラー社)訪 問
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太陽

レシーバ

ヘリオスタット

星 重

反射太陽光

重

　　　　図1フォボス型太陽熱発電

　ローマ帝国華やかし頃には，ゲルマン人に

対するの守りの要であったというケルンの町

から東へ約40km。会社はグンメルスバッハと

いう山聞の町にある。ケルン中央駅からここ

までは，鉄道が延びており，美しい田舎の風

景を見ながら1時間ほどの列車の旅を楽しむこ

とができる。

　ここはつい2年程前までスタインミューラー

社であったが，バブコック社に吸収合併され，

バブコック・ボルシグ・バワー（以下BBP社）

の環境部門となっている。スタインミューラ

ー社は以前からエネルギーと環境に関連した

事業を行っており，太陽エネルギーの利用技

術もその一環である。同社の太陽関連事業は

太陽光発電ではなく太陽熱発電技術であり，

それに関連して太陽光の集光技術開発も行っ

ている。太陽電池については太陽熱発電の3

～5倍のコストがかかるので，会社として一

切かかわっておらず，太陽エネルギーは集光

熱に限るという明確な方向性である。

　BBP社は図1に示すセントラル・タワー方

式のフォボス（Phoebus）型と称せられる太陽

熱発電の開発はすでに終わり，実用段階に入

っていると判断しており，現在は10～30MW

の受注生産ができる状況にある。フォボス型

のコンセブトは次のとおりである。

●昼問だけの発電を考え，余分な蓄熱設備等

　は設けない

●昼間の安定運転を追及する

●熱媒体には安全で取り扱いが容易な空気を

　用いる

　以上のコンセプトを実現するために優れた

技術が取り入れられている。

　フォボス型のプロセスを図2に示す。ヘリ

オスタットで反射された太陽光はタワー上部

のレシーバに集められ，そこで熱媒体として

用いる空気を700℃に加熱する。高温の空気は

熱交換器で蒸気を過熱し，タービンをまわし

て発電するというものである。次に，図に示

す中で，特筆すべき技術について記す。

（1）ヘリオスタット

　ヘリオスタットは太陽光を反射して集光・

集熱部分に集める役割をする。BBP杜のヘリ

オスタットは，ストレッチト・メンブレイン

（Stretched　Membrane）とよばれる構造のもの

で，図3に示すような外観である。刻々と変

化する太陽の位置にヘリオスタットを追従さ

せるために，太陽追尾装置を設けている。太
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空気 レシーバ

　　　　　

〆

ダク トバーナ

空気循環系

ポンプ⑨

蒸気
循環系

ブローワ

図2フ ォボス型 の発電 プロセス

陽光を反射する部分の構造は,細 長い鋼板 を

円形 に溶接 し,そ れに張力 をかけた状態で薄

い鋼板を溶接 してその上に鏡 を貼 り付けてい

る。鏡面は凹面 になるよう内部は負圧状態 と

してある。全体の構造 はいかにもドイッ製ら

しく堅牢であ り,そ の分製作 コス トも高 くな

ることをメーカー側 も認めている。実際のプ

ラントでは非常に多 くのヘ リオスタットを必

要 とするため,発 電コス ト削減のためにはヘ

リオスタットの コス トダウンが必要と思われ

る。なお,こ の タイプのヘ リオスタッ トにつ

いては現地での組み立てが可能なことか ら,

輸送コス トは低 く抑えられると思われる。

(2)レ シー バ お よび ダ ク ト ・バ ー ナ

レシ ー バ の 熱 交 換 部 分 は ニ ッテ ィ ッ ド ・ワ

イ ヤ(KnittedWire)と 呼 ば れ る構造 で,高 合

金 鋼 の細 い ワ イヤ を 編 ん だ も の で あ る 。 身 近

な もの に例 え れ ば,台 所 で使 用 す る ス チ ー ル

た わ し とい っ た と こ ろ か 。 熱 媒 体 の 空 気 は 集

光 熱 に よ り高 温 に な っ た ニ ッ テ ィ ッ ド ・ワ イ

ヤ部 分 を通 過 す る こ とに よ り約700℃ まで 加 熱

さ れ る。 加 熱 され た 空 気 は タ ワ ー 内 部 を とお

っ て 熱 交 換 器 に 入 り,水 蒸 気 と熱 交 換 され た

ター ボ セ ッ ト

図3BBP社 のヘ リオスタ ッ ト

後にまたレシーバ入口付近に戻 され,循 環 さ

れる。

自然エ ネルギーを用いた発電では,安 定運

転が課題である。BBP社 のプラントでは空模

様の変化 によって熱媒体の温度が下がった時

に備 えて,化 石燃料を燃やす ダク ト・バーナ

を導入 している。使用する燃料は当然なが ら

環境負荷が小 さい天然ガスを用いている。例

え環境負荷が小 さくても,化 石燃料 を一切導

入 しないシステムでは安定運転 は困難である。

BBP社 はよ り現実的な選択 をしたといえる。

図4は ダク ト・バーナの導入効果の一例であ

る。昼間,曇 りになって 日射量が減少 しても,

ダク ト・バーナを稼動す ると一定の出力にな

っていることがわかる。
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図4ダ ク トバーナの導入効果

BBP社 ではより環境負荷が小 さい安定化 シ

ステムも考えている。それは多数の球体のア

ル ミナを蓄熱材 として用いるもので,日 射 に

変動が生 じたときに随時使用するものである。

BBP社 は、このシステムを通常1時 間程度連

続使用される規模の蓄熱システムと考えてい

る。

BBP社 のシステムが優れているところは既

存の蒸気 タービン発電機 にも太陽エネルギー

を容易に導入できる設計 となっていることで

ある。これによ り,従 来のプラントにおいて

も,単 位発電量当 りのCO2発 生量を抑制する

ことがで きる。 また,前 述のように熱媒体に

空気 という安全な ものを用いることで,広 く

環境への影響を考慮 した設計 を行 ってい くと

いう会社の姿勢が理解で きる。

表30MW級 発電プラン トに必要な条件

出力

タワー高さ

敷地面積

=半径

ヘリオスタッ トの台数

ミラー部総面積

30MW

130m

O.9km2

550m

1,090台

163,500m2

(3)実 プ ラ ン ト

BBP社 は フ ォ ボ ス 型 太 陽 熱 発 電 シス テ ム の

技 術 開 発 は す で に終 了 し,今 後 は 実 プ ラ ン ト

の 建 設 を待 つ の み と して い る 。 現 在,レ バ ノ

ンや ス ペ イ ン で の プ ラ ン ト建 設 が 計 画 され て

い る 。30MW級 発 電 プ ラ ン トを建 設 す る場 合,

表 に示 す よ う に 広 大 な 敷 地 面 積 と膨 大 な 数 の

ヘ リ オ ス タ ッ トが 必 要 で あ る 。 そ の 場 合 の 発

電 コ ス トは,0.20マ ル ク/kWh(14cts/kWh)と

比 較 的低 い 。 因 み に,計 算 の ベ ー ス は利 率 を

7%,プ ラ ン ト稼 動 年 数 を30年,太 陽 エ ネ ル

ギ ー の 割 合 を62%,プ ラ ン ト稼 働 率 を92%と

し,1998年 の 価 格 を も と に して い る。 建 設 コ

ス トに はヘ リオ ス タ ッ トが 占 め る割 合 が 高 く,

ヘ リ オ ス タ ッ トの低 価 格 化 に成 功 す れ ば か な

りの コス ト低 減 が 可 能 で あ る と思 わ れ る。

ま た,ヨ ル ダ ン に 出 力10MWの プ ラ ン トを

建 設 ・運 転 を 想 定 した 試 算 で は,初 期 費,シ

ス テ ム 全 体 の運 転 費 も含 め て1998年 価 格 で1億

8,000万 マ ル ク,ヘ リオ ス タ ッ トの価 格 は本 体

と制 御 系 を含 め て 平 方 メ ー トル あ た り350マ ル

ク/m2と して い る 。 な お,コ ス トは 日照 条 件,

資 材 の 運 搬 等,条 件 に よ って 変 わ る。

3.ス イスの技術開発

パ ウル ・シェレール研 究所(PSD訪

問
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こ こ は ス イ ス の ノ ー ベ ル 賞 学 者 パ ウ ル ・シ

ェ レー ル の 名 を 冠 した 国 立 研 究 所 で あ る 。 こ

の研 究 所 で は エ ネ ル ギ ー,環 境,材 料 関 連 の

研 究 を 中心 に行 っ て い る。 研 究 所 は チ ュ ー リ

ッ ヒの 北 西 方 向 に あ り,チ ュ ー リ ッ ヒ 中 央 駅

か ら快 速 列 車 で 約15分 の と こ ろ に あ るバ ー デ

ン とい う町 で 降 りて,車 で さ ら に20分 ほ ど の

田 舎 町 に あ る。 研 究 所 は ラ イ ン川 の 支 流 を は

さ ん で 両 岸 に あ り,か な り広 い 敷 地 を有 し て

い る 。

PSIはSolarPACES(SolarPowerand

ChemicalEnergySystem)と 呼 ば れ る,多 国 間

研 究 コ ン ソ ー シ ア ム の コ ア に な る研 究 所 の1

つ とな っ て い る 。SolarPACESは 国 際 エ ネ ル ギ

ー機 関(IAEA)の 活 動 の 一 環 と して行 わ れ て

い る 。 参 加 国 は2000年9月 現 在 で オ ー ス トラ リ

ア,ブ ラ ジ ル,エ ジ プ ト,EC,フ ラ ンス,ド

イ ツ,イ ス ラ エ ル,メ キ シ コ,ロ シ ア,南 ア

一一 一 〇 一 一一

フ リ カ,ス ペ イ ン,ス イ ス,イ ギ リス,ア メ

リ カ合 衆 国 の13力 国 と な っ て お り,日 本 は 参

加 して い な い 。 参 加 国 は研 究 成 果 を 共 有 して

い るが,外 部 に対 して は 非 公 開 で あ り,日 本

が 研 究 成 果 を利 用 す る こ と は不 可 能 で あ る 。

現 在 の と こ ろSolarPACESは 太 陽 エ ネ ル ギ ー を

吸 熱 反 応 に供 給 す る ソ ー ラ ・ケ ミス ト リ,光

化 学 反 応 並 び に太 陽 熱 発 電 の分 野 を中 心 に 行

って い る。

現 在,PSIが 力 を入 れ て い るの は,ソ ー ラ ・

ケ ミス ト リの1分 野 で あ る ソ ー プ燃 料 の研 究

で あ る 。 現 在 進 め て い るZn(亜 鉛)プ ロ ジ ェ

ク トは,「SynMetプ ロ セ ス 」 と称 し(図5),

ZnO(酸 化 亜 鉛)と 天 然 ガ ス が 共 存 す る系 に

集 光 太 陽 光 を直 接 照 射 してZnOの 還 元 と天 然

ガ ス の 改 質 を行 い,Znと 合 成 ガ ス をつ くる と

い う もの で あ る。 合 成 ガ ス は さ らに メ タ ノ ー

ル や 水 素 に 転 換 さ れ,ソ ー ラ 燃 料 と な る 。

ソーラ熱低減

天然ガス

亜鉛&合 成ガス

晶
ソー ラ燃料

、
水 素 、メタノール

リサ イクル

酸化亜鉛

輸送 電力

図5SynMetプ ロ セ ス
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ZnOは 集 光 太 陽 光 を 当 て る こ と に よ り,還 元

剤 が 無 い 条 件 で も2,000Kで ソ ー ラ亜 鉛 と な る。

また,還 元 さ れ たZnは 水 と反 応 させ て 水 素 を

生 成 し,そ れ 自 身 はZnOと な っ て 還 元 プ ロ セ

ス に戻 さ れ る 。 現 在 は5kW級 の 小 型 反 応 炉 で

の 実 験 が 行 わ れ て い る が,必 ず し も川頁調 に は

進 ん で い な い よ うで あ る 。 問題 は ス イ ス の 天

候 で あ る 。 太 陽 に 恵 ま れ て い る とは い え な い

ス イ ス で は 実 験 回 数 が 不 足 が ちで あ る 。 今 後

の 予 定 と して,Znプ ロ ジ ェ ク トで は3MW級 を

イ ス ラエ ル の ビー ム ダ ウ ン集 光 設 備 で 実 施 の

予 定 で あ る。

PSIは チ ュ ー リ ッ ヒ に あ るETH(ス イ ス 連

邦 技 術 研 究 所)と 共 同 研 究 を行 っ て お り,

PSIの ソ ー ラ 関係 の 責 任 者 で あ る アル ド ・ス タ

イ ン フ ェ ル ド氏 はETHの 教 授 を兼 任 して い る。

ETHの 研 究 室 に は現 在 す で に100kW級 の ソー

ラ シ ミ ュ レー タ を設 置 して い る。 こ の 装 置 は

集 光 度5,000kW/m2で あ り,光 の エ ネ ル ギ ー の

強 度 は太 陽5,000個 分 で あ る 。

PSIの 優 れ て い る と ころ は,化 学,機 械 等 専

門分 野 が 異 な る研 究 者 が 一 緒 に仕 事 を し て い

る こ と で あ る。 こ れ に 加 え て 上 述 のETHと の

交 流 も あ る こ とか ら よ り多 くの研 究 者 の 参 加

が 可 能 な こ とで あ る 。 当 方 の プ ロ ジ ェ ク トに

関 連 した 分 野 で は,太 陽 エ ネ ル ギ ー の レ シ ー

バ の 形 状,熱 フ ラ ッ ク ス,熱/温 度 シ ミュ レ

ー シ ョ ン に つ い て は ッ ー ル も在 り,す ぐに で

も解 析 が 可 能 で あ る 。 ま た,実 際 の 集 光 設 備,

レ シ ー バ(CPC)の 小 型 装 置 を 開 発 し て 実 験

を行 っ て お り,実 デ ー タ に基 づ い た レ シ ー バ

の デ ザ イ ンや 溶 融 塩 炉 の 形 状,大 き さ な どが

計 算 で きる との こ とで あ る。

4.ス ペ イ ンの技術 開発

アル メ リア太陽光 プラン ト(PSA)

訪問

ア ル メ リ ア 太 陽 光 プ ラ ン ト(PSA:

PlataformaSolardeAlmeria)はCIEMAT(国 立

エ ネ ル ギ ー技 術 研 究 セ ン タ ー)の 付 属 組 織 で

あ り,太 陽 エ ネ ル ギ ー 関係 の研 究 を担 当 して

い る 。PSAは ス ペ イ ン南 部 の グ ラ ナ ダ地 方,

地 中 海 沿 岸 に あ る ア ル メ リ ア とい う港 町 に あ

る。 こ の 町 は ジ ブ ラ ル タ ル海 峡 か ら東 北 東 の

方 向 に約300km離 れ た と こ ろ に あ り,対 岸 の

ア フ リ カ 大 陸 まで は 約200kmと 近 く,フ ェ リ

ー が 就 航 し て い る 。 また,シ ー ズ ン に は ヨ ー

ロ ッパ 各 地 か らバ カ ンス 客 が 訪 れ,町 は 活 気

を 呈 す る と の こ と だ が,筆 者 が 訪 れ た 時 は季

節 外 れ で,町 に は観 光 客 の 姿 は ま ば らで あ っ

た 。

強 風 の 中,異 常 な ゆ れ 方 を した プ ロペ ラ機

が ア ル メ リア の 空 港 につ い た の は3月6日 午 後 。

サ ンベ ル トの 北 端 に あ る こ の 町 で 雨 が 降 る の

は年 に数 え る ほ どだ とい う こ と だ が,同 日 は

曇 天 で,今 に も雨 が 降 りそ うな 空 模 様 だ っ た 。

空 港 か ら市 内 に 向 か う途 中,つ い に 雨 が 降 り

出 し た 。 雨 が 少 な い 地 方 の 人 た ち に とっ て は

恵 み の雨 か も しれ な い が,日 本 か ら太 陽 を求

め て 旅 立 っ た者 に とっ て は恨 み の 雨 で あ る。

翌 朝,雲 は 多 い もの の 晴 天 の 中,車 で ア ル

メ リ ア の 中 心 部 か ら北 へ30kmほ どの と こ ろ に

あ るPSAに 向 か っ た 。 途 中 道 路 は,高 い 木 が

全 く見 当 た ら な い 潅 木 だ ら け の な だ ら か な 丘

陵 地 帯 を縫 う よ う に 走 っ て い る 。PSAは 丘 陵

地 帯 を抜 け た盆 地 の よ う な場 所 に広 大 な 敷 地

を有 し,そ の 中 に数 多 くの 施 設 が つ く られ て

い る。 施 設 の 中 で も特 に 目立 つ の は高 さ60m

とい う集 光 タ ワ ー で,そ の 周 り に配 さ れ た多
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数 の ヘ リ オ ス タ ッ トが 太 陽 の ほ う に 向 い て

我 々 を 出迎 え て くれ た 。

こ れ ま で のCIEMATに よ るPSAの 運 営 方 針

は 「ヨー ロ ッパ の 最 大 の 太 陽 集 光 試 験 場 」 と

して の 利 用 で あ っ た 。 こ の こ とか ら1986年 以

降,ド イ ツ風 力 ・宇 宙 航 空 セ ン タ ー(DLR)

と の 折 半 出 資 で 運 営 さ れ て き た 。 しか し,

CIEMATは1999年1月1日 か らPSAを 「国 際 研

究 セ ン タ ー」 と位 置 付 け,次 の よ う な 運 営 方

針 に転 換 して い る 。

● 太 陽 エ ネ ル ギ ー と ソー ラ ・ケ ミス トリ に関

す る技 術 開発 へ の参 画 と推 進

● 商 業 利 用 プ ロ ジ ェ ク トや デ モ ンス トレー シ

ョン プ ロ ジ ェ ク トの推 進

に注 力 す る こ と とな っ た 。 こ の 方 針 転 換 に よ

り 日本 等 か ら共 同 研 究 の 申 し込 み が 容 易 に な

っ た とい え る 。

PSAに は大 小 様 々 な ソ ー ラ 関 連 設 備 が あ る

が,最 大 規 模 の もの はCESA-1と 呼 ば れ る高 さ

80mの コ ン ク リー ト製 タ ワ ー と そ の 周 りに広

が る300台 の ヘ リ オス タ ッ ト群 で あ る(図6)。

こ の 実 験 設 備 で は主 と して セ ン トラ ル ・レ シ

ー バ ・シ ス テ ム の テ ス トが 行 わ れ て お り
,タ

ワ ー 上 部 に レシ ー バ が 設 置 さ れ て い る 。 タ ワ

ー上 部 に は
,前 述 のBBP社 製 のKnittedWireレ

シ ー バ が 置 か れ,そ こで 熱 媒 体 で あ る 空 気 と

熱 交 換 を して い る 。 オ ル ノ ・ソ ラ ル(Horno

Solar)は タ ワ ー に隣…接 した建 屋 に あ る 熱 交 換

器 で,蒸 気 を過 熱 して 蒸 気 タ ー ビ ン を 回 して

い る。

図6PSA全 景
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図7自 律型 ヘ リオスタ ッ ト

CESA-1の 周 囲 に あ る ヘ リ オ ス タ ッ トは スペ

イ ンのINABENSA社 が 開発 した 「コ ロ ン ・ソ

ル ・ヘ リオ ス タ ッ ト」 と呼 ば れ る もの で あ る。

こ の ヘ リオ ス タ ッ トは2軸 トラ ッキ ン グ タ イ プ

で,ト ラ ッキ ン グエ ラ ー は 各 軸 で1.2mradと 十

分 な 精 度 に な っ て い る。 また,反 射 板 の 面 積

は39.6m2,平 均 反 射 率 は ク リ ー ン な状 態 で

92%で あ る。 この ヘ リ オ ス タ ッ トは ス ペ イ ン

製 で 中 央 の 支 柱 で 支 え る 構 造 と な っ て お り,

BBP社 製 ヘ リ オ ス タ ッ ト と比 較 す る と華 奢 に

感 じる 。 しか し,PSAの 担 当 者 に よ る と,こ

れ ら 「T型 」 の ヘ リ オ ス タ ッ トに は 強 度 上 の

問 題 は無 い との こ とで あ っ た 。 そ の 他,同 じ

T型 タ イ プ で,反 射 板 面 積 が 広 い,PSAと ア ル

メ リ ア大 学 が 共 同 で 開 発 中 の 「自律 型 ヘ リオ

ス タ ッ ト」 の テ ス トも行 わ れ て い る。(図7)

そ の 他,PSAで は,集 光 太 陽 光 を直 接 リ ア

ク タ に取 り込 む ソ ー ラ熱 化 学 の プ ラ ン トが あ

る 。 これ は ス イ ス のPSIに あ る もの よ りか な り

大 規 模 で,な お か つ ほ とん ど雨 が 降 ら な い こ

と か ら ス イ ス のPSIよ り も実 験 に は 向 い て い

る。 ま た,こ の プ ラ ン トで は 集 光 太 陽 光 を 各

種 材 料 に 当 て,耐 熱 性 な ど を調 べ て い る。 集

光 照 射 部 は 最 大3,000℃ まで 上 る との こ とで,

金 属 は もち ろ ん,セ ラ ミ ック も溶 融 す る とい

う。

こ の 実 験 の 目 的 は 宇 宙 開 発,軍 事 目的 で 行

わ れ て い る よ う で あ る 。 さ らに,太 陽 エ ネ ル

ギ ー に よ っ て 稼 動 させ る 海 水 淡 水 化 装 置 も設

置 さ れ て い る。 これ らの 装 置 群 に加 え て,デ

ィ ッ シ ュ タ イ プ や トラ フ タ イ プ の 集 光 装 置,

様 々 な タ イ プ の ヘ リオ ス タ ッ ト等 の 試 験 も幅

広 く行 わ れ て い る 。

さ て,見 学 を 楽 しみ に して い た 「セ ン トラ

ル ・レ シ ー バ ・シス テ ム で の 太 陽 光 発 電 」 の

運 転 は とい う と,結 局 の と こ ろ 見 る こ とが で

きな か っ た 。 到 着 後1時 間 あ ま り ミー テ ィ ン

グ を済 ませ た後 に見 学 に 回 る と,空 は見 事 に

曇 り,ヘ リ オ ス タ ッ トは 休 止 状 態 だ っ た 。 そ

して,夕 刻 近 く,研 究 所 を離 れ る 頃 に な る と
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また朝 と同じような青空が戻っていた。結局,

「太陽」を求めたヨーロッパ出張は最後まで空

振 りに終わった。

5.お わ り に

今回の出張 により改めて感 じたのは,環 境

志向が強い ヨーロッパ諸国では,新 エネルギ

ー導入熱が高いことである。太陽エネルギー

の利用 も,発 電を中心に様々な研究が行 われ

ている。 また,研 究開発を進める上でECと し

て,ま た本文中に示 したSolarPACESと して,

各国が協力 して取 り組める体制が整えられて

いることも成果を得やす くしていると思われ

る。 さらに,ヨ ーロッパは太陽利用による発

電 は,地 理 的 に比 較 的 有 利 で あ る。 す な わ ち,

サ ンベ ル トで あ る ア フ リ カ や 中 東 に近 く,送

電 ネ ッ トワ ー ク も整 備 しや す い こ とか ら,サ

ンベ ル トで発 電 して ヨー ロ ッパ へ 送 電 す る こ

と も可 能 で あ る 点,日 本 か ら見 れ ば う らや ま

しい 限 りで あ る 。
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1.は じ め に

21世 紀のエネルギー安定供給 を視野 に入れ

た原子力技術開発において,次 世代軽水炉 と

ともに革新的な原子炉 の研究開発 は重要な課

題である。米国では,大 統領科学技術諮問委

員会(PCAST)の 報告 を受けて創設 された原

子力研究イニシアテ ィブ(NERI)に おいて,

1999年 か ら革新的原子力技術の研究開発を開

始 し,3年 目を迎えている。一方,わ が国で

も,原 子力委員会で取 りまとめられた 「原子

力の研究,開 発及び利用に関する長期計画」

(原子力長計)で,国,産 業界及び大学が協力

した革新 的な原子炉の研究開発 についての検

討が求められている。

このような状況から,当 研究所では平成12

年度から経済産業省の補助金 を受けて,革 新

的実用原子力技術開発に関す る提案公募事業

を実施 している。本事業は,わ が国の原子力

技術の経済性 ・安全性 を飛躍的に高めること

を目的として,提 案公募 という競争的環境下

で革新的原子力技術 の提案 と開発 を促進する

もので,産 業界,大 学等の柔軟 な発想による

革新的なアイディアの活用,な らびに原子力

技術開発基盤の維持 ・向上 も期待 される。本

稿では,当 研究所が事務局 として実施 してい

る革新的実用原子力技術開発提案公募につい

て紹介する。

2.提 案公募制度の枠組みと対象

(1)制 度の枠組み

事業の実施における枠組みを図1に 示す。当

研究所は革新的実用原子力技術開発 テーマを

公募 により募 り,一 方,大 学,研 究機関,企

業等 またはこれらの連携体は自ら実施する原

子力技術開発を応募す る。応募 された技術 開

発テーマは当研究所内に組織された審査委員

会が審査 しその結果に基づ き,技 術 開発 を実

施する有望なテーマを選定 ・採択する。

(3)公 募対象

平成12年 度の公募は,原 子力技術 のうち柔

軟な発想 によ り安全性 ・経済性が飛躍的に向

上することが期待 される革新的な技術概念 ・

要素技術等に係 る技術 開発 を対象とした。た

だ し,基 礎的な研究 は制度の対象外 とした。

提案の対象 とする技術分野は次の3分 野であ

る。

① 革新的実用原子力発電 関連技術 の開発

(例:新 型炉技術,新 型燃料技術など)

② 革新的実用核燃料サイクル技術関連技術
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③審査 ・決定

審査委員会

審査委員(学識経験者等)

①公募 ②提案 ④技術開発契約 ⑤成果報告書

提案者

(大学、研 究機 関、企業等又は これ らの連携体)

図1革 新的実用原子力技術開発提案公募の枠組み

の開発(例:廃 棄物の処理処分技術など)

③ ①及び② に共通する技術,両 者 を包含す

る総合的な技術 または評価技術(例:被 ば く

低減技術,リ スク評価など)

技術開発は原則として3年間の計画 とし,実

施効果が高 く特に認めるものは最長で5年 間

まで認める。1テ ーマあた りの技術開発費は

1年 間で1億 円を限度 としている。

また,こ れまで大学が実施 して きた革新性

の高い基礎研究の成果の積極的な実用化を図

る観点か ら,技 術開発にわが国の大学関係者

が参加することを奨励 している。

3.平 成12年 度提案公募の状況

(1)応 募の状況

平成12年 度か ら開始 した事業であったため,

本提案公募が関係者 に周知 され,興 味 を持た

れ,十 分な件数の応募があるか不安な面 もあ

ったが,公 募開始前から公募に関する種 々の

問い合わせ もあ り,本 制度への関係者の関心

の高さを感 じた。

平成12年 度は初年度にあた り,本 制度の仕

組みや運用方法の検討,審 査の方法等の準備

を行った上で,平 成12年11月27日 に3週 間の

公募期間がスター トした。公募開始時期や公

募要領等 に関する情報は当研究所のインター

ネッ トホームページを通 して広 く一般の研究

者 に伝達する仕組みを用いた。提案者などか

らの質問に対する回答や採択結果についても

ホームページでお知 らせ した。公募期間中に

開催 された説明会には70名 を超 える応募希望

者の出席が得 られ,事 務局としては予想 して

いないほど活発な質疑が行われた。

応募は採択予定件数よりかなり多い58件 で

あった。平成12年 度 に応募 された技術開発の

テーマを分野 に分けて表1に まとめた。

原子力発電関連技術の分野では従来型軽水

炉の改良技術,受 動的安全系 を有する新型プ

ラン ト概念 の開発,低 減速炉心の技術開発,
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表1平 成12年 度提案の技術開発テーマ

技術開発の
技術 開発テーマ(順 不同)

分野

L原子炉内装型機構簡素化制御棒駆動装置 14超長寿命水冷却金属燃料炉心

2総合一体型ガー ドベッセル格納中小型PWR 15超長寿命小型安全炉

3新型ハイブリッド安全炉の事故時自然循環除熱 16鉛 ビスマス冷却長期燃焼固有安全炉

4.自立安全性を有す る小型一体炉 17.鉛ビスマ ス冷却小型原子力発電バー ジ

5海洋深水層を利用する原子力発電施設 18.直接 サイ クル実用高速炉

①原子力発 6.給水駆動 ジェッ トポンプ型原子炉プ ラン ト 19.リサイクル燃料活用原子炉

電関連技術 7被覆粒子燃料を使用した小型軽水炉 20.固体冷却多目的安全原子炉
分野 8.ニュー クリアバ ッテ リー軽水炉 2L光原子炉による超高効率直接発電システム

9.高経済性低減速スペク トルBWR 22熱 電素子発電システム

10超臨界圧水冷却炉 23.軽水炉MOX振 動充填燃料

lL受動的安全性を具備した低減速軽水炉 24.新型熱交換器

12超長期運転 ・簡素化BWR 25.高温高圧 高性能プ レー トフィン型熱交換器

13超高燃焼MOX燃 料PWR炉 心 26高 温流体用緊急遮断弁

1新脱被覆技術 10.深層地下水の流向流速計測技術

2.フ ッ化揮発法 と溶媒抽出法のハイブ リッ ド再処理 11.地下水中の溶存有機物の影響把握

3.長尺切断燃料体溶解システム 12.岩石間隙構造 と拡散 ・流体移動特性

②核燃料サ 4革新的な軽水炉燃料リサイクル技術 13緩衝材の新材料および新工法

イ クル関連 5.超臨界流体を用いた再処理技術(直 接抽出法) 14微 生物を利用 した コンクリー ト除染技術

技術分野 6鰹元素同位体分離 15.放射化 コンク リー トの処分 レベル 降下

7長 半減期MA・FP核 種の分離回収システム 16廃止措置に伴って発生する放射性廃液処理技術

8.SF中 アクチ ノイ ド全量回収 ・資源化 17.リサイクル燃料 の廃熱 を利用 した農芸栽培

9地層処分場の高圧環境における性能評価手法 18電 力貯蔵 用アクチナイ ド・レ ドックスフロー電池

1地 層処分並列 シミュレーシ ョンベ ッ ド 8.気液二相流による構造物の連成振動に関する解析技術

2.天然バ リア中の物質輸送予測 9.シビアアクシデント損傷炉心の再臨界安全解析技術

③ 共 通 ・総 3.多孔質岩石媒体水理特性評価システム 10.原子力発電プラントに関する技術情報基盤の構築

合 ・評 価 技 4.TRU廃 棄物処分のVEシ ステム lL可 搬型 中性子 スペ ク トロメータ

術分野 5核燃料サイクルシステムの外部性評価手法体系 12.リアルタイム安全性診断技術

6.公衆のリスク認知に基づく原子力発電の外部性評価 13磁気測定量の逆問題解析による定量劣化診断技術

7.複合燃料サイクル技術評価システム 14原 子力安全管理 ロボッ トシステムの開発

*テーマの名称は提案された名称を正確に表すものではなく、著者の判断で略称 したものである。

鉛 ビスマスを冷却材 として用いた新型炉心の

開発,長 寿命運転 を目指す炉心の開発,新 型

燃料に関わる技術開発など26テ ーマが提案 さ

れた。

核燃料サ イクル関連技術 の分野 では,湿

式 ・乾式 ・ハイブリッド等の再処理 に関する

技術開発,同 位体分離回収に関する技術開発,

地層処分に関する技術開発,廃 止措置に関す

る技術開発など18テーマが提案 された。

また,共 通 ・総合 ・評価技術の分野では,

プラン ト劣化診断技術,放 射線計測技術,現

象 シ ミュレーシ ョン ・安全解析モデル開発,

外部経済性評価手法開発など14テ ーマが提案

された。

技術開発へ参加 を希望 した大学,研 究機関,

民間企業の延べ数は164機 関にのぼり,そ の内

訳 は図2に 示す とお り,民 間企業89社,大 学

55校,研 究機 関20組 織であった。 また,1テ

ーマの提案は平均で2 .8機関が共同提案(連 携

体)で 実施する計画であ り,2～4機 関の連

携体での提案が一般的であったといえる。

一90一
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提案ごとの参加機関の数

100

80

960

40

20

0

参加機関の延べ数

臼
大学 研究機関

(2)採 択テーマ

提案 された58件 の技術開発テーマ を外部の

専門家の協力 を得て審査 した結果,表2に 示

す10テ ーマ を採択 した。各テーマの概要は以

下のとお りである。

① 超臨界圧水冷却炉の実用化に関する技術

開発

超臨界圧水冷却炉は,原 子力発電の経済性

をより高めることを目指 している。蒸気サ イ

クルの超 臨界化(目 標:圧 力24MPa,温 度

530℃ 以上)に より,高 熱効率(40%以 上)を

実現 し,比 容積が小 さく気水の区別がない超

臨界圧水の特徴 を活か してシステム合理化 を

25

20

註15

曝10

5

0

22

一

-

-

6
囮口

16

11

2

民間企業1機 関2機 関3機 関4機 関5機 関以上

での提案

図2公 募 への参加機 関

図る。(本 テーマの内容等詳細は4章 で紹介す

る。)

② 受動的安全性を具備 した低減速型軽水炉

に関する技術開発

軽水炉 において稠密格子MOX(ウ ラン ・プ

ル トニウム混合酸化物)燃 料集合体を採用す

ることにより,中 性子の減速を抑制 して転換

比 を高め,高 燃焼度 ・長期サイクル運転及び

プル トニウム多重 リサイクルが可能な炉心 を

設計する。炉型 はボイド効果による低減速化

が期待で きる沸騰水型軽水炉(BWR)と し,

建設費低減,受 動的安全機能,需 要地近接立

地等の観点か ら小型受動的安全炉を対象 とし

表2平 成12年 度採択技術開発テーマー覧

技術開発テーマ名 実施機関

1. 超臨界圧水冷却炉の実用化に関する技術開発 (株)東芝、東京大学、九州大学、(株)日立製作所

2. 受動的安全性を具備した低減速軽水炉に関する技術開発 日本原子力研究所、日本原子力発電(株)、(株)日立製

作所、東京工業大学

3, 高経済性低減速スペク トルBWRに 関する技術開発 (株凍 芝、岐阜大学

4. 新型熱交換器(AIHX)に 関する技術開発 三菱重工業(株)、大阪大学

5. 軽水炉MOX振 動充填燃料の開発 (株)東芝、大阪大学、 日本ニユクリア ・フユエル〈株)、

日本核燃料開発(株)

6. 地層処分場の高圧環境における性能評価手法に関する技術開発 (株)神戸製鋼所、東京大学、(株)コベルコ科研

7. フッ化揮発法 と溶媒抽出法のハイブ リッ ド再処理に関す る技術開

発

(株)日立製作所、埼玉大学、名古屋大学

8. 長半減期MA・FP核 種の分離回収システムの開発 東京工業大学、三菱マテ リアル(株)、 日本原子力研

究所

9. 放射性廃棄物地層処分における天然バリア中の物質輸送予測 (株)富士総合研究所、東京大学、 日本原子力研究所

10, 核燃料サイクルシステムの外部性評価手法体系に関する技術開発 (株)三菱総合研究所、埼玉大学
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たシステム設計 を実施する。さらに熱的及び

炉物理的特性に関する実験 ・解析 を実施 して

成立性 を確認するとともに,燃 料の照射時挙

動解析及びMOX燃 料再処理技術の評価 を行い

安全性及び経済性 向上 を図る。本炉 は軽水炉

技術 に立脚 し,使 用済燃料貯蔵量の削減及び

プル トニウム蓄積量の抑制に貢献するもので

ある。

③ 高経済性低減速スペク トルBWRに 関す

る技術開発

低減速スペクトルBWRと 乾式再処理,振 動

充填燃料 を組み合わせた新 リサイクルシステ

ムは,ウ ラン ・プル トニウム(U・Pu)有 効

利用や経済性の点から有望かつ革新性の高い

システムである。本技術開発では,新 リサイ

クルシステムの中枢 となる中性子ス トリーミ

ングチ ャンネルの採用を特徴 とする低減速ス

ペ ク トルBWRの 実用化 を目的 とする。稠密

MOX格 子炉心の炉心性能確認,乾 式再処理か

ら得 られるPuと 稠密格子 との組み合わせでの

核特性確証,臨 界集合体 による稠密MOX格 子

の核的性能確証 とその測定手法開発,運 転

時 ・事故時の除熱性能試験 による確証,核 熱

結合解析 による炉心 ・プラン ト挙動評価,総

合的な炉心成立性の確認 を行 う。

④ 新型熱交換器(AIHX)に 関する技術開発

高速増殖炉(FBR)実 用化のためには,プ

ラン トの安全性や信頼性を確保 しつつシステ

ムを簡素化す ることで建設 ・保守コス トを低

減 し,経 済性 に優れたシステムを構築するこ

とが必要とされている。

システム簡素化の一例 として,従 来より2

次系の削除が検討 されてきているが,単 に2

次系を削除 しただけでは,安 全性 を十分に確

保することが困難 と考えられている。そこで

安全性 を確保 しつつ,2次 系の大幅削除を実

現で きる概念 として大阪大学で研究 されて き

た新型熱交換器(AIHX)を 提案 し,AIHXを

実機プラントへ適用 した場合の概念構築 を行

う。

⑤ 軽水炉MOX振 動充填燃料の開発

ペ レット燃料製造では成型 ,焼 結,研 削等

の複雑な工程が存在するため,軽 水炉用MOX

燃料製造法 にこれを適用 した場合は燃料加工

コス トが大幅に上昇する懸念がある。このた

め本技術開発では軽水炉用MOX振 動充填燃料

の燃料製造技術並 びに炉心 ・燃料設計技術の

確立 をはかるとともに,許 認可対応 データの

蓄積 をはか り,軽 水炉用MOX振 動充填燃料実

用化への目処をつけることにより,MOX軽 水

炉燃料製造 コス トの大幅な低減を目指す。

⑥ 地層処分場の高圧環境における性能評価

手法に関する技術開発

廃棄物地層処分時に関与する現象への圧力

の物理 ・化学的な効果 ・影響 については国際

的に重要な評価課題であるとされている。 し

か し,地 下環境の加圧状態 を地上で再現する

ことは実験装置並 びに実験手法的にも容易で

ないため,十 分 に対応で きていないのが現状

である。そこで,本 事業では神戸製鋼㈱が保

有する高圧技術 を応用 し,処 分場での高圧環

境 を再現するために既存の高圧試験装置をベ

ースに改良開発する。また,信 頼性の高いデ

ータを取得するために実験的手法を開発する。

さらに,圧 力による効果 ・影響を考慮 した処

分場環境の時間的,空 間的変化 を定量的に把

握するために解析 ・評価技術の開発を行 う。

⑦ フッ化揮発法 と溶媒抽出法のハイブリッ

ド再処理に関する技術開発

フッ化揮発法 と溶媒抽出法のハ イブリッド
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再処理によ り,処 理施設 を大幅に小型化 し,

経済性向上 を図るとともに,軽 水炉期から軽

水炉,FBR併 用期を視野 に入れた次世代の再

処理技術の完成 を短期間で目指す。(本 テーマ

の内容等詳細は4章 で紹介する。)

⑧ 長半減期MA・FP核 種の分離回収システ

ムの開発

アメリシウム241(Am-241),Am-243,キ

ュ リウム245(Cm-245)な どのマ イナーアク

チニ ド(MA)元 素や主要核分裂生成物(FP)

であるヨウ素129(1-129)な どの長半減期核

種はガラス固化処分後 も長期 にわた り放射毒

性 を有 し,自 然放射能 レベルまで減衰するの

に10万 ～100万 年を必要とする。長半減期核種

を原子炉で短半減期核種 に変換 し,廃 棄物の

短期無毒化 をするための核変換処理システム

の構築が望 まれている。本提案では,東 京工

業大学で開発が進め られている 「親水性多座

抽出剤の協同効果 を利用 したソフ ト金属 の抽

出技術」及び 「再処理 オフガスからの放射性

核種 の分別 回収技術」 を応用 してMA及 び1-

129の 高選択分離技術 を開発 し,従 来の群分離

技術の簡素化及び高機能化 を図る。核変換処

理システムの実用化,な らびに高 レベル廃棄

物の深地層処分 に対する安全性 ・経済性の向

上に資する。

⑨ 放射性廃棄物地層処分における天然バ リ

ア中の物質輸送予測

本技術開発では,近 年研究成果が上が りつ

つある微視的機構論 に基づいたシミュ レーシ

ョン技術 と,実 験 ・理論研究による微視的輸

送モデルを基礎 として,地 下水流れ,吸 着 ・

離脱 ・会合といった微視的素過程か ら巨視的

物質輸送 まで を直接計算す るマルチ スケー

ル ・シミュレーシ ョン技術,VR(バ ーチャル

リアリティ)に よる複雑輸送現象の可視化技

術 を利用 した仮想実験 システムを開発 し,母

岩中核種の輸送特性,移 行遅延効果等の新 し

い評価技術 を確立することを目的 とする。(本

テーマの内容等詳細は4章 で紹介する。)

⑩ 核燃料サイクルシステムの外部性評価手

法体系に関する技術開発

核燃料サイクルの全段階を対象 として,人

の健康,自 然生態系,人 工環境等への影響 を

評価 して,か つ これらの影響を貨幣価値換算

することにより,核 燃料サ イクルシステムの

操業 に伴って発生する社会的コス ト(外 部費

用)を 定量化す る核燃料サ イクルシステムの

外部性評価手法体系 を開発する。本技術 開発

により,

(a)原 子力開発計画:他 電源 との比較,炉 型

比較,ワ ンススルーシステム,プ ル トニウ

ムリサイクルシステムなど核燃料サイクル

システムの比較等を行 う際の指標

(b)外 部費用の内部化策:負 荷対策の導入,

安全基準や環境基準等の規制の強化 または

緩和など

(c)原 子力問題 に係わる理解促進:原 子力問

題に係わる社会の理解促進のための素材

の効果が期待で きる。

これらの技術開発テーマについては,現 在,

各テーマの計画に基づ き技術開発を実施 して

いるところである。採択 した技術開発 は3～

5年 間で実施する計画 となっているが,各 年

度 ごとに成果 に対する評価を行い,次 年度へ

の継続 を審査することとしている。

4.革 新的原子力技術開発の紹介

平成12年 度 に採択され,現 在実施 している
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技術 開発の中か ら3つ のプロジェク トについ

て目的 ・背景,技 術的課題,実 施計画などの

概要を紹介する。

4.1超 臨界圧水冷却炉の実用化に関する

技術開発

本技術 開発では,㈱ 東芝,東 京大学,九 州

大学,㈱ 日立製作所の4者 連携体で,発 電性

能向上 とシステム簡素化,成 熟 した火力技術

利用により経済競合力 を高める超臨界圧水冷

却炉の実用化に向けた技術開発を行 う。

(1)背 景と目的

原子力開発 はわが国だけで も50基 以上の商

業用原子炉の導入という成果に結びついたが,

最近は他電源 と比較 して経済性で さらに優位

に立つことが望 まれている。 また,先 進国で

の電力需要の伸びの鈍化,初 期投資額や投資

リスクに関する不安,環 境保護の点か ら原子

力利用のグローバ リゼーション,す なわち,

発展途上国での導入等の課題 に対処で きる原

子力 プラン トが望 まれている。このような背

景から,大 型化以外の方策 も用いた競争力の

高い原子力プラントの開発が必要である。

そのためには,火 力発電技術の開発経緯か

らも原子力発電プラン トの超臨界圧化 による

性能向上 とシステム簡素化が有効 と考 えてい

る。超臨界圧化は,蒸 気サイクルを用いた火

力発電では既 に実用化 された技術で,タ ービ

ン入口条件(蒸 気の温度 と圧力)を 水の臨界

点(22.1MPa,374℃)以 上に高め,熱 効率の

向上 とシステム簡素化を図っている。熱力学

の法則からタービン入口条件が高いほど,蒸

気サイクルの熱効率 は向上する。 タービン入

口条件が高いほど蒸気の比容積が小 さくなる

ので,タ ービンや熱交換器が小型化 し,シ ス

テム簡素化,付 随する系統の合理化や建屋の

小型化が期待 される。 さらに,亜 臨界圧水 と

異なり超臨界圧水は沸騰現象がないので,軽

水炉など蒸気 プラン トで用いられている再循

環系統,気 水分離器 ・蒸気乾燥器,も しくは

蒸気発生器が不要とな り,シ ステムが簡素化

される(図3)。 結果として,原 子炉圧力容器,

格納容器,原 子炉建屋 もコンパク トにな り得

る。その上,成 熟 した火力超臨界圧 ボイラ

ー ・タービン技術 を利用で きるので開発投資

における簡素化 も期待で きる。以上の効果に

より,超 臨界圧化 は原子力発電プラン トの経

原子炉

超臨界圧水冷却炉 BWR PWR

図3代 表的な炉型のシステム構成の比較
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妻一
原理 ・基礎研 究1超 臨界圧水炉 のキー技術 について 、概念 を構築 し、原理 を示す段階

技術実用化 検討:超 臨界圧水炉 プラン ト概念 を構築 し、模擬試験や解析 で技術的実用性 を

示 す段階

実証・設計検討:大 規模試験/照 射試験を実施し、実機プラント設計に必要な情報をそろ

える段階

図4超 臨界 圧水 冷却炉実用化への道筋

済競合力を高められると予想される。

(2)実 用化への道筋

図4の ように,超 臨界圧水冷却炉の実用化

までに,3段 階からなる技術開発が必要 と考え

る。既に東京大学が中心 になって,1990年 頃

より原理 ・基礎研究 を実施 してきた。本技術

開発 は,原 理 ・基礎研究 と技術実用化検討に

位置付けられ,さ らに大規模試験や照射試験

などか らなる実証 ・設計検討へつなげる役 目

を果たすものである。実証 ・設計検討は,技

術実用化検討で実用性が示 された後から実施

されるが,大 規模試験が主 となるので,過 去

の改良型沸騰水型軽水炉(ABWR)開 発の例

から,国 や電力の支援 を受けながら10年 程度

必要と想定される。

原理 ・基礎研究の経緯を簡単 に説明す る。

本技術開発で視野に入れている超臨界圧水冷

却炉概念 は1990年 に東京大学 より発表された

(1)
。なお,1950年 代1960年 代 にも蒸気冷却炉

などとともに超臨界圧水 により炉心冷却を行

う原子炉概念 は発表 されていたが,東 京大学

の概念はそれらの発展 ・改良ではな く,独 立

したものである(2)(3)。 東京大学での研究は,

その後 も継続 して実施 され,炉 心設計検討か

ら,過 渡事象評価,安 全性評価,運 転方法に

至るまで多 くの ことが検討 されてきた。 この

内容 については,例 えば東京大学主催の弥生

研究会で定期的に報告がなされている(4)。

東京大学以外でも,例 えば東京電力,原 子

力研究所 と国内原子力 メーカー3社(三 菱,

日立,東 芝〉は共同して,超 臨界圧水冷却炉

の概念設計検討 を実施 した(5)(6)。 外 国で

も、欧州共同体やカナダ,ロ シアなどで も超臨

界圧水冷却炉概念の研究開発が行われている

(7)(8)
o

原子炉概念だけでな く,材 料,水 化学,熱

水力 などの分野で多 くの基礎研究が行われて

いる。中で も,九 州大学では超臨界圧火力ボ

イラーの伝熱特性について精力的に研究がな

されてきた。特 に,伝 熱劣化 と呼 ばれる現象

に対 して有用な相 関式や設計のベースとなる

データを発表 してきている(9)。 また,東 京大

学では,特 に伝熱劣化の予測手法の開発 に取

り組み,既 に1994年 には数値シミュレーショ

ンによる伝熱劣化の解明に成功 している(10)。
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この ように多 くの基礎研究によって実用化

が具体化 されてきた超臨界圧水冷却炉の基本

検討 を実施するのが,本 技術開発である。

(3)技 術開発計画及び目標

本技術 開発は,こ れまでの原理基礎研究か

ら抽出された課題 を解決する技術実用化検討

段階 として位置付け られ,国 や電力 プロジェ

ク トとして実施する大規模試験や照射試験 な

どか らなる実証設計検討への橋渡 しの役 目を

果たす。その技術実用化検討を,3つ のサブテ

ーマ:「 プラン ト概念 に関す る技術 開発」,

「伝熱 ・流動に関する技術開発」 と 「材料 ・水

化学に関する技術開発」に分けて実施する。

① プラン ト概念に関する技術開発

本サブテーマでは,原 子力プラン トとして

特徴的な系統 ・機器の設計,性 能評価を通 じ

て,超 臨界圧水冷却炉の概念検討 を行 うこと

が 目標である。概念検討 には,適 宜,伝 熱 ・

流動検討 と材料 ・水化学検討の成果を取 り込

み,次 の段階で実施 される実証 ・確証試験な

どの計画 も策定する。

これまでの研究開発か ら,タ ービン入口条

件 をより高めつつ,よ り一層のシステム簡素

化が重要と考えられるため,入 口温度 を火力

超臨界圧 タービンの仕様にあわせ るとともに

再 熱サ イクル を視 野 に入 れた超 臨界 圧炉

(SCPR:SuperCriticalPressureReactor)概 念 を

設計 ターゲ ットとす る。この構成 が実現可能

ならば,熱 効率44%を 達成 しつつ,原 子炉系

統,タ ービン系統,建 屋の大幅な簡素化によ

り建設単価 をABWRと 比較 して数十%低 減で

きると見込まれ,こ れを開発目標 とする。

② 伝熱 ・流動に関する技術開発

本サブテーマでは,試 験検討,解 析検討 を

通 じて超臨界圧水冷却炉 における高温超臨界

圧水の伝熱流動特性 を把握することが目標で

ある。試験検討 は,超 臨界圧火力ボイラーの

研究開発で実績豊富な九州大学 において,模

擬流体(R22)を 用いた超臨界圧伝熱流動試

験 を実施する。解析検討では,試 験の評価解

析,既 存の軽水炉設計解析 コー ドの超臨界圧

水冷却炉への適用性検討 を実施する。

これ までの研究開発から,超 臨界圧水冷却

炉の実現 には伝熱劣化対策が重要 と考え,伝

熱劣化の機構 を試験的,解 析的に確認 し,対

策を開発 目標 とすることが指摘 された。 この

伝熱劣化は,亜 臨界圧での熱伝達が沸騰遷移

領域で悪化 し,バ ー ンアウ トを起 こす現象 と

よく対比 される。伝熱劣化対策により,タ ー

ビン入口条件が どこまで高められるかが明ら

かになり,SCPR概 念の実現可能性が高 まる。

③ 材料 ・水化学に関する技術開発

本サブテーマでは,超 臨界圧水冷却炉に特

有の炉内構成材料(燃 料被覆管 ・炉内構造物)

技術課題を抽出 し,超 臨界圧条件下での強度

試験/腐 食試験/照 射模擬試験 により,材 料

の絞 り込みを行い,適 用性 ・成立性 を検討す

ることが目標である。様 々な材料候補の強度

試験から,材 料基礎特性や機械的性質が得 ら

れる。腐食試験 として,耐 食性Uベ ンド試験,

低歪速度応力腐食割れ(SCC)感 受性試験 を

実施 して,一 様腐食特性や局部腐食特性 を整

理す る。照射模擬試験 によりスウェリング,

照射 クリープ,耐 照射損傷性 に影響ある特性

を取得する。

これまでの研究開発から,超 臨界圧水冷却

炉の実現には,特 に高温超臨界圧条件下で被

覆管や炉内構i造物の腐食,SCCが 重要と考え,

それらの特性を把握 し,適 した材料及び適 し
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た温度や水化学条件 を見出すことを開発目標

とすることが指摘された。 このような材料や

条件が明 らかになれば,SCPR概 念の実現可能

性が高まる。

4.2フ ッ化揮発法 と溶媒抽出法のハイブ

リッ ド再処理に関する技術開発

本技術開発では,㈱ 日立製作所,埼 玉大学,

名古屋大学の3者 連携体で,再 処理施設の小

型化,廃 棄物の低減な ど経済性 ・安全性の向

上 を図るハイブリッド再処理に関する技術開

発 を行 う。

(1)背 景 と目的

原子炉及び核燃料サイクルの将来の形態は

時期により3種 類ある と考 えられる。第1は

軽水炉による発電を主 とす る時期であ り,第

2は 軽水炉 とFBRが 併用される時期,第3は

FBRの 自立サイクルが確立 される時期である。

この3種 類の時期のうち,第 一期の前半に

おける再処理の任務は,主 として,軽 水炉燃

料サイクルであ り,軽 水炉燃料 中のPuは プル

サーマルでの燃焼 を前提 としたMOXと して,

Uは 濃縮 による再使用 または貯蔵が可能 な形

態で,と もに高精製度で回収することである。

一方
,第1期 後半から第2期 前半にかけては,

FBR用 初期装荷燃料 の製造のための任務が再

処理に含 まれて くる。 この時期 においては,

FBRの ためのMOXは,高 精製度を要求されな

くなる可能性 がある。一方,軽 水炉燃料 と

FBR燃 料の富化度の違いから,FBRで 必要 と

する以上のUが 余剰Uと して再処理施設で発生

し,こ のUは 濃縮 による再使用 または貯蔵を

行 うため依然 として高精製度で回収す ること

が要請 される。第2期 後半か ら第3期 におけ

る再処理の任務は,こ の時期の主たる原子炉

であるFBRの 燃料 を再処理す ることであ り,

FBR用 のMOXを 製造する。 この時期の再処理

においては,U及 びMOXの 精製度は強 くは要

求 されず,工 程的に簡素化 された再処理法が

最適 と考えられる。

第2期 前半 くらいまでの再処理施設は,第

2期 後半から第3期 に想定 されるFBRサ イ ト

内コロケーション型再処理施設ではな く,集

中立地型 になり,燃 料製造 も一括 になる可能

性が高い。この時期においては燃料製造時の

ハ ンドリング及び輸送 を考慮すれば,依 然 と

してMOXが 高精製度であることの利点は高

い 。

U及 びMOX,ま たはPuを 高精製度で回収す

る再処理技術 として,溶 媒抽 出を用いたピュ

レックス法がわが国でも実用化 され,現 在六

ケ所 に建設 中の再処理施設でも採用 されてい

る。 ピュレックス法は核燃料物質を高精製度

で回収するには最も実績がある優れた方法で

あ り,開 発が急がれる第1期 か ら第2期 前半

の次世代再処理ではこの方法 をベースに技術

開発 を行 うことが望ま しい と考える。一方で

はピュレックス法 に対 して,施 設の小型化,

廃棄物量の低減を行っていく必要もある。

一方
,1980年 代まで研究が続けられた再処

理方法に,フ ッ化物揮発法がある。この方法

はUの 精製が コンパク トになる点で優れてい

るが,Puの 精製が難 しいという課題があった。

そこで,Uの 精製にはフッ化物揮発法を,Pu

精製 にはピュレックス法を用いることで,相

補的な優れた再処理方法を考案 した。

本開発は,こ の新 しいハイブリッ ド再処理

法による,設 備の小型化,低 レベル廃棄物発

生量の低減,転 換施設の省略,重 要核種の分
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離 といった,大 きな経済的効果の発現,及 び,

Puに 関する固有の安全性,固 有の核不拡散性

といった安全性の向上を目的 として実施 して

いる。

(2)技 術開発の内容

① 新 しい再処理法の構成

本開発で実用化を目指す新 しいハイブ リッ

ド再処理法の構成 を図5に 示す。まず,脱 被

覆工程で使用済軽水炉燃料 を粉砕 して粉末状

にする。次いで,フ ッ化工程で フッ素 を作用

させ,使 用済燃料 に含まれていたUの90%以

上 を揮発性 のフッ化物 に転換する。揮発 した

Uフ ッ化物はフッ化ナ トリウム(NaF)な どの

吸着剤 と蒸留により,精 製度(精 製前の不純

物の放射能の量 を精製後の不純物の放射能の

量で除 した値)が107～109ま で精製 される。

このUは 濃縮 に供 される場合 と同 じく,六 フ

ッ化ウラン(UF6)の 形態 を取っているので,

転換施設 を介することな く,そ の まま濃縮,

再転換施設に供給 して燃料原料 として再利用

することが可能であ り,ま た,一 時貯蔵に供

することもで きる。一方,Uを 揮発 させた残

りの使用済燃料は10%以 下のUと,Pu,MA,

FPの フッ化物か らなる。 この残渣か ら,フ ッ

素を除いた後,溶 解工程で硝酸溶液に溶解 し,

清澄する。この溶液は,ピ ュ レックス法と同

様の工程で処理 される。すなわち,リ ン酸 ト

リブチル(TBP)な どの有機溶媒 を用いた溶

媒抽出法 により,硝 酸溶液か らUとPuを 有機

溶媒に抽出 し,MAとFPを 除去する。ついで,

希薄な硝酸をUとPuを 含む有機溶媒 に接触さ

せ,UとPuを 再び硝酸溶液 に取 りこむ。必要

な精製度が得 られるまでこの操作 を行ったの

ち,UとPuを 含む硝酸溶液を脱硝酸 ・焙焼 し,

MOX原 料 となるUとPuの 混合酸化物を得る。

② 期待 される経済的効果

ハ イブリッ ド再処理法で期待 される経済的

効果の第1は,従 来から大型であることが難

点であった溶媒抽 出工程 を著 しく小型化で き

る点である。粉砕後の軽水炉燃料 に含 まれる

Puは 約1%,FPとMAは 約3%で あるから,U

の90%以 上を事前分離すると,溶 解 と溶媒抽

出工程で扱 う物質量は15%程 度 に減少す る。

燃料受入 解体 ・せ ん断

u精 製

共除染

■ ■FLU・REXに 特徴的な工程

[コ 乾式再処理に共融 エ程

[=コ 既に実用化されているエ程

図5

脱被覆

U/Pu精 製

凝縮 ・揮発

脱硝 ・焙焼

ハイブリッ ド再処理法の構成

(再濃縮/一時貯蔵)

MOX

(燃料加工)
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すなわち,溶 解 と溶媒抽出工程 は従来の再処

理設備の6分 の1以 下の処理量の設備でよく

なる。フッ化物揮発による分離の特徴は,分

離 したUF6をNaFの ような吸着剤 と蒸留 により

簡単 に精製で きることである。文献(II)に

よればその精製度は107か ら109に達する。従

って,回 収 したUを 精製 して軽水炉用に再利

用する場合には,こ の新 しい再処理方法が著

しくコンパク トになるという経済的効果があ

る。

経済的効果の第2は,低 レベル廃棄物発生

量の低減である。既 に述べたように,溶 媒抽

出系で扱 う物質の量が従来の6分 の1以 下に

低減 されるため,使 用される試薬,溶 液の量

も軽減 され,低 レベル廃棄物処理系及び低 レ

ベル廃棄物発生量が1桁 低減で きる。

経済的効果の第3は,回 収 したUが 濃縮施

設に供給 されるの と同 じ,UF6の 化学形で,

かつ精製度が高いことから,U-235を 再濃縮す

るためのガス拡散法または遠心分離法工程 に

直接適用できる。 このため,軽 水炉燃料の再

利用 にかかわる一連の処理において,酸 化ウ

ランのUF6へ の転換 と精製 を行 う転換設 備が

省略できるため,燃 料サイクルコス トが低減

される効果がある。

ハ イブリッ ド再処理法で期待される経済的

効果の第四は,い くつかの,処 分上重要な元

素 を分離でき,高 レベル廃棄物処分の選択肢

を広げうる点である。たとえば,ル テニウム/

ロジウム(Ru/Rh),テ クネチウム(Tc),ヨ

ウ素(1),ネ プツニウム(Np)は 容易 にU精

製系で回収で き,高 レベル固化体 とは別 に処

理できる可能性がある。このことは,地 層処

分の選択肢 を広 げ,よ り経済的な方法 を選定

で きる可能性 を与える。

③ 安全性の向上

本方式のハ イブリッド再処理法の元になっ

たフッ化物揮発法では,Uの フッ化分離に続

き,高 濃度フッ素によるPuの フッ化揮発工程

が含 まれていた。 しか し,本 再処理法ではU

の一部のみ を分離すれば良いので,こ のPuの

フッ化回収は行わなくて済む。このため,気

体状のPuを 扱わなくてよく,固 有の安全性を

もち,フ ッ化物揮発にかかわる部分で,従 来

法のフッ化物揮発法 よりも安全性が高いと考

える。

従来のピュレックス法では,MOXのPu富 化

度が使用済軽水炉燃料 よ り高いことから,U

とPuを分離する工程が溶媒抽出工程に含まれ,

純粋なPuが 単離 されている。この新 しい再処

理方法ではUの 大部分を事前分離 して,MOX

に必要なPu富 化度 を確保するため,溶 媒抽出

でUとPuを 分離する必要がない。工程内にPu

単体 の工程が含まれないことは,核 拡散抵抗

上有利 と考える。

(3)開 発内容

新 しいハイブ リッド再処理法 は,フ ッ化物

揮発法 とピュレックス法の各々の得意 とする

部分 を組み合わせた方法である。各 々の固有

部分は既に多 くの開発が行われている。両者

を組み合わせるインターフェイス部分,す な

わち,Uを 選択フッ化する技術 とUを 分離 した

後フッ化残渣を溶媒抽出のために硝酸溶解す

る技術 は原理的には可能であることが分かっ

てはいるが,工 業技術 としては今後開発が必

要である。連携部分においては,そ の工学的

成立性 を数年で実証 し,そ の後 さらに数年で

Puを 用いた実証 を行 う必要がある。表3に 今

後の開発方向の検討事項を示す。
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表3今 後の開発課題

工程 開発課題 内容

Uフ ツ化 フレーム炉設計手法の確立

フレーム炉U/Pu分 離確証試験

流動床方式での実績あ り

より合理化の可能性あるフレーム炉の開発

フツ素

回収

フッ化残渣→酸化物転換、フッ

素回収手法の確立

酸化転換反応での表面妨害反応の有無確認、フッ素

回収条件の確認

溶解 酸化物溶解特性確証試験

本開発では,ハ イブリッド再処理法に関 し

て概念設計 を実施 し,従 来の軽水炉サイクル

技術 と比較するとともに,Uの 選択 フッ化条

件の把握 とフッ化残渣溶解過程の把握のため,

主 として模擬物質を用いた試験を実施 し,成

立性の見通 しを得 る。

ハ イブリッド再処理 システムの具体的検討

として,概 念設計 により下記事項 を実施する。

・本再処理方式選定の妥当性確認(他 方法 と

の詳細比較検討)

・本再処理方式の成立性の詳細評価

・種々の燃料サイクルへの適用性の評価

・本再処理 プロセスの設計研究

・本再処理 プロセスの経済性評価

また,本 再処理システムの技術的成立性を

確認することを目的として,イ ンターフェイ

ス部分にかかわる開発要素 を解決するための

コール ド試験 を実施する。

以上の検討,試 験結果 を体系的に整理 し,

今後実施すべ き課題 を摘出する。また,摘 出

された課題の解決策について検討 し,さ らな

る開発計画を立案する。

4.3放 射性廃棄物地層処分における天然

バリア中の物質輸送予測

本技術開発では,㈱ 富士総合研究所,東 京

大学,日 本原子力研究所の3者 連携体で,放

射性廃棄物地層処分場での天然バ リア母岩中

の地下水 の流れ とその中における物質輸送現

象を把握 し正 しく評価する新 しい評価技術の

開発を行う。

(1)背 景 と目的

放射性廃棄物地層処分 を考 える上で,天 然

バ リア母岩中の地下水の流れとその中におけ

る物質輸送現象 を把握 し正 しく評価すること

は極めて重要である。母岩 中の物質輸送は,

母岩亀裂,空 隙構造が幾何的に複雑であるこ

とに加 え,鉱 物表面への吸脱着,流 れの中で

の化合物の会合,コ ロイ ド形成などの微視的

物理 ・化学現象が組み合わさった複合現象で

あるため,放 射性核種の収着による移行遅延,

コロイ ド形成による遅延効果,ま たは遅延抑

制効果等を正確に考慮 し母岩中核種の輸送特

性を評価する技術 は確立されていない。

このような複雑現象を解明する手段 として,

計算科学技術 の適用が考えられる。 しかしな

が ら,現 在の放射性廃棄物地層処分の安全性

評価で用いられている計算機 シミュ レーショ

ンでは,母 岩 を大 きいスケールで平均化 し,

透水係数,総 括拡散係数など巨視的輸送パラ

メータ,構 成式 を援用することによりマクロ

なスケールでの挙動を評価 しているため,微

視スケールの現象 との関連 を評価 したり,広

い範囲の条件に適合する解析 ・評価 を行 うこ

とが困難である。
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本技術開発では,上 記の技術課題 をブレー

クスルーす る技術 として,近 年研究成果が上

が りつつある微視的機構論 に基づいたシ ミュ

レーション技術 と,実 験 ・理論研究による微

視的輸送モデルを基礎 と して,地 下水流れ,

吸着 ・離脱 ・会合 といった微視的素過程か ら

巨視的物質輸送 までを直接計算す るマルチス

ケール ・シミュレー一ション技術,VR(バ ーチ

ャルリアリテ ィ)に よる複雑輸送現象の可視

化技術 を利用 した仮想実験 システムを開発 し,

母岩 中核種の輸送特性,移 行遅延効果等の新

しい評価技術を確立す ることを目的としてい

る。

(2)微 視的機構論モデル

本技術開発では,岩 石中の微視的輸送現象

をシミュレーションする計算モデルとして,

微視的機構論に基づいたシミュレーション技

術が開発 される。具体的には,複 雑形状への

適用性の高さから岩石空隙スケールでの石油

回収 シミュレーション等に応用 されている格

子 ボルツマ ン法(LBM:LatticeBoltzmann

Method),東 京大学が提案 し,コ ロイ ドの形

成や化学反応の考慮が容易な新 しい格子流体

モ デルである実 数格子 ガス法(Real-coded

LatticeGasAutomata)を 核にした計算モデル

が開発 される。微視的機構論モデルは,① ポ

リマー,コ ロイ ドを含 む流れや多相流れ,化

学反応流れなど従来手法では取 り扱 い不可能

な複雑流体運動 を解析で きる,② 境界条件処

理が単純であり,複 雑形状の取 り扱いが容易

である,③ 計算処理の局所性が高 く,並 列化

が容易なため大規模 シミュレーシ ョンに適す

るとい う特徴を持つ。また,こ れらのモデル

は,分 子動力学法などによる ミクロシ ミュレ

一ションの結果や知見 を,マ クロな輸送特性

評価に反映できるメゾスケール(マ クロとミ

クロの中間スケール)計 算モデルとして注目

されている。

岩石,岩 盤 中の流動,輸 送現象 シミュレー

ションについては,パ ーコレーシ ョンモデル

と呼ばれる簡易モデルなども存在するが,物

理的健全性に欠けるという問題がある。また,

岩盤中の亀裂構造 をネッ トワーク化 したシミ

ュレーションモデルが,よ り詳細な解析モデ

ル として研究され,岩 盤 中の不均一な亀裂構i

造における輸送特性の予測に成果 を挙げてい

るが,岩 石空隙での吸脱着,コ ロイ ド挙動 と

いった複雑輸送現象を直接評価するには至っ

ていない。 これに対 し,本 技術 開発で開発す

る計算モデルは,ス ケールに合わせ た運動モ

デルにより比較的 ミクロなスケールか らマク

ロなスケールまでを物理的健全性 を維持 した

上で統一的に取 り扱えるため,岩 石中の微視

的輸送現象 をメカニズムに忠実なモデルで直

接 シミュレーションで きる革新的な評価技術

になると期待できる。

(3)微 視的機構論モデルによる流動特性パラ

メータ予測

平成12年 度の技術開発では,物 質輸送特性

予測 シミュレーシ ョンの中核 となる岩石中の

流動特性を予測するための計算モデル開発 と

して,実 数格子ガス法,格 子ボルツマ ン法に

よる複雑流路内シ ミュレーシ ョン技術 開発が

東京大学を中心に行われている。その成果の

一部を以下に紹介する。

従来の物質輸送 シミュレーションでは,岩

石中の地下水流動 を空隙率 と透水係数デー タ

をもとにダルシー則 と呼ばれるマ クロな関係
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図6ポ ーラスメデ ィアシミュ レーション結果

式 ノ=一(le/μ)▽P(ノ 『:単位流量,々:透 水

係数,μ:粘 性係数,▽P:圧 力勾配)に 基

礎 を置 き平均的地下水流動を計算す るのに対

し,微 視 的機構論 モデルによるシミュレーシ

ョンでは,岩 石などの多孔質構造 の総称であ

るポーラスメデ ィア構造中の流体運動 を直接

シミュレーションする。

図6,図7に は,開 発中の計算モデル(こ

の例では格子ボル ツマ ン法)に より,擬 似ポ

ーラスメデ ィア(複 雑構造物)内 の流動をシ

ミュ レーションした結果を示す。図7に 示 し

た結果から複雑構造物 中の詳細流動がシミュ

レーションで きていることが分かる。 この結

果を解析体系全体で平均化処理 を施す ことに

より,従 来手法では入力パ ラメータであった,

巨視的輸送特性パラメータの1つ,透 水係数

を評価することがで きる。透水係数評価式 と

して知 られ て い る コゼ ニ ー ・カー マ ン

(Kozeny-Carman)モ デル式により評価 された

透水係数 と比較す ると規則的な擬似 ポーラス

メディア形状 の場合に良 く一致することが確

認 された。同式は,観 測 ・測定値が ない場合

などに経験式 として援用 されるが,実 際の岩

灘
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図7詳 細流れ分布

石構造では必ず しも一致 しない場合 もあ り,

適用範囲に制約がある。これに対 し,開 発中

の計算モデルの場合 には特別な制約な く計算

を行 うことが可能である。さらに,岩 石中の

詳細シ ミュレーションが可能なため,今 後開

発する反応,表 面への吸脱着現象モデル も現

象に忠実にモデル化できると考えられる。

(4)並 列処理による大規模計算

岩石中の物質輸送特性をシミュレーション

するには,微 視的機構論モデルによる岩石ポ

ーラスメデ ィア構造の3次 元大規模体系での

計算が必要となる。同モデルは,計 算モデル

の局所性が強いため計算処理を並列化するこ

とによりこの問題に対応できると考えられる。

試験的に行 った並列効率測定では,日 本原子

力研究所のSR8000並 列計算機上の32プ ロセッ

サを使用 した場合 に,単 一プロセ ッサの約17

倍程度,部 分処理については32倍 の性能を有

することが確認 された。今後,よ りスケーラ

ブルな性能が発揮 される計算アルゴリズム,

領域分割,要 素並列処理方法に関する検討 を

行い,さ らなる性能向上を目指す予定である。
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念設計が行われている。

(5)仮 想実験システムの構成

既存の計算機 シミュレーションシステムの

多 くは,ソ フ トウェア,情 報処理の複雑 さか

ら,解 析者はブラックボ ックスとな りがちな

シミュレータの理解,デ ータ作成,シ ミュレ

ーション結果の理解 ・評価や整理 に,ま た計

算モデル研究者は,ソ フ トウェア作成等 に時

間を費や してきた。 このような課題 に対 し,

本技術 開発で構築 するシステムは,物 質輸送

現象解析者あるいは計算モデル研究者が,計

算機 システム,並 列処理 といった計算技術や

情報処理技術 を意識することな く,微 視的機

構論モデル開発や物質輸送 シミュ レーション

を実行でき,放 射性廃棄物地層処分で問題 と

なる岩石中の複雑輸送現象 を理解 し,物 質輸

送特性予測で きるための シミュレーシ ョン ・

システムである。すなわち,複 雑形状 を持つ

岩石ポーラスメデ ィアをコンピュー タ上に作

り上げ,そ の上で様々な輸送現象を対象 とし

た数値実験 ツール(計 算モデル)開 発,数 値

実験(シ ミュレーシ ョン)を 行い,物 質輸送

特性 を測定 ・評価す る仮想実験 システムを実

現することを目的 としている。

具体的には,微 視的輸送現象 シミュレーシ

ョンを計算機上で実行する環境 として,① 計

算モデル開発,② 輸送解析条件設定,③ シミ

ュレーション状況把握(モ ニタリング),④ 輸

送特性予測,⑤ 複雑構造中の現象可視化 ・理

解,⑥ データ,シ ミュ レーション結果の管理

等 に注 目し,シ ミュレーションソフ トウェア

における並列処理の隠蔽方法,モ デル開発支

援,解 析 データ設定支援,VR技 術 を活用 した

可視化 ・現象把握技術,デ ータ管理方法など

に関する調査 ・検討,仮 想実験 システムの概

5.お わ り に

提案公募型技術開発は,限 られた資源の有

効活用の利点を背景に,今 後 さらに継続発展

してい くものと予想 される。本事業において

はわが国の原子力技術の安全性 ・経済性の飛

躍的な向上 を目指す革新的な技術の発掘 と実

用化に向けた研究開発 を積極的かつ合理的に

推進することが求められる。

当研究所では,平 成12年 度 に採択 した技術

開発 テーマを審査委員会 による審査 を経 て,

平成13年 度にも継続するか否か を判定する。

各技術開発ではその成果として特許等の知的

所有権の取得や論文発表などを積極的に行 う

ことが奨励 されてお り,各 年度末 には公 開の

成果発表会が開催 される予定である。平成13

年度 には新規の技術 開発 テーマの公募 を実施

する予定である。本制度が関係者へかな り周

知 されてきてお り,平 成13年 度には前年度を

上回る応募件数 と質の高い技術開発 テーマの

提案が期待 される。

一方,米 国ブッシュ政権が打ち出 した国家

エネルギー政策では,原 子力 開発 に積極的な

政策が示 されてお り,引 き続き米国でのNERI,

1-NERI(国 際共同によるNERI)や 第4世 代

原子力発電システム開発計画は活発に推進 さ

れるものと思われる。また,IAEAに おける革

新原子炉開発プログラム(INPRO)が 組織 さ

れ国際的な原子力開発の動 きは活発になりつ

つあるという状況である。

当研究所 もこうした国際的な次世代原子力

技術開発に係わる種々の活動に関与 し,そ の

動向を的確 に把握 している。本事業では次の
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段階 として,こ うした国際的な共同研究活動

へ貢献することを念頭 にした取 り組みが必要

であると考 える。本技術 開発がわが国の原子

力の技術 開発基盤 を強固なもの とし,国 際的

な研究開発テーマ及び研究開発者の育成 を図

り,国 際競争力 を高める援助 とする必要があ

る。本事業で発掘 された革新的原子力技術が

世界の原子力研究 をリー ドす る新たな技術 に

発展することを期待 している。
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◇ 主 なで きごと

研究所の うごき

(平 成13年4月2日 ～7月1日)

◇ 第56回理事会

日 時:6月14日(木)12:00～13:00

場 所:経 団連 会館(9階)906号 室

議 題:

第一号議 案 平成12年 度事業報告 書お よび決算報

告 書 につ いて

第二号議案 評議 員の委 嘱につ いて

第三号 議案 その他

◇ 月例研究会

第190回 月例 研 究 会

日 時:4月27日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階702・703会 議 室

ア ー マ.

1.「 エ ネルギー学」について

(東京大学大 学院 新 領域創生科 学研 究科

先端エ ネルギ ー工学専 攻 教授 山地 憲治氏)

2.平 成13年 度 供給計 画の概 要 について

(電気事 業 連合 会 電力 技術 部長 大津谷 正

氏)

4月6日(金)

10日(火)

5月16日(水)

22日(火)

6月5日(火)

ll日(月)

12日(火)

15日(金)

25日(月)

27日(水)

29日(金)

◇ 人事異動

05月31日 付

(出向解 除)

丸 山 文夫

第2回 革新的実用 原子力技術 開

発提案公募 審査委 員会
・第4回 サハ リンパ イプラ インP

SDC検 討 評価委 員会

・第1回WE-NET研 究調整会議

第5回 サハ リンパ イプラ インP

SDC検 討 評価委員 会

第1回 実用発電用 原子炉廃 炉技

術 調査委員 会
・第3回 蓄電池併 設風 力発電 導入

可 能性調査 実行委 員会
・第 工回発電所COっ 低減 システ ム

に関す る技術 調査委 員会

・第1回WE-NETタ ス ク2安 全対

策 に関す る調査 ・研 究委員会
・第1回 高温 ガス炉 プラ ン ト研 究

会
・第2回WE-NET研 究調 整会議

第2回 ソー ラーフ ユーエ ル研 究

推 進委員会

WE-NETセ ンター 主管研 究員

第191回 月例 研 究 会

日 時:5月24日(木)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階501・502会 議 室

ア ー マ.

1.循 環型社 会構築 に向けた法体系 の整備

(経済産業省 産業技術環境 局 リサ イクル

推 進課 課 長補佐 山内輝暢氏)

2.バ イオマ スエ ネ ルギ ー に関す る政 策動 向 と

わが国 におけ る導入可 能性

(㈱三菱総合研 究所 資 源 ・エ ネルギー科学研

究 部 研究 員 井上貴 至氏)

第192回 月例研 究会

日 時:6月29日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階501・502会 議室

ア ーマ.

!.第4世 代原子 力開発 の動 向

(プ ロジ ェ ク ト試 験研 究 部 部長 兼 副主席 研

究 員 松井 一秋)

2.原 子力 発電 に対 す る公 衆 の意識 構造 の分 析

と情 報提供 の考察

(エ ネルギ ー技術 情 報 セ ン ター 主 管研 究員

下岡 浩)

(解職)

遠藤 肇 プロ ジェク ト試 験研究部 非常勤 嘱

託

06月1日 付

(出向採用)

佐藤 保和

06月30日 付

(出向解 除)

上 岡 英之

大森 伸 二

07月1日 付

(出向採用)

稲垣 浩伸

阿 閉 聡

WE-NETセ ンター 主管研 究員

WE-NETセ ンター 主任研 究員

プ ロジェク ト試験研究 部研究員

WE-NETセ ンター 主任研 究員

プ ロジェク ト試験研究部 主任

研 究員
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編集後記

今年の関東の梅雨は,入 梅の時はそれら

しい天候が続 きましたが,後 半には真夏到

来の感 を抱かせる天気が続 き未だ梅雨明け

宣言のな されていない7月5日,東 京で

34.9℃ にも達 し,所 轄管内の最大電力を5

年ぶ りに更新 したと報ぜ られました。 この

調子で暑い日が続 くと今年はどうなるのだ

ろうかと心配する向きもあるようですが,

一般 に暑 さに比例 して売上が伸びる商品例

えば空調機器,清 涼飲料等が先導役 となっ

て,現 在低迷 しているわが国の経済情勢下

において景気打開の活性剤 となることも期

待 され,や は りこの夏は思い切 り暑 くあっ

てほ しいと考える方が多 くいらっしゃるの

ではないで しょうか。

暑い夏で思い出されますのが,井 上靖氏,

中島健蔵氏,司 馬遼太郎氏他 日中文化交流

会のメンバーが1977年 の8月 に文革以降初

の日本人代表として中国へ招待 された時の

話であ ります。「毘喬(こ んろん)か ら流

れる白玉河 ・黒玉河訪問の岐路,タ クラマ

カンの砂の上で 『車 をとめて ください』突

然井上さんが叫んだ。車から走 り出た井上

さんはどっか りと砂の上 に胡座(あ ぐら)

をかいて座 ると,突 然黄色の砂 をす くい,

思い切 り掌の砂に顔 を押 し当てた。そして

「君に会いたかったんだ,君 に一」 ・・。

暫 くして顔 を上げた井上さんは泣いて居 ら

れた。そしてあの端正 な顔は砂だ らけだっ

た。 … 」 と同行 された團伊玖磨氏が語

ってお られます(平 成12年1月1日 「日本

経済新聞」交遊録)。 「敦煙」,「楼蘭」,「毘

喬の玉」 などシルクロー ドにまつわる多 く

の本 を書 きなが ら,現 地にはそれまで1回

も訪問す ることな く全 て資料 でその地 を

見,人 物と物語を躍 らせた同氏は,ど んな

にか熱い思いで彼の地に会いたいと思って

お られたかを物語る話 に過ぎないかもしれ

ません。しか し今私たちの回 りを見たとき,

場所 にせよ,人 にせ よ,問 題解決にせよ,

どれほど熱い思いで会いたい ・解決 したい

と願 うものがあるでしょうか。

現在の地球規模の問題,特 に確実に忍び

寄るといわれる水資源 ・食料問題 エネル

ギーと環境問題のようなグローバルで長期

的問題 を考える時,い ささかでもその本質

を知 るわれわれがどれだけ熱い思いをもっ

て臨んでいるかが先ず問われているように

思われます。

暑い夏は,そ のための感性を磨 き,情 熱

の火を蓄える絶好の機会ではないで しょう

か。

本号の内容 とりわけ巻頭言,座 談会,お

よび外部 ・内部寄稿は,現 在のエネルギー

関連の問題をそれぞれの立場 と専門分野か

ら比較的わかり易 く解説 ・紹介された もの

であ ります。

暑い夏この種問題を真剣に考えていただ

く際の材料にしていただければと願う次第

であ ります。

編集責任者 小川紀一郎
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